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序章 研究の背景と 目的

序章 研究の背景と目的

序.1 日本型 直播稲作 の需要

序.1.1 直 播 稲 作

直播稲作*序-1 (以 下 「直播 」, た だ し播種作業 と混 同 しやすい ときな どは略 さ

ず 「直播稲作 」を用 いる) とは, イネの種子 を催芽 した後 にそのまま, もし くは

被覆剤 を被覆 した催芽種子 を田面に直接播種する方式を言 う. 対義語は, 育苗 し

た苗 を田面に移植す る移植栽培 (以 下 「移植 」, ただし移植作業 と混同 しやす い

ときなどは略 さず 「移植栽培」を用いる)で ある*序-2.

そ もそ も直播の手法 は国際的に見て様 々な手法がある. 例えば合衆 国のカ リフ

ォルニ ア州では, 数10ha規 模の水 田に対 して軽飛行機 を用いた散播 (日 本で言 う

ところの湛水土壌表面播) が行われて いる. またアーカ ンソー州やテキサ ス州で

は乾 田直播 (同, 裸地耕起直播.テ キサ ス州 については冬作跡耕起直播 も) が行

われている (山 路 ら, 2002).

それ に対 し我が国は, 後述 するように稲作および農業経営について様々な特徴

を有す る. そのため合衆国で行われているような直播 手法 とは違 う, 我が国独 自

の手法 に よって直播が実施 されている.

そ こで本研究 では我が国独 自の直播技術体系 を対象 として限定す る. これを示

す語 と しては, 「日本型直播稲作 の確 立 ・普及に関す る研究会 」 (農 林水産省)

の提言 (1994年) な どに倣 って, 「日本型直播稲作 」 (以 下 「日本型直播 」) を用

いる.

序.1.2 日本型直播の需要

序.1.2(1) 我が国における直播導入の需要

我が国における直播導入の需要は大き く2点 に分け られる. 1つ が経 営省力性の

* 序-1「 直播稲作 」 と 「水稲直播栽培 」の両者が使われているが, 本研究では 「直播稲

作」に統一す る. なお, 「直播 」の読み方につ いては, 広辞苑第5版 (1998)で は 「『ち ょ

くはん』(チ ョクハ とも)」 と表記 されている.

*序-2 本研究 では直播 を,移 植 に対す る新 しい技術 と して捉 える. これは国や地域に よ

っては必ず しもあてはま らないが, 現在の 日本国内では大半の地域 で適用できる.

―1―



序章 研究の背景 と目的

観点 か らの需要, もう1つ が代 かき用水量が不足す る地域 における乾 田直播 の需

要 であ る.

今 日の直播 の需要は, その多 くが前者によって生 じている. 以下に説明する.

「『全国直播稲作推進 会議』設置要領 」(1995年7月13日; 巻末資料4参 照) に

は, 「直播稲 作は,現 行の機械移植 による稲作の低 コス ト化, 省力化 の壁 を打破

す るためのキーテ クノロジー として特 に有望視 されている. 国は, 「新 しい食料

・農業 ・農村政策 の方 向」(い わゆ る 「新政策」, 1992年) で示 した望 ま しい稲

作経営の早期実現 に向けて, 直播 に関す る各種試験研究や現地実証等の施策 を講

じることとしている. そ こで同会議は,我 が国における直播栽培の普及 ・定着等

に よ り我が国稲作 の体質強化 を図る ことを目的 とする.」 と記述 されて いる (抜

粋引用, 一部著者 による改筆 ・注釈). このように1995年 当時には, まず農業人

口の減少への対策や, 市場競争力強化の観点か ら稲作規模 を拡大す る需要があ り,

その ための手段 として直播の導入の需要 が生 じた*序-3. そ してその需要が今 日ま

で続 いていると考 え られ る.

また,近 年の農林水産省 としての直播 に対する見解 として, 続 いて近年の もの

として, 農林水産 省が定期 的に示 して いる 「農業生産 の技 術指 針」の2001年 版

(巻 末資料4参 照) を挙げる.そ こでは 日本型直播稲作技術などについて 「省 力

化や労働 ピークの平準化, 作期分散等 を図るとともに,そ の効果 としての経営規

模の拡大, 複合部門 の充実 等 を図 る観点 か ら, 積 極的導 入 を推進 す る必要があ

る」 とした上で,「 その際, 地域の立地条件に即 した普及性の高 い技術体系 とし

て早急 に確立す る観点か ら, 当該技術の普及対象 を明確 に しつつ, 試験研究機関

や普及組織 の指導の下で推進す ることが重要である」と謳 っている.

序.1.2 (2) 日本型直播の技術への要請

上記のよ うに 日本型直播 には稲作 の省力化が求め られ る. こうした労働生産性

重視 な点は, 国際的に見て一般的な直播 (例 示 した合衆 国型な ど) と共通である.

ところが, 我が国の直播には, 例 えば 合衆国で行われているような粗放的な手

法 は適 さな い. というの も,我 が国の水 田農業 は, かつての 「零細分散錯圃」を

*序 -3 直播の導 入 を目的と して, そのための手段 として農業経営規模 の拡大が必要 だと

いうことではな い点 に注意 してお きた い. 近 い将来 に個 々の農家が経営規模 を拡大 しな

ければな らな いという需要が まずあって, そのための手段のひ とつ (詳 細 は3章) とし

て直播の導 入が望 まれているのだと考えるべ きである.
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残 してお り, 近 い将来に経営規模拡大が進む として も, 一般的な農業経営はたか

だか数10ha規 模の経 営面積, 並びに1～2ha程 度の水 田区画がひとつの限界点 とな

ると考え られる. そ うした条件下に直播 を導 入す る際には, 農家所得の維持 を考

慮す ると, 従来行われている移植体 系に比べて大 き く劣 らないだけの収量 を確保

しなければ な らない.

しか も, 我が国には稲作国 として有利ではない条件 をい くつか有する. 例えば

南部 を除けば稲作国 としては冷涼な気候であ り, また多雨に基づ く日照時間の短

さ (気 象 ・気候 条件), そ して良食味 のジャポニカ米が消 費者 に好まれる点 (市

場条件)な ど. こうした条件 のもとで土地生産性を確保 しなが ら直播 を行 うため

には, 精緻 な栽培管理や工夫*序-4を行 う必要がある.

すなわ ち 日本型直播 には, 省 力性のみでな く, 土地生産性確保 のための精緻 さ

をも兼 ね備 えた技術が要請 される.

序.1.3 我が国における直播の現状

序.1.3 (1) 乾 田直 播 と湛 水直 播

直播の手法 は, 大 き く乾田直播 と湛水直播 とに分け られ る. 播種方法 や耕起 ・

代か きの有無 などに よって, 手法 は さらに細分化 され ている (巻 末資料2参 照).

また, それ ぞれ様 々な播種法が行われ ている. 播種法 に関す る詳細は巻末資料3

に示す ことと し, 本章 ではそれ らの概略のみ整理する.

乾田直播, 湛水直播の特徴につ いてTable 序-1に 整理 した. 乾 田直播は, 省 力

性 が高い こと, 代かき用水 を要 さな いなどの特徴があ るものの, 播種直後の降雨,

低温 に弱 く, また雑 草が繁茂 しやす い, 代か きを行わな くて も保水できるだけの

圃場条件が必要である といった問題点がある. 一方, 湛水直播は, 我が国では一

般 に代か きと酸素供給剤の被覆 を要す ることか ら, 乾田直播 に比べて より多 くの

労働が必要であ る. また栽培初期の水管理が困難 であ るなどの技術的な問題 もあ

る. しか しなが ら, 発芽期の低温や降雨 に比較的強 く, 圃場の保水性 も許容幅が

広 く, また除草 も乾田直播 に比べれば容易である.

*序-4 直播 に適す る (低 温出芽性, 耐倒伏性が高 いな ど) 良食味品種 の開発, カルパー

コーテ ィングや落水出芽法な どといった根 の土 中進 入を促進す る技 術な ど.詳 細は1章

などにて後述.
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Table序-1 乾 田直播 と湛水直播の特徴並びに利点 ・欠点

序.1.3 (2) 我が国における乾 田直播 と湛水直播の分布の傾 向

今 日我が国で実施 されてい る直播 手法は, Table 序-2や 後述 す るFig. 序-2に 見

られ るように乾 田直播 と湛水直播 とがほぼ半 々 (2001年, 農林水産省調べ; 以下

特 に注釈 を付けない場 合は2001年 現在 とす る) である.

しか し, 乾 田直播 の実施はい くつかの特定の地域に偏 って いる. Table序-2に

―4―



序章 研究の背景と目的

見 られ るように中国地方 と東海地方がその多 くを占めているが, さ らに細か く見

ると, 岡山県 (乾 直2697.0ha, その うち不耕起乾直が282.0ha) が特に卓越 し,こ

れ と愛知県 (乾 直480.0ha, そのうち不耕起乾直が366.0ha) の2県 だけで全国の乾

田直播の69%を 占めている. 次 いで熊本県, 宮 崎県で100haを 越 えてお り, 佐倉

市, 八千代市に 巨大 区画水田を有 している千葉県で も多い.

一方, 湛水直播 は, 東北 ・北陸地方で卓越 しているものの, 他県にも多少の差

こそあれ極度の偏 りはな く分布 している.

この ような差 は, 我が国の多雨 ・冷涼 な気象条件には湛水直播 の方が好適な地

域 が多いことか ら生 じていると考 えられ る*序-5.

Table 序-2 各 地 で実施 され て い る直播 手 法 (2001年,単 位:ha)

(資料: 農林水産省生産局農産振興課)

*序 -5 地域への直播普及について考 える際には, 湛水直播 が実施で きる地域では必ず移

植栽培 もできるのに対 し, 水利権 の都合で春先の用水が確保で きな いなどの理 由に より,

移植 は困難で乾田直播 しか実施で きない地域 が存在す る (例 えば 【事例3-2】) ことに注意

してお きた い.
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序.1.3 (3) 我が 国における直播普及の現状 と評価

Fig. 序-1に1961年 以降 の各地方別の直播面積 の推移を, Fig. 序-2に1966年 以降の

乾 田直播, 湛水直播 それぞれの直播面積の推移 を示す.

図に示 したように, 今 日の我 が国の直播面積 は微増傾向にあ る. 2001年 現在で

10189haで ある. 稲作面積 の0.6%に 相当する.

さて, 全国直播稲作推進会議 (2002年03月27日 付; 巻末資料4参 照) な どでは,

1万haを 超 えた ことを指摘 して, 普及の進展についてプラスに評価 して いる. し

か しなが ら, 例 えば全国における大区画水 田の面積率5.4% (2000年3月 現在) に

比べて も, その面積率は明 らかに少な い.

また, 県別 に見て も, Table 序-2, Fig. 序-1に 見 られ るように, 直播が実施 さ

れて いる面積 は地方別の偏差が大 きい. 県 レベルで見 ると, 前述の岡山県が, 近

年では直播面積 を年 々減少 させているものの, 未だに面積的に卓越 している. 岡

山県 を除 くと, 多 い県 (福 井県, 愛知県) で県 内稲作面積 の2%弱 程度 であ り,

他に1%を 越 えるのは福島県, 富山県, 石川県, 滋賀県, 宮崎県 のみ である. こ

のよ うに直播の分布は散逸 している.

しか し, 次に示す県別の分布 の変遷 か らは, 違 うことが考 え られ る. Fig. 序-3

-1は 前述 の よ う に農 林 水 産 省 が 直 播 の 推 進 を図 った こ ろで あ る1995年 の,

Fig. 序-3-2は 現在 (2001年) の, それぞれ各都道 府県の直播 面積 率 を示 した もの

である. 面積率 その ものは前述の とお りだが, その分布 が, 1995年 時点 では さし

たる特徴 がな く分布 していたの に対 し, 2001年 においては東北 ・北陸地方 といっ

た稲作が盛んな地域において直播の面積率が伸 びている. これ らの地域は春先 に

寒冷なために従来は直播の実施が困難であったが, こうした地域で直播が増加 し

て いるのは, 技術の進展 によるものだと考え られる. その結果 として分布域 が東

北 日本に広が っている.

以上 のように, 全国面積の値 その ものやその増加のみでは十分には把握 できな

いが, 都道府県別の直播面積の分布 を地理的に見 たところ, まだ面積率は低 いな

が らも分布が広 が りつつ あることが把握 できる. こうした ことか ら, 我が国にお

ける直播は普及方 向にあると考 える ことができる.

なお, この ような面積変化 やそれによる普及度評価 に関す る詳細, および普及

の現状については, 本論文2章 で詳述す る.
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Fig. 序-1 全国 直播 面積 の推移 (1966年 ～2001年, 各地 方 に注 目)

(資 料:『 農産 年報 』, 農林 水産 省生産 局農産 振興 課 『資料 』)
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Fig. 序-2 全国直 播面 積の推 移 (1966年 ～2001年, 手法 に注 目)

(資 料: 『作 物統 計 』. なお, 1967, 1969, 1970年,

1978～1980年 に限 り, 乾直 と湛 直 を区別 したデ ータが

存 在 しない.)

―8―



序 章 研究の背 景と目的

Fig. 序-3-1 各 都道 府県 の 稲作 面積 に対す る直播 面積 の 割 合 (1995年)

Fig. 序-3-2 各 都 道 府 県 の稲 作 面積 に対 す る直播 面積 の割 合 (2001年)
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序.2 研 究 の 目的

序.2.1 日本型直播ついて考える上での論点

ここまでに述 べたように, 直播は主 として稲作の省力化 ・低コス ト化 の観点か

らその需要 を持 ち, また普及が期待 されている. そ して実際に普及は稲作が盛ん

な地方において進みつつある. しか しなが ら, その面積は現時点では少ない.

さて, 直播 の普及について考 える際には, その需要の存在につ いて と, 収量の

低下 を如何 に扱 うべ きで, またそれに如何 に対処で きるか, といった2つ の論点

が挙げ られ る.

まず1点 目と して, ここまでに述べ てきた直播 の需要は我が国の稲作 の行 く末

を見ての ものであ り, 全体的な傾向としてあるべ き方向を論 じたまでにすぎない.

しか し, 実際に直播の普及の可否や技術の実施について考える上で, 最 も基本 と

なるユニ ッ トは個 々の農家 である. 果た して農家の レベルで見た際 に, すべての

農 家が経営的な観点か ら, 直播の導 入に需要を有 しているのだろうか. すなわち,

如何 に直播に移植 に比べ た利点が あるといって も, その利点 を生かす効果がなけ

れば, その農 家が初期投資や技術習得の困難 を押 してまで新 しく困難な技術 を導

入す ることは考 えに くい. さらに前述 のように我が国には零細分散錯圃の特性 ゆ

えに土地生産性 を軽視で きないという特殊事情がある. そこで, そ うした事情下

での個 々の農家 に対す る直播の需要につ いて明確に整理 ・把握す る必要がある.

またそれ に先だって, 直播 の普及に関す る現状 を詳細 に把握 することが必要であ

る.

第2の 点 として, 直播は移植 栽培 に比べて面積 あた り収量は低下傾向にあ り,

また安定 しに くい傾 向にあ る. この点 については,作 物学を中心 として様 々な対

応 が取 られ てお り, また除草剤の発達, 酸素供給剤の被覆や落水出芽法 といった

特殊 な技術の開発 ・普及 によって改善傾向にあ るとは考え られ る. だが, そ うし

たイネの生育 を支えるべ き基盤 であ る水田の立場か らは, 直播 イネの生育 という

観点か らの検討 は為 されていない. 直播 に関する農業土木的観点か らの既往の研

究は, 移植栽培 に比べての要水量の変化 に関す るもののみである. そ こで直播 に

おけ る収量低下の問題 に対 して, 水 田工学的な対応 の可能性 につ いての検討が必

要だ と考 え られ る (既 往の研究 につ いては本論文1章 で詳述).
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序.2.2 研究の 目的

以上 を踏まえ, 本研究は近 い将来 における 日本型 直播稲作 の普及 を視野に置 き,

水田工学的な立場か ら以下の2点 を 目的として実施す る.

第一の 目的は, 日本型直播の現状 と需要を把握する ことを目的 とする. 具体的

には, 日本型直播の面積変化 と技術進捗 との関係について, および個 々の農家の

省 力化の必要性 に注 目しなが ら直播の需要 の有無 につ いて整理す る.

第二の 目的は, 我が国では適地幅が広い湛水直播 の中で も, 特に省 力性 が高 い

湛水土壌 中散播に注 目し, その収量低下の抑制に対す る水田工学的対処の可能性

につ いて検討す る.

序.3 研究 の構成

本研究は序章, 1章 か ら7章, 終章の, 計9章 にて構成 され る (Fig. 序-4).

本章 (序 章) にて, 本研究の背景 と目的を提示 した.

1章 では 日本型直播稲作 に関す る既往の研究, 並びに第二の 目的において大 き

な意味 を占める田面起伏, 均平精度に関す る既往の研究につ いて整理する.

2章, 3章 が第一の 目的 に相当す る. 2章 では文献調査および農林水産省のデ

ータを用 いて, 過去30年 程度 の 日本型直播の普及の動 向について概観 した上で,

我 が国におけ る直播普及の現状 につ いて評価す る. またそれに併せ て従来の直播

の普及度の評価法 につ いて もその是非 と限界につ いて言及する. 続 いて3章 では,

稲作 を省力化す る際の 目的に着 目して農業経営を類型化 し, その各類型 ごとに直

播の需要について論 じる. また農家 が直播の導入を判断す る過程について整理 し,

直播導入のための課題 ・問題点 について把握 する. さらに直播導入の経緯に着 目

して事例地 区を選定 し, 各地区への聞 き取 り調査の結果 よ りそれぞれの特徴 を整

理 する. 以上 を通 じて, 日本型直播の営農上の需要 と現状 について明示する.

4章 か ら7章 が第二 の 目的に相当す る. 4章 にて直播における好適な苗立密度

について検討 し, また苗立密度 が過疎 となる箇所 が補植 を要す るほどの範 囲に拡

大す る ことが, 直播が移植に比べて収量が低下する理由のひとつであ ること, ま

たその ような箇所 は田面起伏に強 く影響 され ることを指摘す る. 続 いてそうした

箇所 を回避 す る観点か ら, 以降の章では湛水土壌中散播 における種子の埋没の可
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否, お よびその制御 に対する田面均平 を主 とした水田管理の影響 について検討す

る. 5章 では現地試験で把握 した代 かき後の水 田における土壌硬度の変化および

分布について示す. 6章 では表面土壌硬度 や湛水深, 種子の質量や落下高 さなど

に よって種子埋没深 を制御す る可能性 について実験 によって検討する. 以上の結

果 を用 いて7章 にて田面均平水準 に着 目した湛水土壌中散播 での埋没深制御 に関

するモデル を作成 し, それ を用 いて水田管理 による埋没深制御の可能性について

考察 し, 埋没心制御の観点 か らの 田面均平精度基準について言及す る.

以上の検討を通 じて, 終章 にて結論 を示す.
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Fig.序-4 本研 究 の 構成

(序 章 おわ り)
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1章 既往の研究

本章では, まず1節 にて 日本型直播稲作に関す る既往の研究につ いて整理する.

また本研究4章 以下 では直播 におけ る収量低下へ の水 田工学的対処について論

じるが, その際 に重要な着眼点 となる田面起伏お よび均平精度 について, その既

往の研究 を本章2節 にて整理す る.

1.1 日本 型直播稲 作 に関 する既 往の研究

1.1.1 日本型直播稲作 に関する既往の研究の主な流れ

前述の とお り我が国においては, 気象条件な どを鑑 みれば湛水直播の方が普及

・定着 しやす いと考え られ る.

ところが1970年 代前半 までは, 湛水直播の技術が未熟 だった. そのため当時の

研究は乾 田直播 に関す るもの, 特に好適な気象条件 や栽培条件 に関する研究 ・報

告が中心的 に行われていた. 当時は乾 田直播の需要は, 省力性 よ りも代か き用水

量が確保 困難であった地域で生 じた場合が多か った. それ故 に農業土木の分野で

も用水量関連 の研究が幾例か見 られた.

直播研究の大 きな転換点 となったのは, 1970年 代中盤 に湛水土壌中直播の手法

が確立 した ことである. すなわち, 湛水 中もしくは水分飽和 した土壌中での発芽

お よび出芽 を促進す る観点 か ら, 過 酸化石灰 を主成 分 とした酸素供給剤*2-1を被

覆 した種 子を湛水土壌 中に埋没播種 する直播手法が考案 された. 三石 (例 えば三

石, 1975) は過酸化石灰 のイネの出芽性への寄与 を, 中村 (例 えば中村, 1978)

はその種子への被覆手法 を検討 した. こうして確立 された 「酸素供給剤 を被覆 し

ての湛水直播手法」が 「湛水土壌 中直播 」 と呼ばれ ている. これは 日本型直播稲

作の大 きな特徴のひ とつ であ る. それ以降, 作物学分野, 土壌肥料学分野 におけ

る湛水直播イネの生育 に関する研究が多 く行われてお り, 今 日に至 っている.

一方, 乾 田直播 につ いては, 湛水直播 に比べれば初期生育その ものは確保 しや

すい ことか ら, 今 日では除草法 に関する ものが主流であ り, それ も湛水直播の研

*2-1 今 日では商品名:「 カルパ ー16粉 粒剤」 として市販 され ている. その ため, 酸素供

給剤は一般に 「カルパー」と呼ばれ ている.
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究に比べれば明 らかに少ない.

これ らに加 えて, 直播 を組み入れた農業経営 に関す る研究が近年見 られ るよう

になっている.

以上の ような 日本型直播に関する既往 の研究は, 大 きく2つ に分ける ことがで

きる. 1つ が, 生 育や収量 に関連す るものである. 品種改良や好適 な気象条件,

水管理や施肥, 播種方法な どといった栽培管理に関す るもの全般 が これに位置づ

け られ る. もう1つ が, 直播 を取 り入れ た稲作経営に関す るものである. そ して

これ らの他 に海外事例の報告が行われている.

以下, 生育 ・収量 に関す る もの を, 直播 イネの生理や栽培技術 に関す る もの

(主 に作物学 の分野) と, 基盤条件 に関する もの (主 に農業土木分野) にわけ,

これ らと農業経営学, そ して海外事例 の4項 に分 けて既往の報告について整理す

る.

1.1.2 湛水直播でのイネの生育 に関する既往の研究

この点については作物学が卓越 してお り, それ を補佐す る技術が主に農業機械

学の観点 か ら開発 されている. また直播の栽培の好適条件には地域性 が大 きく寄

与す る ことか ら, 36都 道府県 (全 国直播稲作推進会議調べ, 2002年3月 現在) で

農 業試験場な どによって様 々な試験研究が行われている.

前述の とお り, 我 が国においては乾田直播 よ り湛水直播 の方が適地が多 く, 普

及の可能性が高 い. その ため, 湛水直播 の収量の安定的確保 に向けての湛水条件

下 での生育条件 に関す る検討が多 く行われてきて いる.

直播イ ネの面積 あ た り収量 は, 播種 密度 の他に, 発芽お よび出芽 ・苗立 ち率

(す なわち初期生育) に よって決まる苗立密度 と, 生育 中期以降の倒伏 に大 きく

影響 され る. 出芽 ・苗立ち率には前述の酸素供給剤 と, 播種深度が関与する. 以

下, これ らを順 に見 ていきたい.

1.1.2 (1) 苗立密度

姫 田 (1995) は 『直播 稲作へ の挑戦 第1巻 』(櫛 渕監修) にお いて, 1994年

時点 までの各地 での試験 研究 を含む諸文献 を悉皆的に整理 している. そこで本論

文ではそれ以 前の報告 については, 特徴的な文献 を除 いて この姫田の整理 を引用

す ることとす る.

姫 田 (1995) による と, 湛水 条播, 湛水点播での苗立密度 の適 正範囲は50～

150本m-2, 湛水散播 では, 寒地 ・寒冷地北部で200本m-2以 上 , 寒冷地南部 ・温暖
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地 では50～150本m-2, 暖地では50～100本m-2で あるとして いる. またそのための

播種量 は, 北海道では10kg・10a-1, その他の地域 では2.5～4kg・10a-1と している.

佐 々木 ら (1999) は最高分 げつ期 ごろの個体 当た り茎数が苗立密度 と有意な負

の相関関係 を示す ことに着 目して,穂 数500本m-2 (有 効茎歩合65%) を確保する

ことを前提 に, 最大分げつ数 にもとつ いて苗立密度 の下限値 を解析 し, 24～46本

m-2と い う結 果 を得て いる. なお, 佐 々木 らは この結果につ いて, 従来 の研究 と

相違な い値 であるとの評価 をしている.

実際の圃場では, 同じ く佐 々木 ら (1999) が大区画水 田での散播イネの苗立密

度 を測定 し, 56～336本m-2 (平 均値159本m-2, 推定苗立ち率50%) で, その変動

係数 は38%だ った としている. また著者 らは これ と類似 した測定 を行い, ラジコ

ンヘ リで散播 を行った圃場の方が背負い式動 力散粒機での散播 を行った圃場 よ り

も苗立 密度の変動 幅が大 きかった ことを示 して いる (牧 山 ら, 1997; 詳細は後

述).

1.1.2 (2) 初期生育 (出 芽 ・苗立ち) への酸素供給剤の関与

酸素供給剤の効果 について, まずは三石の成果 を概観 しておきたい.

三石 (1975) によると, 水稲種子は水 中で も一般的な播種量の範囲であれば溶

存す る酸素 を利用 して発芽 し, 幼芽, 幼根 を伸長 させる ことができる. しか し,

湛水 した土壌 の表面で発芽 した種子は, 土壌 中への埋没が不十分 な場 合, 湛水 に

よって種 子に浮 力が生 じ種子根 を土中に侵入 させ ることがで きない. その結果,

浮 き苗, いわゆ るタコ足状態 とな り,「 根転 び型倒 伏」や,生 育中期以降 の浮 き

苗 による抜 け落ちの原因 となる. したが って幼根の土 中侵入のためには, 種子に

お も りを付 けるな どに よって土壌表面に固定す る必要があ る. そ こで種子を湛水

した土壌 中に埋没 させ る必要が生 じる. その際, 山田 (1951) な どによって効果

が確認 されて いた過酸化石灰 の種子への被覆 を導入 した.

被覆種 子 を湛水 した土壌 中に埋没す ると, 50mmの 深 さか らで も鞘葉 は伸長 し

て水 中に出芽 し, その後, 水中の溶存酸素 を吸収 して本葉 の伸長に至 る. ところ

が, 水中の酸素 濃度が低 いと鞠葉は出芽す るが本葉は出現 しな い. したがって過

酸化石灰か ら発生す る酸素は土壌中で鞘葉が伸長す ることを助けるだけで, 本葉

や種子根の伸長 には寄与するものでない.

こうした三石 の研究以降 もなお, 湛水直播 され た種子の発芽 ・出芽 ・苗立ち特

性 と, 湛水条件下 におけ る土壌 中の酸化還元状態 との関係についての研究が行わ

れ た.
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出芽 ・苗立 ちの不安定性 につ いて, 萩原 ら (1986) は種子に被覆 した酸素供給

剤の近傍で土壌還元が起 こることを示 した. また萩原 ら (1990) は, その還 元化

の主因が発芽 力, すなわち胚の成長活動などと考え られ ることを明 らかに した.

さらに萩原 ら (1990) は, 被覆籾の近傍で起 こる還元は, 発芽に阻害的に働 く可

能性 は小 さい一方で, 出芽率低下の有力な原因とな ることを指摘 した.

山内 (1997) は酸素供給剤 の苗立ち改善 に関する過 去の報告か ら, 圃場試験で

は催芽種子の苗立ち率 を16%改 善 しているにす ぎない ことを指摘 している. また,

イネは生得的に嫌気条件下の土壌で苗立 ちで きる生理特性 を持 っているため, 酸

素供給剤 を利用 した土壌播種では, イネの特性 を利用 していないと指摘 している.

こうした ことか ら, 資材費, 被覆作業等の労 力を必要 とす る酸素供給剤の代わ り

に, 代 か き水 田における土 中播種は嫌気的な土壌中に播 く技術 を開発す ることを

提案 している.

1.1.2 (3) 湛水直播における好適な播種深度

湛水直播での適正 な播種深度 は, 姫田 (1995) の整理によれば,寒 冷地 や暖地

の早播 では0.5～1cm, 暖地の普通期播 では1～2cmと され る. 湛 水散播では埋没

深が確保 しに くいため,寒 冷地 では発芽 ・苗立ちの安定化 をもた らすが, その反

面,浮 き苗や転 び型倒伏 を引 き起 こす. 特に不埋没の場 合には これ らばか りでな

く鳥害に遭 う原因 とな る (例 えば牧 山 ら, 2000).

過酸化石灰被覆には, 酸素供給剤 としての効果に加 え, もう一つの効果 として,

散播 時 に種 子 の土 中 埋 没 を促 進 す るため の重 み 付 け の意 味 が あ る. 井 村 ら

(1983) は, 被覆種子に さらに風乾土壌 を被覆 したペ レットを用 いての湛水土壌

中散播 手法 を提唱 した.

それを応用 して, ヘ リコプ ターを用いた湛水散播 につ いても各地 で試験研究が

行われ た. 三石 ・井村 (1980) はそれをと りまとめて いるが, その中で好適なヘ

リコプターでの散播 におけ る好適な播種深度が得 られ る土壌硬度 について, ゴル

フポールを用 いた評価法 を提案 して いる. すなわち, ゴル フボールを1mか ら落

としたときに, ボールの上端が土壌表面 と同 じ高 さに沈む ことで評価する土壌硬

度 が適 当だと している. この評価法は 「ゴルフボール貫入深 」 と呼ばれ,「 下げ

振 り貫入深 」と並んで近年 も用い られている (例 えば農業研究セ ンター, 1997).

三石 (1975) では, 湛水土壌表面播にお いて, 種子根 が伸張する時期に排水 し,

浮力を排除する ことに よって, 根の土壌 中進入 を促進す る方法 を提示 している.

三石は この手法 を 「芽干 し」 と呼んでいる.近 年 では還 元化の防止の意味合 いも
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あって, 湛水土壌 中直播において も出芽時期 の落水が行われ, また乾 田直播でも

酸素供給剤 の被覆が行われる場合が少なか らず ある. 特 に前者は 「落水出芽法 」

と呼ばれ (例 えば柳澤, 1996), 今 日の我が国における湛水直播の一般 的な手法

になった.

播種深度制御の観点か ら, 湛水直播での播種の方法 については様々な ものが検

討 されている. 今 日我 が国で行われて いる湛水直播の播種方法は, 大 き く分けて

散播, 条播お よび点播の3種 類 に分 け られ る. この うち点播は1996年 に九州農試

で開発 され た打ち込 み点播機 を用 いた最 も新 しい手法であるが, これが最 も耐倒

伏性が強 いとされている (例 えば尾形 ら, 1998). 吉永 ら (2001a) は点播 イネは

散播 イネに比べ て有効茎歩 合が高 く, 押 し倒 し抵抗値が顕著に大 きいことにより,

稲株 の耐倒 伏性 が強化 され ることを明 らかにした. また吉永 ら (2001b) は播種

深度 につ いて, 点播 を行 った場合には, 散播 を行 った場 合と比較 して播種深度が

浅 くな りに くい とと もに, 播種深度が浅 くなっても耐倒伏性は湛水散播 に比べて

非常に高い ことを示 した.

1.1.2 (4) 中期以降の生育阻害要因

直播イネは移植イネに比べて耐倒伏性が低 い. それに対 し, 吉永 ら (2002) は

緩効性肥料 を用 いた後期重点型の施肥 を行 うと, 生育初期の肥効が小さいために

分げつ速度が小 さ くなる こと, 最高分げつ期か ら幼穂形成期 までが短 くな り, 移

植 栽培 に類似 した生育がみ られ ることを示 した. また, 後期重点施用 を行 うと桿

長 の伸長 に伴 う倒伏が危惧 されるが,移 植栽培 と比較 して桿長に対す る施肥法の

影響 は認 め られず, 倒伏程度 にも差が生 じない ことを示 して いる.

1.1.3 経営学分野の既往の研究

農業経 営学分野 の研究 は,大 きな ものが2つ 挙げ られ る.ま ず ひとつが松田 ら

(1996) に よる もの,も うひとつが小室 ら (1999) によるものである. いずれ も

直播導入に よる経営効果,お よびその定着のための条件 について論 じている. し

か し, これ らは視点 を若干異にする.

まず松 田 ら (1996) は, 各地方 ごと (東 南ア ジアを含む), な いし各県 ごとに

事例 を手広 く列挙 し, その上で10章 (執 筆: 大谷四十六) にて, 直播導入の経営

的意味 を論 じている. その際 に, 経営上でイネを主 にしているか否か, 経 営規模

が大 中小の いずれかで農家 を8類 型 に区分 し, それ ぞれにつ いて導入 目的 と経 営

の課題 とをア ンケー トによって整理 している (Table 1-1).
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Table 1-1 直 播導 入 農 家 タイ プ別 直播 導 入 の 目的 と経 営の 課題

(大 谷, 1996よ り引用)

注: 1) 農家 タイプの () 内は, 含まれ る農家の専業, 兼業別 を示す.

2) 直播導入の 目的 タイプの () 内は事例数 を示す.

3) 経営の課題の () 内は, 各 々の課題の専業, 兼業別を示す.
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対 して小室 ら (1999) は, 全国か ら先進的 ・特徴的な事例を選出 し, 如何 にし

てその事例地 区にお いて直播が定着 に至ったかについて, 農業研究セ ンターを中

心 として調査 した結果 をまとめた ものである. 同 じく農業研究セ ンターが1997年

に整理 した 「日本型直播稲作導入指針」の延長上に位置づけ られるものであろう.

10章 (執 筆: 梅本雅) にお いて,定 着条件 につ いて検討する際に農家の直播導入

への意志決定過程 に重点 をおいている点 は特徴 的であ る (Table 1-2). しか し,

課題整理 を主な 目的 としているためだと思われ るが, 全体を通 じて視点が散逸 し

ている.

なお, 著者 もこの論点について検討 して いる (牧 山 ら, 1999; 牧 山ら, 2000).

前者 におけ る分類 の際の視点は松 田 らの ものに近 い. また後者においては判断過

程 を論 じてお り, その意味では小室 らの視点に近 いが, 著者に よるものはよ り技

術面 を重視 している. これ らの詳細 につ いては3章 にて論 じる.
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Table 1-2 新 技 術 の経 営 へ の導 入 ・定 着 過程 とその 規定 要 因

(梅 本, 1999よ り引用)
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1.1.4 農 業土 木 分野 の 既往 の 研究

ここまでに見 てきた とお り, 作物学的に見 た初期生育の安定化に関す る研究は

進展 しつつある. しか し, その実現化のためには水田基盤整備の側か らの検討が

不可欠である.

ところが, 先 に結論を言 えば, 以下に示す ように農業土木分野か らの直播の研

究は極めて少な い. そのため作物学な どの分野において進展 しつつある初期生育

安定化 のための技術に対 して, 水田基盤の観点か らの十分な回答が用意で きてい

ないのが現状である.

以下, 時代順に見ていきたい.

1.1.4 (1) 1990年 以前の農業土木分野の研究

1960～1970年 代 には, 乾田直播水田の特性に主眼 をおいた研究が見 られ る.

増 島 (1966) の ものが土層に着 目した研究では ごく初期 の ものにあたる. ここ

では乾 田直播水 田の減水深の増 大に対 して, 耕起法 を異に した水田での降下浸透

の変化 と土壌構造 との関係について測定 し, 盤 を破砕 したプラウ耕 での浸透量の

大幅 な増加, ロータ リー耕での増加 と不安定 さを示 した. また移植 田では作土層

で大 きい動水勾配が乾直 田では耕盤層で大 きいことを示 し, これは代か きの有無

が関係 して いる ことを指摘 した.

川崎 (1975) は乾直 田の減水深の大 きさについて, 作土内の水分の横方 向の動

きに よるところが大 きいとして いる. さらに川崎 (1977a) は乾直 田の方が落水

後 の地耐力が勝 る こと, 川崎 (1977b) は砕土性 が高 いことを述べている.

1980年 代には, 直播での栽培 や圃場条件 について直接論 じたものは見 られない

が, その時代の特徴 と して, 大 区画化圃場整備 や水 田の汎用化に関す る研究の中

に,キ ー ワー ドとして直播が絡 め られている報告が何例か見 られる (例 えば冨田

ら, 1989).

1.1.4 (2) 1990年 以降の農業土木分野の研究

1990年 代以降 は, 不耕起乾直 における土層 の変容に関す る報告 (長 期不耕起栽

培圃場研究 グループ, 1994; 石橋, 1998) が見 られるが, その着眼点は直播に関

す るもの というよ りは, 不耕起 水田を主 眼に置 いている.

1990年 代以降, 農林水産省が水田用水基礎緒元調査委員会 の一環 として全国の

乾直水 田の水収支 を測定 した. その流れで坂 田 ら (2000) が大 区画水田での直播

と移植 の水収 支に関す る事例調査結果 を報告 した. それに よれば, i) 灌概初期

には直播 は移植 と比較 して多量の水を必要 とす ること, ii) 湛直での灌概初期の
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放水が多 くなるのは, 直播の播種適期 と用水量計画のずれが原因の一つであるこ

と, iii) 灌概普通期 では乾直では代か きを行 わな いために移植 に比べ浸透量が多

くな る傾向がみ られ, 湛直では年や圃場 ごとの変動が大 きくな ること, iv) 移植

と湛直の減水深は計画減水深の範囲 内に収 まるが, 省力化に伴 う栽培管理用水の

発 生を考慮す ると, 用水計画に栽培管理用水量 を別途上乗せする必要があること,

v) 直播栽培導入に よる有効雨量への影響は軽微であることが示 され た.

また坂 田ら (2001) では より詳細に, 灌漑普通期においては移植 と湛直 では生

育 ステー ジごとの水需要変化 に類似性がみ られたのに対 し, 乾直 はこれ らと異な

る傾 向が見 られ る こと, 中干 し前後の減水深変化か ら, 湛直は移植 と同様の水管

理に よ り栽培 できると考え られ ることか ら, 乾直は水需要の時系列変化や必要水

量が移植 と大 き く異な るため, 導入 してか ら定着するまでに乾直の方が時間を要

す ると考 え られ ることを示 した.

同 じ く水 田用水基礎緒元調査にお いて, 李 ら (2003a) は不耕起乾 田直播 を実

施す る ことによる減水深の変化 につ いて岐阜県巣南地区 を対象に調査 した. その

結果, 乾直水 田は移植水 田の3.5倍 の減水深 を有す る ことを示 し, その要因 とし

てシロカキや畦塗 りの省略 を指摘 した. また数量化I類 を用 いた分析か ら, 乾田

直播 田での減水深 は水 田内の湛水深の管理や排水路水位 に強 く影響 される傾向を

見 た. また李 ら (2003b) は坂 田 ら (2002) の視 点に類似 して, 乾 田直播 と移植

の水 田用水量の差 につ いて3年 間の調査 を行 い, 乾 田直播 田の初期用水量 は浸透

強度に影響 され ること, また乾 田直播水 田の普通期用水量は無代か きゆえに蒸発

散浸透量が増大す るため, 移植水田の約2倍 の値 となる ことを示 した. この こと

は湛水深 の変動 を大 き くし, 降雨有効化率や栽培管理用水量 を変化 させ る要因と

な っている ことを指摘 した.

さて, 以上は主に用水の観点か ら見た ものである. これに対 して直播に適合 し

た基盤条件 に関する もの としては, 駒村 ら (1998) は乾田直播に適応 した水 田の

整備水準, 特に均平度や用排水 および地下灌漑施設な どの整備について千葉県米

本地 区を事例 とし, 圃場の均平 と不陸修正, 土壌の砕土率, 圃場 の用排水管理の

迅速化な どの点につ いて適応性 を精査 した. 長野間 (1998) は特 に不耕起乾 田直

播に着 目して, そのための土壌物理的課題 を整理 している. 足立 (1993) は, 先

述 の佐 々木 ら (2002) に一部類似 しているが, 湛水土壌 中直播 での均平精度に基

づ く湛水深 と水稲生育 との関係について,(1) 初期 生育 にお いて湛水深 が深 いとイ

ネはひ弱で徒長 とな る,(2) 中期以降 は湛水深 の影響が少な いが, 湛水深が深 い方
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が穂数が少 な くな る傾 向が ある,(3) 均平 精度の違いによって, 湛水深 に加えて作

土層の厚 さが異な り, それがイネに影響 を与える, の3点 を示 した.

さて, 著者は牧 山 ・山路 (1997a) で苗立密度の不均一性 について言及 した上

で, 発芽 ・苗立ち率の重要性について指摘 した. また牧山 ・山路 (1997b) にて

水田工学の観点か ら直播 に関する論点 を整理 し, 特 に直播導入のための水田管理

水準 につ いて仮説的に提示 した. そしてその うちの湛水土壌 中散播の埋没深制御

の可能性 につ いて, 牧 山 (2002a), 牧 山 (2002b) にて示 した. これ らの うち,

前2者 については4章 で, 後2者 につ いては5章 か ら7章 で詳細に述べ ることとす

る.

1.1.5 海 外 の 事 例

1.1.5 (1) アメ リカ合衆国の事例 (秋 田, 1995)

ア メ リカ合衆 国の稲作は直播 による大規模経営である. 大型機械等が効率的利

用 され, また気象的 ・土地条件的に適地のみで栽培 されて いることか ら, 生産 コ

ス トも日本の約1/13程 度である.

水 田地帯は広大な ミシシッピ, サ クラメン ト川な どのデルタ地帯にあって, 耕

土層 も厚 く, 漏水は小 さく, 耕地の傾斜 も小 さい. そのため基盤整備 は技術的に

も容易で, しか も安価でできる. 圃場整備は レーザ ー均平が一般的で, 等高線 に

沿 った不整型の畦畔に囲まれ た水田が多 い. カ リフ ォルニアでは矩形 の大区画水

田へ と基盤整備が進 みつつある.

稲作地帯の うち, カ リフ ォルニア (軽 飛行機に よる湛水散播) では気象的に稲

作北 限に近 い ことか ら, 耐冷性の強 い 日本型の品種 を主に用 いて いる. 稲作期間

の降雨量は約50mmと 少 な く, 日射量が著 しく多いうえ, 台風等の気象災害 も少

な い. また乾 燥地 であ ることか ら病虫害 も少 ない. そのため に9t (籾 重)/ha以

上の単収が得 られている.

これ に対 し, 南部 (乾 田直播) では稲作期 間の降雨量が700～1000mmと 多 く,

日射量が 日本 と同 じ程度であるうえ, 温度が高 く, 日較差 も小 さく, 病虫害 も多

い. すなわち稲作期間の気象はカ リフ ォルニアほど恵まれてはいない. また, 輪

作 が基本 とされ, 収量は6.5t (籾 重)/ha前 後である.

1.1.5 (2) オース トラ リアの事例 (滝 田 ・田渕, 1995)

オース トラ リアでの稲作のほとん どはニューサ ウスウエル ズ州の リベ リナ地方

(南 緯35度 前後) で行われている. リベ リナ地方 は温帯に属 し, 年間 を通 じて降
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雨が認 め られ るが, 平均 年間降雨量は406mmに す ぎな い. マラ ンビジー川 とマ

レー川 に取水域 を持つ灌漑事業 によ り, 1924年 か ら稲作が可能 にな った.

オース トラ リアの稲作は, とりわけ環境が似ているカ リフ ォルニア をモデルに

してお り,(1) 大規 模機械化,(2) 品種 は 日本型の中粒種 を主体,(3) 日射 量 に恵 まれ

た高多収性,(4) 生産 量の70%以 上を輸出す る輸出依存型 に特徴づけ られ る.

栽培法 は基 本的 に輪作 であ り, 一般的な輪作形態 は, 豆科の牧草を3年 間栽培

して土地 を肥沃化 した後 に稲 を2年 続 けて栽培 し, つ いで1年 間休閑 した後, 7年

目に小麦な どの冬作物 を栽培す る. このため, 水 田は畑 の中に孤立 して作 られ,

わが国に見 られ るような田園地帯の印象はまった くない.

播種様式は乾 田直播, 湛水直播, ソ ッ ド播種 (短 く刈 り込んだ牧草の中に条播

す る一種 の不耕起播種) の3通 りの方法が あるが, 飛行機播種 による湛水直播が

全体の90%を 占めて いる.

湛水直播 は, 代か きは行わず, 整地 し浅水 を入れた後, 鳩胸か ら発芽状態の籾

を直播す る. 播種量 は125～135kg/haで, 苗立 ちは150～300本/m2を 目標 に してい

る. わが国で認 め られるような風による籾 の移動や烏害はほ とん ど無 く, 圃場が

均平であれば苗立ちは一般に良 い.

収量 は, 日射量 が多 く気温の 日較差が大 きい気象条件 に恵 まれ, 収量 (籾) は,

農 家 レベルで4～12 (平 均8) t/haであ る. 農家 の収 量差の大 きい原 因は第1に 規

模が大 きいため管理が十分にで きないと ころもあ るため と思 われ るが, 次の7点

が主 な減収要因 となっている.(1) 圃場 造成の良否,(2) 播種 期の適否,(3) 苗立 ちの

良否,(4) 除草 剤 ・殺 虫剤使用の適否,(4) 施肥 量および追肥時期の適否,(5) 水管 理

の適否,(6) 収穫 期 の適否.

1.1.5 (3) イタ リアの事例 (工 藤, 1995)

イタ リアでの稲作 は, 用水の関係か ら北部のポー河の中流域, ベルチェ リー と

ノバ ラ, パ ビア とロンバ ルデ ィアの2地 区に94%が 集中 している. この地域 は工

業都市 トリノと金融商業都市 ミラノのほぼ中間に位置 してお り1960年 代以降急速

に両都市が経済発展 したので, 農村部か ら大量の農業労働者が これ らに流出 した.

従来, 水稲栽培 面積の約40%は 主 として労働配分 と通水時期な どの関係か ら手植

えによるものであったが, この栽培様式 に必要 な季節雇 の田植, 除草, 収穫の労

働者 を集め ることがで きな くな り, 省 力の直播 に全面的 に移行せ ざるをえな くな

った. 播種期 である4月 下 句の気温が まだ低 いため, 湛水直播が選ばれた. この

結果, 1972年 以降は移植 による水稲栽培 を全 く見る ことができな くなった.
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労力不足 に対応 して トラクタの大型化 と, レーベラ, ブロー ドキ ャスタ, コン

バイ ンの普及が進展 し, ha当 り稲作所要労働時間は1960年 の移植 様式の742時 間

か ら1980年 の直播様式の50時 間に大 きく減少 した. その結果, 従来, 雇用労働 は

田植, 除草, 収穫作業に使 われていたが, もはやその必要はな くな った. そのう

え, 台湾やアメ リカか ら種籾 を導入 して機械化 に適応 した新 しい品種 を育成 し,

またそれに対応 した栽培法 を開発 して, これ らを農家に普及 した. これ らの結果,

水稲の栽培 面積が その後216千haに 拡大 し, 収量 はha当 り5.5～6.7tに 増加安定 し

た.

なお, 1982年 当時 日本か ら田植機 を輸入 して稚苗移植の試験 を実施 したが, 育

苗に多 くの労働 を要 し, また欠株が多 く発生 したためこれを中断 したので, 田植

機 による移植様式が普及す るに至 っていない.
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1.2 田面均 平 に関 する既 往の研究

1.2.1 田面均平に関する研究の区分

田面を均平 にす ることは, 主に次の2点 が 目的 となっていた. すなわち, 1点 目

が水稲 の生育 を安定 化 させ る 目的, 2点 目が地耐 力の確保 な どのための地表排水

の迅速化, 確実化 を 目的 としたものである.

1点 目につ いては, 近年, 佐 々木 ら (2002) は水 田内の 田面の高低が直播水稲

の初期生育, 特 に分げつの出現 に及ぼす影響につ いて作物学的見地か ら研究 して

いる. 大区画水 田での調査 の結果, 草丈は田面の高低 の影響 を受けやす く, また

分げつ は低位節 ほ ど出現率 が低 い ことを示 して いる. また, 平均2.5cmの 水深の

場合 には田面の高低の影響 は第2, 3節 分 げつ (T2, T3) にとどまったが, 平均

5.9cmの 水深 の場 合には第3, 4節 分げつ (T3, T4) も田面の高低の影響 を受け る

ことが多 く, 平均標高 ±3cmな い し±2cm以 内で も田面が低い地点 ほど分げつ出

現率 は低か った. ただ し, 田面の標高 と分げつ出現率 との相関係数 は有意 の場合

で も0.338～0.664で あった ことか ら, 他の要 因を検討 した ところ, 湛水開始時の

葉齢のわずかな差異が関与 して いる ことを推察 している.

これ に対 して2点 目については, 田渕 らの研究が重要な発端 とな っている. 田

渕 らは機 械の導入 の観 点か らの水 田の排 水性 に関 して研究 した (例 えば 田渕,

1966) が,そ の 中で田面均平度 と残留水の関係 について指摘 して いる. その後,

長 田 (1967), 多田 ら (1967) などを初め として, 他 に丸 山, 山路, 長利, 清野

な どを中心 として農業 土木の分野における田面均平 に関する研究が展開 されて き

た.

1.2.2 水 田の均平精度基準

水 田の均平精度基準は, 土地改良事業計画設計基準 (農 林水産省構造改善局,

1977) の 「全 測点の高低差 は,水 稲栽培上 の制約 か ら少な くとも平均標高 の±

5cm以 内にある ことが望 ましい. 整地工事費や経年的 な田面の不等沈下な どを考

慮 して, 全測点が ±10cm以 内にあ り, そのうち80%以 上が±5cm以 内にお さまれ

ば よいことにす る.」 とい うものが長 らく用 い られていた. 前節で述べ た直播に

関する既往の研究の多 くが, この基準であった ころに為された ものである.

近 年にな って, この基準が精緻化 され た. すなわち,「 田面は不陸のな いよう
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に整地す る. 仕上 りの均平精度は, 稲作栽培上 の制約 と施工上, ±3.5cmを 目標

とする. 心土基盤の均平は, 表土戻 し後 の手直 しがで きないか ら, 田面以上の精

度 を心掛けなければな らない.」 とされている (農 林水産省構造改善局, 2000).

精緻 化 され た背 景 には, レーザー ブル, レーザ ー レベ ラー (例 えば 山路,

1987) の普 及が大 きい. 今 日では, レーザー 発 光機 の作業可能到達距離が半径

200～300m, 水平精度が ±8～15mmの 全 自動 レーザー システムが開発 されてお り,

オペ レータの熟練度 を要 さな くなって きた (藤 森, 2001).

1.2.3 均平度の評価

1.2.3 (1) 均平精度の評価法

山路 (1989) は, 水 田均平精度の評価 に用 い られ ている統計的指標 を以下の7

つに整理 してい る. すなわ ち, ア) 度 数分布型 (山 口 ら, 1967), イ) 変動幅

(著 者注; 前述 の土地改良事業計画設計基準 (農 林水産省) な ど), ウ) 標準偏

差 (著 者 注; 例 えば 山路な ど; 後述), エ) 折 れ線 長比 (長 田, 1967), オ) 平

均勾 配 (長 利, 1985), カ) 自己相関係数 (丸 山 ・冨田, 1975), お よびキ) パ

ワー スペク トル密度 (並 河, 1970) である. いずれの指標 も水 田表面の凹凸を測

量 し, そのデ ータか ら評価がな され るが, 測量点 を水 田全面か ら一様 に抽出す る

場 合 と, あ る測定線 を決 めてそ こを細か く測 る場 合 とが ある. ア), イ), ウ),

オ) は両方のデ ータに適用可能 であるが, エ), カ), キ) は後者のデー タに し

か適用で きない.

1.2.3 (2) 標準偏差 を用いた均平精度の評価

山路 (1989) は 「全測点が ±10cm以 内」とい う変動幅 について, 基準 を満 た

すか どうかはデ ータ数に依存 し, 測定点 を増やすほ ど変動幅基準 を超 えて不合格

にな る可能性が高 くな ることか ら, 標準偏差 を評価基準に用 いることを提案 して

いる.

さらに, 施工時の凹凸分布は正規分布に近 いことを事例 によ り示 している. す

なわち, 測定データを10段 階に区分 した ヒス トグラム と理論分布 である正規分布

に関 して, ヒス トグラム と正規分布 とが独立でないことを示 した (x2検 定 で5%

有意).

すなわち, 標高分布が正規分布すると見な した上で, 変動幅の範囲を99%と す

ると, 標準偏差 を σmmと して, 変動幅 を平均値 ±(σ×2.58) mmと 読みかえる

ことがで きる. よって, 当時の均平精度基準であ る変動幅の平均値 ±5cmは , 標
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準偏差19.4mmに ほぼ等 しい ことか ら, 営農段階の水 田では, 均平精度の 目標 を

標準偏差20mmに おけば よい ことを提案 している.

なお, この99%を そ のま ま用 いれ ば, 現 在 の均平 精度基 準 であ る平 均値 ±

3.5cmは, 標準偏差14mmと 等価であ ると考 え られる (例 えば牧 山, 2002a). しか

し最近 の既述 で も, 長利 (2001) は岩手大学 (1980) を引用 しなが ら18mmを 採

用 して いる. これは変動幅 を95% (σ×1.96) と考えての ものだ と考 えられ る.

また農 業土木学会標準用語事典第5版 (2003) で も, 長利の執筆 である こともあ

って, これ を18mmと してい る. また広 田 (2002) では 「すべ ての測定値 が±

3.5cm以 内に収 まるか, または標準偏差20mmで ある」 として いる. このように標

準偏差 を用 いた均平精度評価法は, 今 日において も基準 として確立 しているとは

言 い難 い.

1.2.3 (3) 傾斜の扱い

長利 (1985) にて, 圃場は水平な ものではな く緩傾斜 を有 したものと考 える方

が合理 的であ り, 均平評価はその 「圃場面傾斜」を基準 として考 える必要がある

旨を論 じている. 具体的 には, 水準測量か ら得 られた圃場面凹凸 (み かけの圃場

面凹凸) を, 圃場面傾斜の成分 と真の圃場面凹凸の成分に分 けて評価すべ きだと

している. また長利 (1987) では, 傾斜は短辺方向につけるのが実際的であるこ

とを述べ ている.

これを発展 させ る形 で, 長利 (1990) では圃場を 「傾斜優勢型」と 「凹凸優勢

型 」 とに分類 し, 均平作業の際に 「傾斜修正型」作業 と 「凹凸修正型 」作業 とを

適切 に選択す ることで要望 に応 じた圃場型 を達成できるとしている. さらに長利

(1997) は, 傾斜補正前の標準偏差 に対する傾斜補正後の標準偏差 の比 を 「状態

指数 」とし, これを水 田の均平状態 を示す指標 とす ることを提案 している. これ

によれば, 状態指 数が1に 近ければ凹凸優勢型, 小 さければ傾斜優勢型 というこ

とになる.

1.2.4 均平整備 ・均平管理

1.2.4 (1) 圃場整備段階での均平整備の重要性

長利 (1996)は, 営農段階で均平作業 をの負担 を定量的 に評価す るために, 切

盛 り土量 (m3) に運搬距離 (m) を乗 じた運土仕事量 (m3・m) を指標 として,

圃場整備段階における均平基準 を提案 している. その上 でこれを用 いて, 大区画

水 田におけ る営農段階での均平作業 は, 30a区 画水田に比べ て過大 な作業量 とな
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る こと, また大区画水 田におけ る農家 の均平作業の負担 を30a区 画水 田並みにす

るためには, 施工段階で少な くとも±3cmの 管理基準値 を設定す ることを提案 し

て いる.

1.2.4 (2) 営農段階での均平整備の留意点

清野 ら (1998) は, 整地工事 によって基準を満 たす均平が実現 されて も, 土壌

物理性の不均一性の ために 自然圧密による不等沈下によって均平精度が経年的に

変化す ることを明 らかに した. そのため施工後1～2年 程度作付け した後 に, 必要

に応 じて二次的な均平作業 を行 うことを薦めている.

長利 ・矢治 (2001) は, 耕転整地および代かきといった営農段階での均平作業

につ いて, 走行路 に沿 って耕転整地作業 を行った場合の標高変化 をパ ワースペク

トルに よる周波数成分に着 目す ることで分析 した. その結果, 耕転整地 について

は作業回数を多 くして も卓越周波数成分変化はみ られず, 短い周波数成分の寄与

率が減少 した. すなわち, 水 田表面につ いている細かい凹凸 を取 り去 り滑 らかな

表面にす る役割 は期待で きる ものの, 水 田全体の標高を揃 える役割は期待で きな

いことが分かった. 一方, 代か きについては, 意識的に土 を動かす作業 を組み入

れ ることで水 田全体の標高を揃 える役割 も期待で きる ものの, 作業回数 を増 やす

ことで トラクターの轍 が残 り, その部分は乾燥が進 めば沈下す ることを指摘 した.

以上を踏 まえて, 水田全体の標高を揃 えるためには, その 目的 を持 った均平作業

を別途行 う必要がある ことを示唆 している. なお, この報告 では代 かき後 の軟弱

な表層 の均平度 評価 の方法について も言及 している点を特筆 してお きたい.

長利 (2001) は, 大区画水田の区画形状 と均平作業量 との関係につ いて, 長辺

長 が長 い場合には均平状態のわずかな差が均平作業量に大 き く影響す ることを示

している.

1.2.5 均平 と排水性

田渕 らによる一連 の研究 (例 えば 田渕, 1966) は, イネの増産や区画拡大を背

景 とした水 田の機械化 に向けて, 地耐力の向上 に着眼 し, 湛水の残留が問題 にな

るという点 を指摘 した ものであった. そのひとつの着眼点が, 田面の微地形 と湛

水の残留 との関係であった. 結果は,(1) 田面の微地形が悪 いために残留水が生 じ,

その残留水深の差によ り田内に乾湿の格差が生 じる,(2)(粘 土質水 田では) 地下

浸透 が期待で きないために残留水深 を小 さ くする こと, すなわち微地形の改良が

必要であ る, と整理 されている (田 渕, 1968).

丸山 (1975) は 田面の起伏 ・勾配と地表残留水量 との関係につ いてシ ミュ レー

―30―



1章 既 往の研究

シ ョンを行 っている. このモデルでは, 水 田をメ ッシュに切 り, それぞれのメ ッ

シュに標高データを与 えて, まず落水 口の水位 を標高 と等 しいと考 え, その上で

任意の メ ッシュにつ いて隣接 メ ッシュとの標 高の高低 の関係によって湛水の有無

お よび水位 を決定 して いる. 基礎的なモデルだが, 地表排水溝や落水口の数や配

置の効果 を明示 し, また長辺長はそれ ほど影響 しない ことな どを示 している. な

お, 丸山 ・冨 田 (1975) は このモデル を転換畑の畝 間残留水に適用 している. ま

た丸山 ・前川 (1979), 丸 山 ・前川 (1980) では, 有効雨量の検討において この

モデルを活用 している.

山路 ら (1981) は この丸山のモデル を 「圃場面の凹凸 を覆 い尽 くす ほどの巨大

降 雨に適用す る場 合には, 湛水可能量以上は単に排除すれば よ く, 横方向の流れ

・越流 といった水 の動 きは考える必要がないので最適なモデルである」 と評価 し

た上で, 小降雨の場合は適用 できな いことを指摘 している. その上で, 汎用圃場

の畝間残留水に関 して, 降水が流動の後 に最終 的に水たま りが形成 されるまでの

過程に着 目して湛水残留量をシ ミュ レー トしている. 具体的には, 降水は低位部

に流下 し, 水位が上が った低位部か ら, 越流を起 こす. 越流するまでの容量 およ

び越流方向は, 低位部 (池) を挟む高位部 (鞍 部) の高 さと配置 に関係す る. そ

うした考 えの もとで 「三次元囲い込みモデル」 を提案 した.

以上は湛水残留に関するモデルである. これ に対 し岩渕 ら (2001) は, 水 田で

の地表排水 につ いて, 田面凹凸の影響 を考慮 した選択的な流れ を再現す る差分解

析 手法 を開発 した.

1.2.6 田 面 起 伏 の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

丸 山 (1975) では, 田面起伏の 自己相関係数 が単純 マル コフに近 い性質 を持 っ

て いることな どを把握 した上 で, 自己回帰方式 による田面起伏の模擬発生 を提起

した. 具体的 には以下 の手順による (一 部 は内田 (1984) の整理よ り引用).

ある点 の規準化標 高 (平 均0, 分散1) をZx, yとすれば, この点 はx軸 上 およびy

軸上の隣接点Zx-1, yおよびZx, y-1点とある相関を持 ち, しか もそれ に任意の高さ (変

動部分) が加わ った もの と考える. すなわち,

… (3.1)

こ こで ρx, ρyは そ れ ぞ れx軸, y軸 方 向の 自己 相 関 係 数 で あ り, εは 一 様 乱 数Z

と以下 の 関 係 を持 つ, 平均0, 分散1の 正 規乱 数 (正 規 白色雑 音) で あ る .
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… (3.2)

(3.1) 式 を用 い て任 意 の 点 の標 高 を求 め る には, 初 期 値Z0, 0を 乱 数 で与 え て,

y=0線 上 のZx, 0は この式 に ρy=0と お い て順 次計 算 し, 次 にy≠0の 値Zx, yは この式 に

よ って 順 次 計算 す る.

この際, 規準化 されたZx, yを実際の水田標高に換算するには,

… (3.3)

を用 い てZx, yを 一 様 乱 数 ρeaに 変換 し, さ らに次 式

… (3.4)

に よ り, 田面標 高hに 変換すれば よい. なお, f (h) の関数形 は実測 によ り求めた

田面標高の頻度 分布 を用 いることとしている. なお, このモデルは田面起伏 を対

象 と して いるため, 耕転, 代かきな どの作業は長辺方向 (な いし短辺方向) に行

われ ると考 え, x方 向 とy方 向の相互相関係数はゼロであるとの仮定の上に成 り立

って いる.

この モデ ル に対 し, 山路 ら (1981) は 自己相 関 係数 に問題 が あ る こと を指摘 し

て い る.

内田 ら (1984) はその山路の指摘 について確認 した上で, この丸山モデルを改

良 し, 「画像処理 の分野 に用 い られ ている分離型 の共分散関数 を持 つ因果的確率

モデル 」の利用について検討 している. すなわち, 水田の起伏系列について分離

型 の共分散構造 を有 している ことを確認 した上 で, 斜め方向の自己相関係数 ρxy

について,

… (3.5)

な る関 係 が 成 り立 つ こ とか ら, (3.1) 式 を以 下 の よ うに改 良 す る こ とを提案 して

い る.

… (3.6)

近年 では, 長利 (2001) では, 長辺方 向のみだが, 田面傾斜 と田面凹凸とを組

み 合わせた 田面標高 を模擬発生 させている. ただし, ここでは軸方向の 自己相関
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係数や隣接 メッシュとの相関関係は考慮 していない. 想定 した田面傾斜 によって

設定 した標高に, 想定 した標準偏差の正規乱数 を加算 し, 高低差がある範囲内に

収 まっている ことを確 認す るのみである. 極 めて簡便 なモデ ルと言える.

(1章 お わ り)
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2章 日本型直播稲作の面積変化 と技術進歩

2.1 本 章 の 目 的

我 が国における直播普及の現状および実態を把握する ことを本章の 目的 とする.

そのために, 過去か ら今 日に至る直播面積の変化 につ いて概観 し, 特徴的な時代

における面積変化 と当時の技術進展 との関係について検証 を行 う. さ らに当時の

時代背景や, 試験 的導入 による面積の急増急減, 技術がその地域 に定着 したと目

される際の面積 変動の特異性 につ いて も言及する.

本章 は以下 を背景 とす る. すなわち, 従来の直播の普及に関す る議論は, その

ほ とん どが直播技 術 と全国の直播面積 (以 下 「全直播 面積 」) の変化 を リンクさ

せ る ことによって行われて いる. また, 政策的提言 も面積拡大 を目標に出されて

い る*2-1. と ころが, 序章 において も示唆 したとお り, 全直播面積のみへの着 目

では各都道府県の直播普及度が十分に把握で きない. また, 直播 の普及度 に関す

る唯一の指標 として使われている全直播面積 も, その変化の要因に関 しては, 特

例的 に県 内の直播 面積が多い岡山県において要因分析が行われている (山 本 ら,

2000) 以外は, 全 国的 には田植機の普及が指摘 された (武 井, 1984) のみで, 十

分 に精査 されていない. そ うしたことか ら, 直播の現状把握のためには, 過去か

ら現在 までの面積変化について詳細 に振 り返 る必要があると考 え られる.

なお, 直 播 面積 につ いて は序 章 同 様 に 『農 産 年 報 』お よ び農 林 水 産 省生 産 局農

産 振 興 課 『資 料 』か ら1961-2001年 の デ ー タ を, また 水 稲 作 付 面積 と 田植 機 利 用

面 積 率 に つ い て は 『作 物 統 計 』か ら, そ れ ぞれ1961-2001年, 1970-2000年 の値 を

用 い た. た だ し, 沖 縄 県 の直 播 面積 は1984-1986年 に1haな い し2ha記 録 され て い

る だけ で あ る ことか ら, 本研 究 の解 析 対 象 か らは 除 い た.

*2-1 例 えば全 国直播 稲作推 進会議 の提言 「直播稲 作の さ らな る普 及拡大 に向けて 」

(2002年3月27日; 巻 末資料4参 照) では, 「現在, 36道 府県にお いて, 普 及 目標面積の

設定がな され, それ を元 に平成22年 度の普及 目標 を試算すると, 5万haを 超 える見込 み」

と記述 している.
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2.2 全 国直播面積 変化 の概観

2.2.1 直 播 面 積 の偏 在 性

Fig.2-1は, Fig.序-1 (序 章参照) にお いて直播面積の変化が特徴 的な北海道,

東北, 北陸地方お よび岡山県について, それ ぞれの直播面積が全直播面積に占め

る割 合 (以 下, 面積 シェア) が年 を追 うごとにどのように変化 したかについて示 し

た ものである. 1960年 代前半では北海道, 1970年 代か ら1990年 代前半 にかけて中

国地方 (特 に岡山県) で卓越 している. 1990年 代後半以降は東北, 北陸地方で増加

している.

Fig.2-1 特徴 的な地方お よび県の直播面積が全国直播面積に占める割合の推移
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続 いてTable 2-1に は各年代 (5年 ごと) における各都道府県の面積 シェアの う

ち, 上位10都 道 府県 を示 した. また, 全直播面積が最大だった1974年 (全 水稲作

付 面 積 に 占 め る全 直 播 面 積 の 割 合; 以 下, 全 直 播 率 は2.07%) に つ い て,

Table 2-1と 同様に面積 シェア上位の都道府県 につ いて詳 しく見 る. 当時の各都

道府県の直播面積 (以下, 県別直播面積) がそれぞれの水稲作付面積 に占める割合

(以 下, 県別直播率) はFig.2-2の とお りであ る. 全直播率 を超えているのは10県 で,

その面積 シェアの合計は87.6%で あ る.

これ らの図表 か ら, 岡山県や愛知県などの一部の県を除 いて各年代 ごとに面積

シェアが上位 となる道県は異 なるが, いずれの年代において も上位の ごく限 られ

た道県で全直播面積の大部分 を占めている, すなわち, それぞれの年代 において

直播面積 は特定の道県ない し地方に偏在 していることがわかる. したがって こう

した道 県や地方の面積の変化が全直播面積の変化に与 える影響が強い ことが推察

され る. 実際 にFig.序-1を 見 ると, 全直播面積の1974年 か ら1975年 への減少は関

東 ・東山地方 の減少が, 1975年 か ら1976年 へ の減少は九州地方の減少が主な要因

である と考 え られる.

Table 2-1 全国直播面積 に占め る各都道府県 の直播 面積の割 合

(1965年 以降の5年 ごと, 上位10都 道府県)
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Fig.2-2 1974年 (全 国直播面積最大年) における各県の直播面積が

全国直播 面積 に占める割合 (上 位25府 県)

2.2.2 都道府県別直播面積 と全直播面積 との関係

面積 シェアが小 さい都道府県 も,そ の直播 面積の変化が全直播面積 と同様の傾

向を示 していれば, 全直播面積の傾 向を分析す ることで特徴 を捉え られ る.

そ こで, 年代 ごとの県別直播面積 の変化 と全直播面積の変化 との相関係数を調

べ, 無 相 関 検 定 に よ り有 意 水準1%で 有意 と認 め られ た都道 府 県 数 を示 した

(Table2-2). 比較の ために, 移植栽培 (以下, 移植) につ いて も同様の方法 で相

関関係が認 め られた都道府県の数を示 している. なお ここで移植面積は, 水稲作

付面積 か ら直播 面積 を控 除 した値 を用 いた. また1%有 意 と認 め られ た相関係数

の最小値 は, 直播 では1990-2001年 の山形県で0.73, 移植 では1970-1979年 の岩手

県で0.77で ある.

同表 よ り, 1970年 代以降の移植 については, 多 くの都道府県の傾 向が全国の移

植 面積 の変化か ら把握 できると考 え られる. それに対 して直播では, 全直播面積

と異 なる傾向を示 して いる都道府県が大部分である.

さらに, 各都道府県の県別直播率が どの年代 に最大 となったかについて, 地方

別 に集計 した (Table 2-3). なお, 北海道 では1935年 頃 に最大値 を記録 した (川
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崎 ら, 1973). その他の地方については, 1961年 以降 を見 る限 りでは, 暖地地域

(北海道, 東北, 北陸以外) では1960年 代か ら1970年 代 にかけて最大 となった. ま

た, 東北 と北陸地方で2000年 以降に直播率が大 き くなって いる. このように都道

府県に よって直播が多 く行われた時期は異なっている. その ことが, 全直播面積

と県別直播面積 との変化の傾向の違 いに現れて いる.

こうした ことに加 えて, 全直播面積 は非常 に小 さいため, 1県 でのわず かな増

減が全直播面積に大 きく影響する. 具体的 には,あ る県で直播面積が減少 して も,

その減少分以上に他の県 で増加すれば, 全直播面積 は増加することになる. 逆に

言 えば, 面積 シェアの大 きな都道府県や地方の変化 に隠 されて, 面積規模が小 さ

くとも特徴的な変化 を示 している地域 を見落す危険がある.

以上の ことか ら, 全直播面積の変化に着 目す るのみでは, 各地におけ る直播普

及の動 向は十分に把握 できない ことが指摘 できる. したがって, 地方別ない し都

道府県別の直播 面積 の変化に焦点 を当てた議論 が必要である.

Table 2-2 全国の移植お よび直播面積変化 と相関関係のある都道府県数

注: 無相関検定 により1%有 意である都道府県数を示 している.

Table 2-3 各年代で都道府県内の直播面積率が最大 を記録 した都道府県数

(1961年 以降, 地方別に集計)
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2.3 過 去 の 直 播 面 積 の 変 化 と 技 術 の 発 達 と の 対 応

都道府県別の直播 面積の変化 につ いて検討す るに当たって, 過去 に直播面積の

大部分 を占めていた岡山県が注 目される. そ こで,岡 山県 (並 びに沖縄県) を除

く45都 道府県 (以 下, 岡山県以外) と岡山県 に区分 して, それぞれの直播面積の変

化 につ いて見る.

2.3.1 各都道府県の直播面積変化の概観

2.3.1 (1) 岡山県以外の直播面積の変化

Fig.2-3は 岡山県以外 と岡山県, 比較のために全国の直播面積 の変化につ いて,

全直播 面積 が最大 であった1974年 を100と して指数化 した もので ある. 岡山県以

外 の直播面積 は, 1970年 代前半には岡山県 と同様に増加 している. しか し, 1970

年代後半の減少期には, 岡山県 を上 回るペースで減少 している. その後1980年 代

か ら1990年 代前半 までは同程度の数値 を保 ったあ と, 1990年 代後半以降に増加 に

転 じている. こうした変化について各地方の面積変化 を踏 まえなが ら説明す ると,

1970年 代 の直播 面積 変化は, 当時直播面積が多か った県 (例 えば, 佐賀, 群馬,

鳥取 な ど; Fig.2-2) で急激 に増加 および減少 した ことが背景にある. また近年の

増加は東北, 北陸地方の増加 に対応する (Fig.2-1) が, 詳細 は次章で述べる.

2.3.1 (2) 県別直播面積および県別直播率の中央値の変化に注 目した検討

よ り全国的な変化 を捉 えるために, 全直播率, 岡山県以外の直播率, な らびに

県別直播面積, 県別直播率 それぞれの中央値 の変化 をFig.2-4に 示す.

1960年 代 と1970年 代の岡山県以外 の直播率や, 県別直播率 の中央値の変化 には,

同様の傾向がみ られ る. すなわち, 各年代の前半に増加 した後 に, 後半 にかけて

減少 してお り, 最大値 もほぼ 同値 である. この ことを踏まえる と, Fig.序-1に 見

られ る1970年 代前半の全直播面積の大 きな増加は, 前節で述べ たように限 られ た

地域 での増加 に過 ぎず, 直播の全国的な拡が りは1960年 代 と1970年 代 では似 た傾

向にあったといえる.

その後, 岡山県以外 の直播率およびそれぞれの中央値は, 1980年 前半までに急

激 に低下 し, 底 這 いの期 間を経 た後, 近年上昇 している. 一方, 全国直播 率は

1990年 代始め まで減少 を続けている. これは岡山県が現在 まで減少 を続けている

ことが原 因で あると考 え られる. したがって, 実際には, 1970年 代前半に増加 し
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た直播面積は, ほとん どの県で10年 ほどでな くな り, その後は試験研究 を除けば,

後述す るように大区画水 田な どの一部の地域で採用 されるに留まって いたと考え

られ る.

以上か ら, 各地方や各都道府県別の面積変化 を用 いることで, 直播の普及の動

向が ある程度詳細 に把握 できる可能性が示唆 された.

と ころで, ここで1980年 代 当時の農水省の直播関係の試験研究 について, 松田

(1996) を借 りて補足説明 してお く.

まず, 1988年 度開始 (5ヵ 年計画) の 「高生産性水田農業実証モデル事業」は,

水 田農業の生産 コス トの低減 を図 るため, 主 として湛水土壌 中直播栽培技術につ

いてその モデ ル事業 を行 った. また同じ く1988年 度開始 (5ヵ 年計画) の 「大 区

画水 田圃場営農推進対策調査 」では,大 区画水 田における乾 田直播技術 に対す る

機械化作業技術お よび大規模田畑輪換技術 の検証, 確立が 目的 とされた.

1993年 度開始の 「地域総合研究」の直播 関連課題 として, 各地で湛水直播, 潤

土直播, 乾 田直播, 作溝培土直播などがそれぞれ機械作業体 系との関連で技術開

発が予定 された.

そ して1994年 度開始の 「地域基幹農業技術体系実用化研究 」における水稲直播

栽培技術関連課題 として, 大区画 ・機械化作業体系を前提 に湛水直播や無代か き

湛水散播, 不耕起直播な どが取 り上げ られ た*2-2.

このように1990年 前後においては, 各地 で様 々な時限的試験研究が行われ た.

当時 の直播面積のかな りの部分は これ らによって占め られていた と考 えられ る.

*2-2な お, 松 田は試験研究が後年の もの になるにつれて地域性 を考慮 した微細な ものに

な って いることに着 目し, 本来は粗放的な ものを 目指すべ きであった我 が国の直播技術

開発 を, 農政が精緻な技術 によって少 しで も多収 を 目指 そうという方向に進 めて しまっ

た ことが, 直播の普及を阻害 している要因であると考察している.

こうした松 田の直播技術 に対す る捉 え方は,「 我が国における直播には収量の維持 も必

要である」 という本研究の立脚点 とは大 き く異 なっていることに注意 しておきたい.
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Fig. 2.3 全国直播面積最大年 (1974年) を100と した ときの全 国, 岡山県

お よび岡山県以外の直播面積の推移

Fig. 2.4 直播 面積お よび全国水稲作付面積に占める直播面積率 の中央値の推移

―41―



2章 日本型直播稲作の面積変化 と技術進歩

2.3.2 岡山県の面積変化にみる1970年 代の直播技術進展 とその導入過程

1970年 代の 岡山県は, 県別直播率が最低で も20%以 上 と高かったことか ら, 微

細な要因での面積変化に対す る影響 は現れに くいと考 え られ る. そ こで, これを

用 いて直播面積変化 と技術進展 との関わ りにつ いて検討する.

2.3.2 (1) 岡山県 における直播面積変化の要因

岡山県では, 1975年 に22,600haの 直播面積 を記録 してか らは2001年 まで減 少を

続けて いるものの, 1969年 以降現在 に至 るまで全国で最大の直播面積 を有 してお

り, 面積 シェアも非常 に大 きい (Fig. 2-1). また同県の直播 は乾田直播栽培 (以下,

乾直) がほ とん どであ る. 乾 直は, その問題点であ る初期 除草を解決す るための

除草剤DCPAが 導 入 された ことによ り, 1964年 頃か ら急速 に普及 し始めた. また

岡山県農 試で開発 された縞葉枯病防除技術が1967年 頃か ら実用化 された ことで,

面積が大幅 に増加 した (菅 原, 1970). さ らに耕転機 や トラクターが同時期 に普

及 したことで, 砕土, 整地が十分に行えるようにな り, 水稲の出芽, 苗立ちが安

定 したことに加 えて, 播種 前に雑草を防除で きるようになった ことが, 面積増の

理 由の一つである (昭 和農業技 術発達史編纂委員会, 1993).

直播が取 り入れ られたのは県の南部 であるが, 5月 中旬か ら6月 上旬の播種期 に

降雨が少 な く, 乾直 に適 して いる (山 本, 1971). その結果, 収量は移植 よ りも

多 く, 1日 あ た りの労働報 酬 も移植 に比べ1.65倍 であ り, 土地生産性, 労働生産

性 とも移植 を上回 っていた (定 金, 1975).

その後, 1980年 代には岡山県で直播の減少 は, 岡山県以外に比べて緩やかだっ

た (Fig. 2-3). その理 由として, 第2次 世界大戦時か ら戦後にかけて, 民間の農業

研究所 に よる精 力的な指導 と研究 によ り定着 が図 られた ことが挙げ られて いる

(橋 川, 1996). 逆 にいえば,岡 山県以外では, 農家 に直播の技 術的な素地がな

いままに導入 を図 った ことによ り, その反動で急激 に減少 した可能性が考え られ

る.

しか し, 岡山県の直播面積は1975年 に ピークを迎 え, その後減少 している. そ

の原因の一つは 田植機の普及 とされている (山 本 ら, 2000). それ以外 の原因 と

して, 1976年 の播種期 に長雨が続 いたことを契機に機械移植への転換が進 んだこ

とが挙げ られて いる. その後 も5月 の降水量 が多い年 には面積が大 きく減少 した

(山 本 ら, 2000). 一方, 経営面では面積増加 のテ ンポが速す ぎた ことによ り,

十分 な整地作業や除草時期な ど, 直播の特性 を把握で きていない兼業農家が失敗
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したことが原因の一つ と考 え られている (菅 原, 1970).

2.3.2 (2) 農家の技術選択の観点か ら見た岡山県の直播普及過程

岡山県で直播面積が減少 した理由の一つ として田植機の普及が挙げ られている

ことを前述 したが,こ れは他地域について も一般にいわれている ことである. こ

の ことについて, 農家が技術 を如何 に選 択 したか という観点 か ら改めて検討す る.

岡山県 における直播面積, 県別直播率および田植機利用面積率 (以 下, 田植機

率) をFig. 2-5に 示す. 1973年 まで直播率が 田植機 率を上回ってお り, 1974年 に田

植機 を使 った移植 (以下, 機械移植), 手植 えによる移植 (以下, 手植) と直播がほ

ぼ3分 されて いる. すなわち, 1974年 時点 で, 直播 と機械移植 に差はな く, 手植

か らいずれかの栽培様式への転換を農家が選択す ることになって いた.

複数の栽培様式か ら一つの栽培様式 を選択する場合, 利点の大 きいもの, ある

いは問題 点の小 さい ものが選ばれ る. もしくは, 栽培様式 を組み合わせ ることに

よって, 利点の最大化あるいは問題点の最小化 を図る ことになる.

直播 と田植機 の利点は, ともに春作業の省力化である. しか し直播作業は この

当時 にお いて も省 力化ではな く多収が期待 されていた. そのため, 省力性 を追求

す るな ら中 ・大型機 を主軸に した方式に切 り替 えるべ きところを, 人力用播種機

段階 で とどまって いた (菅 原, 1970). 一方, 当時, 田植機 は2条 植 が主流 であ

り, 稚, 中苗用 田植機 による栽培技術が問題 を抱 えなが らも確立 しつつある段階

であった (宮 沢, 1976). その後, 田植機 は年 々性能が向上 し, 単位面積 あた り

の田植時 間は1965年 と比較 して, 1975年 には50%, 1981年 には35%に まで減少 し

た (佐 藤, 1983). 1977年 頃か らは乗用型 も登場 した.

そ して収量については, 直播 には依然 として移植に比べて苗立ち不安定, 雑草

繁茂 といった問題点があった.

以上か ら, 1970年 代後半には, 機械移植 と比較 して直播 を導入す る利点は小 さ

く, 逆に問題点 が大 きか った と考 えられ る. すなわち, 田植機率 の増加と直播面

積の減少には直接的な因果関係はな く, 単に同時 に生 じた現象である. また, 手

植 の代替手段 として直播ではな く機械移植 を採用す る農家が増加 したことが, こ

の当時 に田植機が普及 した原因であると考え られ る.
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Fig. 2-5 岡山県における直播面積お よび田植機利用面積率の変化

2.4 近 年 の 直 播 面 積 お よ び 技 術 の 動 向

2.4.1 1990年 代 後 半以 降 の直 播 面積 変 化 の傾 向

全 直 播 面 積 は1993年 に7, 184ha (直 播 率0.34%) の 最 小値 を記 録 した が, その後 増

加 し続 け て お り, 2001年 に は10,206ha (同, 0.60%) とな って いる. Table 2-1やFig.

序-3-2 (序 章 参 照) を見 る と, そ の 面積 の 増 加 に つ い ては 東北 地 方, 北 陸地 方 が

寄 与 す る部 分 が 大 きい ことが 推 測 され る.

Fig. 2.6に 東 北地 方 と北 陸 地 方 の直 播 面積 お よび 直播 率 の 変化 を示 した . 両 地 方

で1990年 代 以 降 に大 き く面 積 が増 加 して お り, 特 に1995年 以 降 の伸 び率 が大 きい .

な お, 東北, 北 陸 地 方 以 外 で は, Table 2-3の よ うに 滋 賀県, 徳 島 県 お よ び愛

媛 県 にお いて, 1990年 代 後 半以 降 面積 が増 加 して い る.
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Fig. 2-6 東北地方, 北陸地方 におけ る直播面積 およびそれ ぞれの地方の稲

作面積 に占める直播面積率の推移

2.4.2 1990年 代後半以降の直播面積変化の特徴 と背景

2.4.2 (1) 栽培様式 と直播技術の進展

直播 面積 が増加 している地域 では, 湛水直播 が卓越 している (例 えば, 2001年

の東 北, 北 陸地 方の直播 面積 に占め る湛 水直播面積 の割 合はそれ ぞれ95.2%,

90.4%). 従来主流であった乾田直播は一部 でみ られ るのみである.

湛水直播 は, 序章で示 したように1970年 代 中盤に三石 らによって湛水土壌 中直

播法が開発 され たが, それ でも乾田直播に比べて苗立 ちが不安定であるとい う課

題があった. これに対する栽培技術面の対応 として, 1990年 代後半に落水出芽法

が確立 され た (例 えば柳澤, 1996). 一方, 基盤整備 におけ る対応 として均平精

度 を高める必要があ る (例 えば牧 山, 2002a) が,初 期投資が高額になるが, レー

ザ ー レベラーな どの導入が効果的である. したがって直播技術全般 でみ ると, 指

導 を受 けて2～3年 の栽培経験 に より習熟 できる程度 に 「ほぼ完成 され ている」と

の評価が得 られている (堀 末 ・矢治, 2000).
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ここに湛水直播, 乾 田直播それぞれの近年開発 された技術を見てお きたい.

1) 湛水直播の新たな技術

湛水直播 の3タ イプの播種手法 の うち, 近年の普及に大 きく寄与 して いるのは

種子 を田面に打ち込む 「点播 」であ る. 後部に点播のアタ ッチメ ン トを付けた乗

用管理機械で, 代 かきを行 うのと同時に高速 回転す る歯車 を用いて種子を田面に

打 ち込 む串篇. 序章 で述べ た ように耐倒 伏性 が高 いこと, 埋 没深の制御が しやす

い ことに加 え, 畝状 に並ぶ ことか らその後の管理 もしやす いことなど, 条播に似

た利点 を有する上 に, 代か きと同時な ことか ら条播に比べれば高速であるという

利点 を持つ.

2) 乾 田直播 の新 たな技 術

乾 田直播 は元来, 苗立ちが確保 しやす い手法 だが, 近年では 「冬季代か き式乾

田直播 」(い わゆ る 「愛知式不耕起乾 田直播*2-4」) を始め とす る, 苗立ちをよ り

安定 させ る ことを目指 した技術が確立 されつつある.

冬季代 か き式乾 田直播 とは, 粘質の土壌 に対 して,(1) 冬季の農閑期 に代か き,

もし くは耕起 および転圧 を行 って均平に し,(2) 表面が硬化 した春 に深 めのV溝 を

掘 り, そ こに肥料 と同時に種子 を播種す る乾 田直播方式である. いわゆる 「冬季

代か き式乾 田直播」である. この技術は1994年 ごろか ら愛知県 にて試験的に実施

され, 1998年 ごろに完成 を見た とされ る (著 者 らに よる聞 き取 り調査 よ り). 代

か きを行 うことか ら一般 の乾 田直播 よ りも除草効果が あること, 溝 が深 いことか

ら鳥害 が回避 しやすい こと, しか も代か きの作業競合 も回避 できることな ど, 冬

に水が確保 できる地域 であれば この方法は応用 しやす いと考 え られる. 愛知県の

他に, 岐阜県 で行われている. また, 例えば福島県原町市などで2002年 度 に試験

的に実施 され るな ど, 普及の可能性が考 え られる.

2.4.2 (2) 基盤整備の進展

技術 の高度化 と並 行 して, その技術を必要 とする経営体が存在する ことが導入

の条件 とな る.

直播導入 に利点があるのは大規模経営体であ る (牧 山 ら, 1999; 詳細は3章 に

*2-3 打ち込 む動作か ら 「シ ョッ トガ ン式 」とも呼ばれ る.

*2-4 愛知式 "不耕起" 乾直 という俗称 を持つが , 春季に耕起 ・代かきを行わないという

だけで, 一般 的な不耕起稲作 (例 えば長期不耕起栽培 圃場研究 グループ, 1994) とは異

な る.
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て後述). そ こで規模拡大の促進が直播普及 には深 く関与 する. そ こで近年の水

田の大区画化, 経営の規模拡大の流れについて追ってお きたい.

稲作 の経 営規模拡大 については,「 新 しい食料 ・農業 ・農村政策 の方 向」(い

わゆ る 「新政策 」, 1992年) で唱え られ た. この政策では10年 程度後の稲作経営

像 として, 経営規模は個別経営体で10～20ha程 度へ拡大 し, それ によって面積 あ

た り労働時間や コス トは当時の5～6割 程度 に低下することが期待 され た.

また, 大区画化 に関 しては 「第4次 土地改良長期計 画」(1993年) によって具

体的な整備 目標が示 された. 同計画では水田に関 しては2002年 までの10年 計画で,

30a程 度 以上 に整備済みの水田を全水田の75%(1992年: 50%) に, また1ha程 度

以上の大 区画水 田を30%(同: 3%) に増加 させ ることが 目標 とされ, これ によ

って労働時 間は4割, 生産費は3分 の1が 削減で きると試算 され た. ところが1995

年末現在 の実績では整備済 みが54%, 大 区画整備 は3.9%と 伸びが芳 しくな く,

1997年12月 の農 政審議会で計画の4年 延長が示 されている. なお, 最近のデ ータ

(「土地改良長期計画の改定 につ いて」, 2001年10月) では, 2000年3月 現在の実

績 で整 備済み, 大区画整備 はそれ ぞれ58.2%, 5.4%で あ り, 2003年 推計値でそ

れぞれ61.7%, 6.8%で ある.

また この当時 は, 1993年 の大冷害 (い わゆ る "平 成 米騒動"), 1994年 の コメ

の輸入 自由化, GATTウ ル グアイラウ ンド (1986～1994年) を経たウル グアイ

ラウン ド農業協定 (1995年 ～) な どに伴 い, 稲作の省 力化, 低 コス ト化の需要が

大 き く高ま り, 大区画化, 大規模化が さらに着 目された時期であ る.

これ らに先立つ1989年 に 「低 コス ト化水田農業大区画ほ場整備事業 」が創設 さ

れ, さらに1993年 以降は 「担 い手育成型基盤整備事業 」が実施 されている. いず

れ も大規模経営体への集積が事業実施の要件 となっているため, これ らの圃場整

備 を契機 と して, 育苗施設 を廃棄 した り, 高精度大型機械を導入するな ど, 直播

を取 り組む きっかけになった地 区も存在す る.

2.4.2 (3) 政策的措 置

転作 カウ ン トと初期投資への助成について見ていきたい.

1996年 か ら, 直播 面積の一部 (10～20%程 度) をコメの生産調整の実績算入面

積 としてカウ ン トする, いわゆる 「転作カウ ン ト」が, 多 くの県で実施 され るよ

うになった. すなわち, 直播の移植に比べ ての収量の低下 を直接 的に金銭化 して

補償 しようとす るのではな く, 転作面積 の緩和 という形で補填 しようとい うもの
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で ある*2-5. 例 えば栃木県 は13%, 福島県 や山形県 は15%の 転作 カウ ン トを取 っ

ている (2002年 現在).

転作カウ ン トの導入によって, 直播での10%程 度 の収量減 は, 実質的 に担保 さ

れ るようになった. すなわち直播導入の足かせ となっていた収量低下の問題 を緩

和で きるよ うにな ったため, 直播が導入 しやす くなったと思われ る. 著者の各地

への聞 き取 りで も, 導 入時 における こうした効果を大 き く指摘す る声が多数見 ら

れた.

ところで, コメの生産調整は2008年 度に廃止 され, 自主調整へ と転換す る. そ

の後に転作 カウ ン トをどのように変 えてい くかについては現時点で明 らかになっ

て いない. だが, いずれに して も現在の転作 カウン トの処置 は時限的なもの と捉

えるべ きである. そ もそ も行政等による経済的支援 は本来的には恒久的に与 える

ものではな く, 直播 を導入 してか ら, 実施す る体制が確立するまでの問の もので

あ るべ きである. 従来の転作カ ウン トはその意味を有 していた. そ うす ると今後

は他 の形 による導入初期段階へ の行政的な支援 が期待 される.

そ こで次に初期投資支援 の現状 につ いて見 てみたい. 国や県か らの機械購入

(直 播以外 も含む) に対す る助成 は存在する. ただ しこれは個人単位での助成は

されてお らず, 組合や団体 による共同購入の場合にのみ有効 であ る. そのため,

次章で示す 【事例3-10】～【 事例3-12】 の事例の ように地域 内での直播 の勉強会

な どの母体 とな る場 合 もあ る.

そ うした中, 福島県, 愛知県は, 機械の リース代 などに独 自の補助金 を出すな

ど, 県 レベ ルで直播普及の推奨 をして いる. この うち福島県 は2000年 の直播面積

の増 加が顕著な県である. ここで福島県におけ る行政 による取 り組み について,

詳細に見 てお きたい.

【事 例2-1】 福 島県 で は1996年 春 の段 階 で 「将 来 的 に2000haに 増 や そ う」 との

ス ロー ガ ンが 出 され た こ とか らもわ か る よ うに, 県 が主 導 して の普 及 で あ る.

1996～2004年 度 まで を3期 に 分 け, 第1期 (1996～1998年) を基 礎 技 術定 着 期 間,

第2期 (1999～2001年) を普 及 か ら定 着 へ の移 行期 間, 第3期 (2002～2004年) を地

域 営農 シ ステ ム (集 落 営 農 の 規模 を大 き く した形 態, 例 えば 会 津 本郷 町;【 事

例3-7】 で後 述) を確 立 す る期 間 と計 画 した. その 結 果, 1999年 の全 国直 播サ ミ

*2-5 地域 によっては ,「 転作率の達成 」を目的 として, 直播を実施が推奨 されて いるケ

ースが見 られ る.
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ッ トを経 て, 2001年 には 県 の稲 作 面積 の1%を 越 え た. あ る特 定 の地 区 での 面

積 増 で は な く, 全 県 的 に 普 及 が 見 られ る点 は 全 国的 に 見 て も特 殊 な 事 例 で あ

る.

県 の事 業 で の 圃場 整 備 後, 初 年 度 は地 盤 が 不安 定 の た め に機械 の使 用 が 困難

で あ る. そ こに 直播 の導 入 が推 進 され た. 具 体 的 には, 1996～2001年 ま では 直

播 栽培 を取 り入 れ る と4,000円/10aの 補 助 金 が 付 き, 団地 化 す る と さ らに1,000

円/10a上 乗 せ され る. 2002年 か らは 生産 組 織 に団 地 化 面積 に応 じて補 助 金 が 決

ま る. 機 械 リー ス に対 して, リー ス代 の1/2 (2002年 か ら1/3) を補 助 して い る.

ち なみ に, リー ス代 は 条 播機5,000円/10a, 点播 機6,000円/10aで, うち オ ペ レー

タ代 は1,000円/10aで あ る (オ ペ レー タ代 は 補 助 の対 象 外).

ま た, そ の た め に県 の 研究 機 関, 普 及 機 関 との連 係 に よ って技 術 の確 立 を 目

指 して い るが, そ こに も県 が 助成 して い る.

さ らに, 県 内の 農 家11.8万 戸 (う ち販 米農 家8万) の うち2万 戸 にパ ンフ レッ

ト配 布 した こ とも効果 的 だ っ た と思 わ れ る.

こう した県 のサ ポー トも もち ろん プ ラ スに作 用 して い るが, 前述 の よ うに技

術 の レベ ル が発 達 して か らの導 入 で あ っ た こ とが, そ の後 の 円滑 な 普 及 に大 き

く関 係 して い る と考 え られ る.

最後 に設備投資のタイ ミングにつ いて簡単 に補足 してお きたい. ある地区では

つい数年前 に大規模 な育苗施設 を建設 したばか りであるために, 直播の導 入が進

んで いな い. 後述す る 【事例3-8】 の ように, 育苗施設 の拡大 に伴 って直播面積

を縮小 したケー スもある. 反対 に, あ る地区では大区画化 圃場整備 と同時に, 老

朽化 して いた育苗施設 を一切廃棄 し, 不退転の覚悟 を持って直播に取 り組んでい

る. この ように施設の更新の タイ ミングは, 導入の進捗 に大 き く寄与する. これ

か らの直播導入を考案 している地域では, 考慮すべ き点 である.

2.5 2章 の 摘 要

直播の面積 の変化 につ いて, 全国お よび県 レベルで各時代 ごとの技 術水準 を考

慮 しなが ら詳細 に分析 し, 過去 か ら現在 に至 る直播の動 向について検討 した. そ

の結果, 全国 レベルでの直播面積の変化 のみでの普及状況の議論 を行 うの には限

―49―



2章 日本型直播稲作の面積変化 と技 術進歩

界 がある ことをまず明 らかに した. その一方で, 県別 あるいは地方別 に面積変化

を分析す る ことによって, 年代 ごとの技術水準について検証 できる可能性 を, 特

異的に直播面積が卓越 して いる岡山県を例 に示 した. さらに近年の直播面積の増

加傾 向につ いて, 東北 ・北陸地方がそれに大 き く寄与 していること, またその要

因 として, 落水出芽法や冬季代 かき乾田直播, 湛水点播 といった技術の進歩 に加

えて, 基盤整備の進捗 とそれを契機 とした直播の導入, 転作 カウン トの存在, 初

期投資 に対す る行政 的な助成な ど, 直播 を導入 しやす い環境が整ってきているこ

とを挙 げた.

(2章 おわ り)
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3章 直播稲作の実施が有意義な農業経営類型

3.1 本 章 の 目 的

既述の とお り, 直播の利点は省 力性, 欠点は移植 に比べて収量 が低下 しやすい

点 にある. 農 家はその導入 を判断す る際 に, 収量の低下 を抑 えられ るか否か, お

よび収量の低下 が抑 えきれなかった場合 には, 省 力性 を生か してそれ を補 えるか

否か につ いて考慮す る. ところが, この省力性 の活用 につ いては, これ までに十

分 には明 らかにされていない.

そ こで本章 では直播の省力性が如何 に発揮 され るかに着 目し, 農業経営類型 ご

とに直播 の導入意義の有無 につ いて検討する. その上で, 農家が直播導入を如何

に判断す るかの過程 を追 い, 直播 がどの ように農家 に導入 されたかについて, 著

者が調査 して きた特徴的な事例 を示す.

3.2 直 播 稲 作 の 省 力 化 効 果

3.2.1 直播 における省力化の捉え方

労働を量 と して考える考 え方には, 年間 トータル量 として考 える場合 と, 労働

ピークに注 目して考 える場合の2通 りが ある.

1995年 当時 までの国内の文献をほぼ網羅 した姫田 (1995) によると, 直播稲作

については多 くの文献において,「 労働量が移植 の△%減 」な どと年間 トータル

での省 力効果にのみ注 目している. 例えば, 古 くは中村 (1984) が湛水土壌中直

播の場合, 移植体系 に対 して労 力で3割, コス トは1割 減 であ るとしている. また

近年 では長野間 (2001) が, 移植栽培 の平均 的な10a当 た りの作業 時間が39.6時

間/10a, 10ha以 上の大規模農家 では21.2時 間なの に対 し, 直播栽培技術 の確立 と

普及は労働時間を10時 間/10a以 下に大幅 に削減する効果が期待 され ると述べ てい

る.

ところが, 移植 に比べて直播 が省 力的なのは, 育苗, 移植作業が省略できる春

先 の効果が大 きい. その ため, 上記の ような年間の トータル量にのみに着 目した

評価では, 直播の特徴は十分 に表現 できない.
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また, 我が国の水 田農業の特徴のひ とつに, 家族経 営を主体 としているという

ものがあ る. そのため経営面積は労働 ピークによって規定 されている. これは経

営が大規模化 され ている場 合でも, 臨時雇用を伴わないか ぎ りは同様である. こ

れ らを考えると, 労働 ピークの軽減 に注 目して考える必要がある.

3.2.2 直播の省力性の詳細

3.2.2 (1) 直播の省力性の実態

我が国の稲作の春作業 の労働時間 (農 林水産省統計情報部, 2003) を移植 栽培

と直播稲作 に分けてTable 3-1に 示す*3-1. 移植栽培 の春作業は直播の3.1倍 である.

すなわ ち, 春 作業のみ を考 える*3-2と, 移植栽培 を直播稲作 に切 り替 える ことに

よって約3倍 の面積 に拡大が可能である.

Table3-1 移植栽培 と直播稲作の春作業時間の比較

(単 位: 時間/10a)

※農 林 水 産 省 統 計 情 報 部 (2003), 2001年 産, 作 業 別 直 接

労働 時 間 (10aあ たり), 3ha以 上, より作 成

*3-1 本節は労働 ピー クが生 じる春 ・秋のみに限定 した議論 であ るために考 えないが, 直

播では除草 などの夏作業は増加す る場合 もある.

*3-2 参考までに同じ資料によれば, 夏作業 は追肥0.37, 除草0.98, 管理4.02, 防除0.47で

計5.84時 間/10a, 秋作業 は刈取脱穀2.88, 乾燥1.40, 生産管理0.61で 計4.89時 間/10a.
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Fig.3-1 移植 と直播の作期のずれの例 (埼 玉県鷲宮 町, 品種: 日本晴)

次にFig.3-1に 直播 と移植栽培 との作期のずれについて, 埼玉県東葛飾郡鷲宮町

の例 を示す. 直播の第一 の特徴 は育苗期間が不要な点 であるが, 他 にFig.3-1に 見

られ るよ うに, 特に収穫時期が数週間ずれ る点が指摘で きる.

3.2.2 (2) 直播導入による省力化効果

移植において労働 ピーク となるのは, 育苗 ・耕起 ・代か きの春 と, 収穫の秋で

ある (概 念 図をFig.3-2に 示す).

これに対 し, 直播の省力性 と時期のずれ を概念図で示す とFig.3-3の ようになる.

この ように, 直播 を導入すれば, まず春作業の ピークがカ ッ トで きる.

これ だけでは秋 の労働 ピークは量的に変化 しない. だが, 直播 と移植 の作期の

ずれ を生か して, これ らを組 み合わせ た作付け体系にする ことによって, 秋作業

の労働 ピークが分散で きる.
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Fig.3-2 移 植 栽培 におけ る労働 ピー クの 概念 図

Fig.3-3 直播導入によるの春の省力効果の概念図
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Fig.3-4 直播 と移 植 を組 み 合 わせ た秋 の労 働 ピー ク カ ッ トの概 念 図

(移 植 (Fig.3-2) と直播 (Fig.3-3) を1:1で 組 み 合 わせ た例)

以上 を考 え合わせ る と次の ようにな る. すなわち, 例 えば もしも移植 を行って

いた面積の半分 を直播 にす ると, 春の労働 ピークは従 来のお よそ2/3に カ ッ トで

きる. また収穫時期 が移植 と直播 とで完全にずれるとすれば, 秋作業の ピークは

従 来の半分 に減少する. 春の労働 ピークの方が秋のそれ より大 きいとす ると, 経

営規模 は1.5倍 に拡大が可能 である.

このように, 移植栽培 を行 っていた稲作農家が, 新 たな技術である直播 を導入

する ことは, この労働 ピー クを軽減する観点か ら極めて有効 だと考 えられ る*3-3.

*3-3 なお,移 植 と直播 とを組 み合わせ ることは, リスク分散の効果 も持 つ.
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3.3 直播 稲作 の導入 による農家の所得 の変化

このような直播の特徴 を踏 まえなが ら, 移植 を直播 に切 り替 えた, もしくは組

み合わせ たときの農家 の所得の変化 について考 える. なお, ここでは直播導入に

伴 う初期投資については考 えないこととす る.

その変化 につ いては, 2つ の要素 に分けて考 える必要が ある. 1つ は直播 その も

のを見 た場 合の移植 と比べ ての収支 の変化について. もう1つ は経営全体で見た

場合の, その省力化 され た労働 を他の収入機会 に振 り分ける ことによる経営全体

で見 た収支の変化 につ いてである.

3.3.1 直播 稲 作 を経 営 に組 み 込 む こ との所 得へ の 影響

移 植 栽 培 で の10aあ た りの収 量 (3ha以 上) を543kg (2001年; 農 林 水 産 省,

2003; これ を移 植 栽 培 と見 な した), 10aあ た り生 産 費 の 費 用 合 計 (3ha以 上) を

95,528円 (2001年; 農 林 水 産 省, 2003), ま た米 価 を1俵 (精 米, 約60kg) あ た り

13,000円 とす る.

さて, 直 播 の 収 量 に つ いて は, 姫 田 (1995) で 直播 の 代表 的 な 手法 であ る湛 水

土壌 中直 播 につ いて見 る と, 生産 費, 収量 と もに幅 が あ り, 慣 行 の移 植 の数%増

し と して い る もの もあ るが, 概 して移 植 の5～10%減 と して い る ものが 多 い.

TabLe 3-2 春 作 業 受 託 の価 格 (埼 玉 県 久 喜農 業 普 及 セ ンター

管 内 の例, 1999)

※箱苗は一般 に10aあ た り20箱 を使用
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そ こで ここ では 生 産 費, 収 量 と もに10%減 とす る と, 生 産 費 は約0.96万 円 の減.

ま た収 量 は 約54kg減 だか ら, 売 り上 げ は約1.2万 円 の 減 とな る. す な わ ち移 植 に

比 べ て, 10aあ た りで 差 し引 き約0.2万 円 の損 失 と計算 で きる.

3.3.2 労働機会増による所得増大の可能性

次 に, 直播 の導入 によってカ ッ トされ た労働 ピークの活用について考 える. 本

項では春先の空 いた時間 を生かす最 も基礎的な方法 として, 春作業受託につ いて

考 える.

農作業の受委託が スムーズに進ん だと仮定 した上で, Table 3-1で 移動の時間

などを無視 して単純 計算す ると, 10aの 面積 で移植 を直播 に換 えて, その時間だ

け春作業を受託 した場 合には, 6.7aが受託で きる.

次にTable 3-2に, 埼玉県久喜市の育苗, 農作業受託の価格の相場 (1999年)

を示す. もし も10aの 農 地 に対 して育苗 (緑 化苗) か ら耕起 (1回), 移植 まで受

託す ると, 約3.1万 円の賃金が得 られ る. 利益率 を仮 に50%と する*3-4と, 約1.5万

円のプラスと考 えられ る.

このプラス1.5万 円を移植栽培で10haの 水 田経営をしていた農家に当てはめる.

3haに 直播稲作 を導入 し, その浮 いた時間で春作業 を受託すると, 約2.Ohaの 請け

負いが可能になる. そ こか ら得 られ る利益は約30万 円と計算で きる.

一方, 3ha直 播稲作に切 り替 えた ことに よって, 収量低下 によるマイナス約6.0

万 円が ある. したがって, 移植 のみで10haの 水 田を経 営 して いた場合に比べて収

支 で約24万 円の所得増 と算 出され る.

以上の ように, 直播稲作 を導入 したのみで, 余剰労働 を活用 しない場合には,

所得の増加は期待 しに くい. その場合の利益の確保のためには, 収量 を維持 ・確

保す ること, 並 びに生産費の さらなる減少が必須である. 一方, 省力化 された春

先 を他 の収入 機会に活用すれば, たとえ直播での収量が5～10%程 度低下 して も,

経営全体 で見 ると, 所得の増大が可能 となる.

*3-4 育苗施設の設備や規模, また移動距離 などに よって異なるため, ここでこれ以上の

精度 は不要だと考 える.
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3.4 直播 稲作 の導入が有効 な経営類型

3.4.1 省力化された労働の活用方法の類型化

直播稲作の利点 を生 かせ るような農家 とは どのような農家なのか. それを考え

るために, ここでは農家がそれ までの農法に新 たな技術を導入する ことによって

労働が省力化 され た際, その余 った労働 を何にどのように使用す るかに注 目して,

以下の ように類型化 した.

まず大 きく分 けて, 従 来の経営の他の新たな所得機会 に回す場合 と, 何に も回

さず, 休 暇を増やす場 合 とに分け られ る.

ここで他の所得機会 とは, 水産業, 林業 といった農業以外の第1次 産業 は レア

ケース と見な して省 くと, 農業か, その他 か (第2・3次 産業) に分 け られる*3-5.

Fig.3-5 省 力化の 目的に基づいた農業経営類型 区分

*3-5 ここでは専業 ・兼業 に着 目したのではな く, 農林業セ ンサ スの 「就業状態別農家人

口」 と同様に 「自営農業従事者は 自営農業 だけか, その他の仕事 も持 っているか. また他

の仕事があ る場 合は農業 と他 との どち らの比率が高いか」に注 目した.
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この うち農業について, 本研究では さらに細 か く見る. すなわち, 本研究が移

植栽培 を主軸 としていた稲作農家が直播稲作を導入 した場合に注 目していること

を考 えると, 直播導入 によって余 った労働 を, 稲作の拡大 に当てる場合と, イネ

以外 の作物 (以 下 「複合作物 」) の拡大に当てて複合経営 を拡 大する場合 とに分

け られ る*3-6.

以上 を稲作拡大型, 複合経営拡大型, 第2・3次 産業拡充型, 休暇増加型 と呼ぶ

こととす る (Fig.3-5).

以下, 直播導入に際 してそれぞれの類型は意義を有す るのか否かについて, 個

々に見 てい く.

3.4.2 休暇増加型の直播導入効果

上記4類 型 の中で も特殊 な この類型 について, 先に議論 しておきたい.

ここには, 高齢化によって労働の負担 を軽減 させ る必然的が高 いが, それでも

農地資産 を維持 して い く必要があ る場 合な どが当 ては まる. この他 の3類 型 は,

いずれ も収益の増加 を目的 とした省 力化であるのに対 し, この類型は利益増 を目

的 とした省 力化で もない. 言 うなれば 「少 々損 してで も手間をで きるだけ省きた

い」 とい う発想で直播 を導入 したのであるか ら, 直播 を導入 した際の収量の低下

に対 して も厳格にな る必要性は低 い.

以下の事例 は地域 として直播作業 の受託体制 を整えている特殊な例であ り, 高

齢者か らの委託 を受 けている.

【事例3-1】 埼玉県鷲宮 町の事例. 以前か ら乾 田直播 が卓越 している行 田市,

南河原町 など (後 述) と近接するが, 鷲宮町はムギ作地帯 ではないため, 乾 田

直播 を実施す る必然性 に乏 し く, 1970年 代 に乾 田直播の, 1980年 代 に湛水直播

のそれ ぞれ試験 的な導入がな され たものの, 直播 はほとん ど定着 しなかった.

また1990年 代初頭 に大 区画化圃場整備に伴 う有人ヘ リコプターでの散播が短期

間だけ行われ た久喜市野牛地 区 (【事例3-3】) と同 じ農業普及 セ ンターの管轄

であるが, 鷲宮町は大 区画化が行われていないためか, その影響はほとんど見

られない.

同町 では直播機械 (湛 水条播専用機) を1980年 代 か ら町 として所有 して い

*3-6農 業の拡充は, 自らが以前か ら所有 して いた農地はそのままに投入す る労働 を増や

す場合 と, 受託な どで農地面積 を拡張す る場 合とがある.
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た. 町の意向 として, 名産品で町の転作奨励作物であるソバ の種子の無料配布

と同様に, 町営 の農業機械化セ ンター (機 械作業を基本的に有償で受託) によ

る直播作業の無料受託が行われていた. これは2002年 現在 も継続 中である.

このよ うな支援体制を整 えている機械化 セ ンターに対 して直播作業 を委託 し

て いるのは, 1990年 代後半以降は70歳 代後半の高齢者S氏 とT氏 の2戸 のみで

あ る. T氏 は 自宅の庭 でブ ドウの生産直売 を行 ってい るが, S氏 は いわゆ る

「老 人専業 」で, それぞれ所有 して いる水 田 (S氏 は13a, T氏 は19aと22aの2

枚 を隔年 で; ともに 自家飯米のみ) の小規模な もののみである. この水田の維

持 管理が必要 だが, しか し移植作 業は負担が大 き く, 特 に負担 が大 きい育苗

は, 機械化セ ンターで受託 してお らず, 他の農家 に委託す ると多額の費用がか

かる. そのために機械化セ ンターに無料 で委託 できる直播 を行い (作 業 は機械

化セ ンターのオペ レータによる), それ以外 の作業 (収 穫 を含む) は 自ら行っ

ていた.

しか し, この ような類型の農家 は現時点 では我が国 に相当数存在す るが, 農業

経 営が零細であ り, 機械の維持 なども困難な ため, 耕作者 の年齢に もよるが, 既

に育苗や移植, 収穫作業の一部を委託 している場 合が多い. そ して将来的には農

地の利用権 も含めて営農集 団な どに吸収 されてい くことが予 想できる.

したがって以後の議論 では類型の農家には注 目しない こととす る.

3.4.3 稲作拡大型の直播導入効果

イ ネを基幹作物 としている農家は, 昨今の生産者米価の低落 を背景として, 必

然的に稲作経営 を10数ha～数10haの 大規模面積 で行 ってい くことが求 め られる.

逆 に言 えば, 大 規模稲 作農 家 (個 人 お よび営農 集団; 農 林水 産省統 計情報 部

(2003) を考慮す ると, 「3ha以上」が一応の区切 りと見てよいだろう) が将来の

日本の稲作の基軸にな るのは間違 いない. これへの期待 は,「 食料 ・農業 ・農村

基本法 」が 「専 ら農業 を営む者」による 「農業経営の展開」の重要性 を示 して い

ること, また 「農 業 白書 」(農 林統計協会, 1999)が, 担 い手 となるべ き農家へ

の農地集積やその法人化の方 向性 を示 して いる ことか らも見て取れ る.

そ うした農家が経営面積 を拡大 し, それ を維持す るためには, 直播導入 によっ

て春, 秋の労働 ピークをカ ッ トする ことは極 めて有効 である.

その場合, 課題 とな るのは,

・収量の安定性確保のための, 直播の低収量性 の解決. 特 に大区画水田で直播を
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安定的に実施 できる技術 の開発,

・導入段階 にお ける機械 の購入や技術指導な どの体制整備

の2点 で あ る.

3.4.4 複合経営拡大型の直播導入効果

上記 と同様に米価低落や, およそ40%の 面積の水 田で生産調整 が強 いられてい

る ことを背景 として, 複合作物 を基幹 に切 り替 える, またすでに基幹 として いた

複合作物 を さらに拡充 してい く農家が今後増 えてい くことが予測 される.

この類型 が直播 を導入 した場合の第一の利点 として, 従来は移植 と春先の労働

ピー クが重 なるために稲作 と組み合わせに くか った複合作物 が, 労働 ピークがカ

ッ トされ る直播 とな ら組み合わせ やす くなる点, な らびにその複合作物の栽培に

よ り多 くの時間を割け る点 が挙げ られ る.

こうした複 合作物 としては,春 播 きムギやソバな どの穀類 , イチ ゴやブ ドウな

どの多 くの果実 や野菜が挙げ られ る.ま た花卉 などは, 手 をかければかけ るほど

販売価格が高 くなる こと (著 者の農 家か らの ヒア リングよ り), 施設栽培 の場合

は栽培 時期 をある程度 自由に調節できることか ら, 出荷時期 を調整 して高価 で販

売で きる ことが利点 と して指摘 できる.

ただ し, 直播機械 をどの ように確保するか といった支援体制に対す る課題は ,

稲作拡大型 と同様 に残 っている.

3.4.5 第2・3次 産業拡充型の直播導入効果

稲作拡大型, 複合経営拡大型の農家が直播導入による労働 ピークカ ッ トが有効

なのは, カ ッ トされた労働 を用 いて拡充する対象である移植や複合作物栽培 に,

季節 ごとの労働 に差が あるためであ る.

一方, 第2・3次 産業拡充型 の農家は, 直播による育苗省略な どの省力効果はあ

る ものの, 他類型 に比べて直播導入の効果は小 さいと考 え られる. 理由は以下の

2点 である.

1点 目として, この類型 の農家は, もともと所 有 している水 田面積が大 きくて

も1～2ha程 度, 多 くの場 合は数10a単 位であ るため, 今 日の進歩 した農作業機械

であれば,土 日の休 日を利用 して作業 を行うことが十分に可能である. 直播 を導

入 した場合, 確 かに作業時間は短 くなるが, しか し土 日がすべて空 き, 余暇が増

えるわけではない. そのため, 省力化の効果 は必ず しも大 きくはない.
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2点 目に, この類型 の場合 には, 第2・3次 産業が, 春な どに労働が集中す る農

業 と違 って, 労働の季節差が少ない. また直播導入によって春の労働が第2・3次

産業 に振 り向け られ るといっても, 簡単に労働時間の調整ができるわけで もない.

さ らに, 直播 に限 らず新技術は慣れ るまでに少なか らぬ精神的負担 を要するが,

この類型 には農業は副業 であって, それほど大 きな負担はかけ られない.

以上を考 えあわせ る と, この類型 にとっての直播導入の効果は小 さい. む しろ

多 くのケースにおいて, 敢 えて直播 を導入せずに従来 どお りの移植 を継続すべ き

であると考 えられ る.

3.4.6 我が国における直播 の定着の特異性

以上か ら, 集約的農法 である移植栽培 を伝統的に実施 して きた我が国において

直播稲作 を実施す る効果 を有す るのは, 農業経営の規模拡大を意図 した場合にほ

ぼ限定 できる. すなわち直播の実施は, 小区画 ・零細経営が主体的に根付いてい

た我 が国の稲作経 営を変革す るためのキーとな る手段 として位置づけ られる こと

が確認 された.

巨大な水田での直播の実施 を前提 として, 稲作開始当初か ら我が国の数十倍の

規模で経 営 しようとしている新大陸におけ る直播の実施 とは, そもそ も技術の実

施に至 るまでの構造 が大 き く異 なる点に注意 してお きたい.

なお, 我が国に も以下の事例のように, 直播が元来の技術 で,移 植の方が新技

術 と位置づけ られ るケースが例外的に存在する.

【事例3-2】 埼玉 県北部の行 田市,南 河原町な どは, もともと冬蒔 きのムギ作

が卓越 していた地域 であった. といって も, 経営の問題 ではな く, ムギの収穫

の6月 までは水が来 ない こと, 水が来て も水 田に水 を入れ ると湿気 を嫌 うムギ

に悪影響 を及ぼ す ことか ら, 一般的なの移植栽培が行えず , 乾 田直播を行 うこ

とが余儀 な くされた.

そ うした地域的な事情 か ら乾田直播が長 きにわたって定着 していたが , 近年

ではムギ作の縮 小によ り, 乾田直播か らよ り容易に行 える移植栽培 に切 り替わ

りつつ ある.

なお, 長年定着 して いた乾 田直播 が徐 々に減 って いるのは, 岡山県の現状に

類似 している.
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3.5 農 家が稲 作拡大 を 目的 と した直播 導入 を判 断する過程

本節 では, 農家が新技術である直播の導入 を如何 に判断す るかにつ いて考 える.

まずは新技術一般の導入 に対す る判断過程 につ いて概念的に考察 した上で, 新技

術を直播に置 き換 え, 直播の特性 を農家は どのように捉 えるかにつ いて整理する.

なお, 本節では理論の単純化 のために, 稲作主体の農 家の直播導入, すなわち

前述の 「稲作拡大型」に限定 して考 える.

3.5.1 新技術導入について考察するための前提

3.5.1(1) 導入前の問題存在 と農業経営の変革

新技 術の導入 は, 農 業経 営を変革す る手段 のひとつである. また, 農家が経営

の変革 を必要 とす るのは, 従前の農法では経営的に何か問題 が生 じているか, も

し くは近 い将来 に生 じる ことが予期 されていて, その解決 や予防 を目的 とす る場

合である.

以上の ように考え,農 家に よる新技 術の導入は, 1) 従前の農作業技術や手法で

は問題が存在 していることを前提 とし, 2) それを解決する ことを 目的 として生 じ

る もの, として捉 える.

3.5.1(2) コン トロール可能 と不可能な因子の区別

例 えば 水 田で の新技 術導入の場 合, 圃場整 備 (大 区画化, パ イプライ ン化 な

ど) や均平管理, 機械の貸与や購入, 指導機関の存在 などについては, 技 術的な

限界はある ものの, 理論的にはコ ン トロール可能 なもの として捉 え られ る.一 方,

気候条件 や土壌条件 な どの地域性 はコ ン トロール不可能である. またその地域の

水利権 や技術力,労 働 力な どは, 一朝一 夕にはコ ン トロールが困難である.

このよ うに新技 術導 入の課題 は, 「コン トロール可能 なもの」 と 「コ ン トロー

ル不可能 (困 難 を含む) な もの」 とに分かれる. 本節 では これ らを分けて考える.

3.5.1(3) 外力的導入について

農家が新技術 を導入するのは,農 家が 自発 的かつ積極的に導入す る場合(以 下

「自主的導入 」)と, 農 家は受 け身的で, 機械 メーカや地域, 指導機関な どの主

導 によって導入す る場合 (以 下 「外力的導入 」) の両極 が存在す る. 実際には こ

れ らの中間 に位置す るケースも多いと思われ るが, まずは本節では単純化のため

に 自主的導入 と外 力的導入の2者 に分け る.
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自主 的導 入は前述の とお り既に問題が生 じて いることが前提 とな り, また農家

が 自ら リスクを負 うことか ら, 導入を判断す るまでに農家 は熟慮 を要す る.

一 方, 外 力的導入は何 らかの事業 とセ ッ トになる形で行われ る場合が多いが,

農家 にとっては気楽に導入 してみようという気になる場 合が あるし, 新技術の必

要性 がひっ迫 してな くて も導入できることか ら, 目的意識が希薄 なままでの導入

にな りやす い. さらに場合に よっては, 導入に気乗 りでな くて も地域やメーカ と

の しが らみで導 入を余儀な くされ ることさえある.

さて, 2章 で も見 てきた ように, 直播 を一旦導入 した ものの定着 させず, 従来

の移植栽培に戻す農家が数多い. この ことが, 今 日の直播面積 が伸 びない一因 と

なって いる.そ のような定着 しな いケースは, 下記の例の ように, リスクを負わ

ず, 目的意識 が希薄にな りやす い外 力的導入の場合に生 じやすい ことが推察 され

る.

こうした ことか ら, 本節での議論か らは外力的導入は除外す る.

【事例3-3】 埼玉県久喜市野牛地 区において直播稲作 を導入 したものの, 定着

しなか った例 を紹介す る. 同地区では圃場整備完了直後 (1990) か ら, 地元の

農業普及セ ンターのモデ ルケー スとして, ヘ リコプターを用いた大規模な湛水

散播 を始 めた (滝 沢,1991). 1990年 代前半は各地 で有人/無 人ヘ リコプター

に よる湛水散播が試験的 に行われた時期に相当する. その一つの例 と考 えられ

る.

ところが, 1999年 時点 における著者の聞 き取 りによれば, 直播実施当初か ら

農 家が不満の声 を挙げ, 当初の計 画だった3年 が経過 した段階で直播の実施 を

ピタ リとやめた との ことである. その後, 今 日まで同地 区では直播 を一切行 っ

ていな い.

不満の声が挙 がった理由 として, 以下が指摘 できる. まず, 当地区は東京へ

の通勤圏のために当時 も兼業農家が多かった. しか しなが ら圃場整備 に伴 う農

地の集積 が進 まなかったため, そ うした兼業農家に よる小 さな面積の水 田によ

る小規模 な稲作経営が多 く残 った. そのため, 直播 を導入 したところで効果が

薄かった.

この ことに加 え, 技術 の不備 もあ って開始直後 より生育が著 し く不良 だっ

た.そ して事前のアナウ ンスが少な く, 農家側 に直播 を実施す る精神的な準備

が十分 にで きていなか った ことも少なか らず影響 しよう.

これ らの原 因によって, 農家は直播導入のメ リッ トを感 じ られなかった. そ
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れ が 定 着 し な か っ た 大 き な 理 由 と 考 え ら れ る*3-7,*3-8.

3.5.2 新技術の 自主 的導入を判断するまでの各段階

農家が新技術導入 を判断す るまでには, い くつかの障壁がある. 本節ではそれ

らを 「段階」 として捉 え, 直列的な相互関係を持つ もの と考 える.

3.5.2(1) 発想段階

3.5.1(Dで 述べ たとお り, 農家が新技術 を導入 しようとす るのは, 例えば後継

者不足の問題 や, 増収の必要性が切迫 しているなどのよ うな何 らかの問題が存在

していることが前提 となる.

次 に, 農 家はその問題 を解決す ることを目的として, あ らゆる新技術の中か ら

何 を導 入すれば よいかを考 える. この段階 を 「発想段階」 と定義する.

3.5.2(2) 可能性判断段階

発想 され た新技術 の実施 が可能か否 かを判 断す るこの段 階 を 「可能性判断段

階 」と定義す る.

この段階で重要なのが, 3.5.1(2) で述べ た地域条件な どの コ ントロール不可能

な要因であ る.従 来の農法 では障害 にな らなかったこうした要因が, 新技術の導

入にあたってはネ ックになるというケースは十分に考え られ る. それを詳細に見

極める必要があ る.

3.5.2(3) 経済的評価段階

ここまでで判断 されて きた新技術を もしも導入 した場合 , 得 られ るプラス面と,

逆 に生 じて しま うマイナス面とを具体的 に比較. 評価す る.

*3-7 前述 の通 り, 直播の利点が活用 され るのは, 稲作経営規模 の拡大, もしくは複合経

営の拡 大 を農家が意図 している場合であって, 小規模稲作経営の兼業農家 には直播導入

の効果は小 さい. この事例の場合, 圃場整備事業 を機 に担い手への農地の集積が行 えて,

それ によ る稲作経 営規模の拡 大が果 たせれば, 直播 を導入す る効果 も上が った と考え ら

れ る. ところが, それが達成 されなかったため, 直播導 入の需 要は生 じなか った . その

ため, 直播導入 による春 (お よび秋) の省力化効果がほ とん ど意味 をな さず ,収 量 の低

下のみが問題 として残った. それが定着に至 らなかった主な理由と説明できよう.

*3-8 1990年 当 時は直播 の技 術が現在 よ りさ らに未確立 だっ た. もし も今 日の福 島県

(【事例2-1】 参照) のように技術がよ り発達 してか らの導入だったら, 収量低下のデ メ リ

ッ トが軽減 したことか ら, 需要が低 くても多少は定着 した可能性がある.
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プ ラス面 とは発想段階でニーズに合致 した ものばか りでな く, 副次的 に生 じる

要素 も含む. 逆 に, マイナス面 とは, 導 入にあたって副作用的に生 じるであろう

問題点や, 導 入にかか る投資や諸経費や技術習熟な どを示す.

導入にあたっては, これ らのバラ ンスを経済的に評価す る必要がある. 得 られ

るプラス面の方が大 きければその新技術の導入へ と前進 し, 逆にマイナス面の方

が大 きければ, 再 び発想段階に戻 って他 の新技 術を模索す る ことにな る. この段

階 を 「経済的評価段階」 と呼ぶ.

ここまでのすべての段階 をク リアできれば, その新技術は導入すべ きであ ると

いう結 論に達す る. 以上 を 「新技術導入の判断過程 」として提起 する(Fig.3-6).

なお, Fig.3-6 ではエ ン ドレスループが生 じる場 合があ るが, それは農家が様 々

な新技術 を模索 しつつ, 試行錯誤 している過程 であることを示す .

3.5.3 稲作農家が直播導入を判断する過程

3.5.3(1) 直播導入のための発想段階

大規模稲作農家に とって, 新技術導入のための前提条件 となる 目的意識は, 所

得の増大 であると考 え られ る.

様 々な新技術の うちか ら直播 が選択 され るためには, まずは直播が知 られて い

る ことが必要であるが, 今 日ではマ スコ ミ等で も取 り上げ られていることか ら,

これは大方ク リアで きていると思われ る.

続 いて,農 家 の新技術導 入に対す るニーズに, 直播 の利点が合致する必要があ

る.

前述 の とお り, 大規模稲作農家に とっての直播導 入の利点は, 育苗 などを省略

す ることによる春先の労 力分散によって, 稲作 もしくはその他の作物の経 営面積

が拡大 できる点である. こうした効果は耕作面積 の一部に直播 を導入す るだけで

も生 じる. 換言すれば, 農業経営の拡大意 向を持 って いる大規模稲作農家 にとっ

て, 直播導 入はそのニーズを満たす手段 として有効である.

―66―



3章 直播稲作の実施が有意義な農業経営類型

Fig.3-6 新技 術 導 入 の判 断過 程
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3.5.3(2) 直播導入のための可能性判断段階

直播 を行 う上でコ ン トロール不可能 な因子は,

1) 地域の気象 ・気候条件; 主 に発芽期の気温や降雨,

2) 土壌条件,

3) 基盤条件 の うちコ ン トロール不能 もし くは困難な もの; 例えば水利権な ど,

の3点 とな る (牧 山 ・山路, 1997; 牧 山 ・山路, 1998a). また, これ らを違 う視

点か ら分ければ,

a) 直播の実施 を現実的に不可能にするもの,

b) 不可能 にす るわけではな いが, 手法 を制限するもの,

c) 不可能 にす るわけではないが, 収量の低下が明確 に予測できるもの,

の3者 に分け られ る. c) はあ らか じめ予期 できるものであ ることか ら, 経済的評

価段階 にお いて扱 うよ りも, 可能性判断評価 で扱 う方が適当である.

これ らの多 くは地域性に依存 している. また, これ らをク リアす るには, 直播

向けの品種 やよ り高 い技 術の開発な どで対処す るしか方法がない. しかし, これ

らが十分にク リアで きない場合には, 直播導入 を諦 め, 再度発想段階に戻 って他

の新技術 を模索す ることとな る.

3.5.3(3) 直播導入のための経済的評価段階～収量低下の詳細

3.3に て, 直播 の導入 によってカ ッ トされた労働 で稲作 を拡大すれば , 経済的

効果 が得 られる と考 察 した. だが, これは直播 での移植 に比べ た収量低下 を5～

10%程 度 と前提 して いる. ここでその ことにつ いて補足 しておきたい.

1) 「収量 の低下傾向」 と 「収量激減の危険性」

直播の普及 を地域単位な どでマ クロに見 る場合 には, 「面積 あた り収量が一般

に どの程度減少するか」といった最頻値 や平均値 を重視 する見方が妥当であろう.

その場 合, 前述の姫田 (1995) の文献整理 のような 「湛水土壌中直播では地方に

もよるが5～10%程 度 の減 」といった表現 を用 いることで十分である.

だが, 農家 単位 で見 る場 合には, 「面積あた り収量が個 々の水田でどの程度ば

らつ くか」の分散 に着 目す る必要がある.

著者の これまでの農家への聞 き取 り調査に よれば, 移植の10%程 度増 しになっ

た ものか ら, ほぼゼ ロに近 かったものか らまで種 々存在 した .こ の うち営農的に

問題 となるのは収量がゼ ロ近 くまで激減する場合である. 上記の 「収量が低下す

る傾向」と区別するために, これ を 「収量激減の危険性 」と称する.

なお, 「収量激減 の危険性 」は, 実際 に生 じている大 きな問題であるにも関わ
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らず, 過 去の研 究の報告はほとん ど見 られない. これは過去の研究では収量 を県

単位, 市町村単位 などで平均 しているため, 水 田単位 や農家単位, 圃区単位で生

じるこれが見 いだしに くいためだと思われ る. 1章 で直播稲作のマク ロな面積変

化 を追 うのみ の現状把握 には問題 があると指摘 したが, これ もそれ と同様にマク

ロな検討 では見落 としかねない問題である.

以上の概念 をFig.3-7を 用いて説明す る. 個 々の水 田の面積 あた り収量は, 平均

値 を中心 として正規分布 のような確率分布 をす ると考 えられ る. 移植水田でのそ

うした分布 をFig.3-7の 点線 で表す. これ に比べて直播水田個 々の面積あた り収量

の分布 は, まず平均値 が移植水田に比べて低下 し, さ らに収量が大幅 に減 る確率

が高 くなると考え られ る.

Fig.3-7 直播 の 収 量 低下 の 分類
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2) 「収量激減の危険性」への着 目

著者は実際に, 農業試験場の指導の元に直播 を行 っていたものの, 鳥害 で苗立

ち数が不足 し, 水田全体 を代かきし直 して移植 を余儀 な くされた例や, 圃場整備

直後の不等沈下の ために均平精度が大 き く狂 い, 再播種せ ざるを得な くなった例,

除草剤の与えす ぎでイネの苗立ち数 まで激減 した例な どを見てきた. 他 にも, 春

の長雨, 倒伏, 雑草, 貝害 などで, 収量がゼロに近 い状態まで激減する危険が残

されている. 直播 を稲作技術 として見た場合, これは最 も重大 な課題 であ る. ま

た これは現在の移植技術 にはほ とん ど存在 しな い点 にも注意 しておきたい.端 的

に言えば こう した状 況は 「直播の失敗」であ り, 経済面や時間的な損失は莫大な

ものとなる. 農 家にとって絶対 に回避 しなければな らないものである.

なお, 「収量激減 の危険性 」の原因は, 直播 は移植 に比べて高い技術水準 を要

求 され ることにある. 例 えば農家に とって, 直播特有の水管理や圃場管理, 除草

法 などを遂行する ことは, 経験的に も技量的に も難 しい. また, 導入時に地域の

気候 を考慮 しているといって も, 直播 は気象条件への許容性が低 いことか ら,春

先の豪雨や低温 などといった, 予想以上 に大きな天候変動があった場 合への対応

は, やは り農家 レベルでは困難 である.

よって, 直播導入への経済的評価 には, 収量激減 の危険性 が本質的な課題 とな

る. 危険性は確率の問題 だか ら, 農家に よって捉 え方が異なる. 危険 を重大な問

題 だ と捉 えれば直播導入 を白紙 に戻す し, 逆に直播技術その ものへの信頼 や, 気

候が安定 して いる, 適切な指導者が いるなどで これ を回避 できる可能性が高 いと

考 えれば導入へ と前進する ことになる.

3.5.4 大規模稲作農家が直播 を判断するための条件

以上で見 てきた ように, 大規模稲作農家が直播 の導入 を判断するためには,

1)農 業経 営の変革 によって, さ らな る規模拡大 や所 得機会の増 加 を求めて いて

(前 提), 直播導入 で春先 に時間の余裕 を設 ける ことでそれが実現 できること

が見込め ること (発 想段階),

2) 直播実施のための条件の うち, 気候条件, 水利権な ど, 地域条件 を中心 とした

コ ン トロール不能な条件が ク リアできていること (可 能性判断段階) ,

3) 収量の平均値的低下のみな ら, その経済的損失は所得機会の増加で対処で きる

ことか ら, 経済的な重要課題 は直播の欠点である 「収量激減の危険性」である.

これの回避が見込 めること (経 済的評価段階),
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の3点 を同時 に満 たさなければな らな い.

2) につ いては改善は不能 だか ら, もしこの段階 をク リアで きなければ, 農家は

直播導入を諦 める しかな い.

3) は問題 である. 本論では この段階の, 特 に収量激減の危険性 こそが, 農家が

直播導 入を判断す る際の本質的かつ最大のネ ックであると同時に, 早急に改善 さ

れ るべ き課題であ ると考 える. なぜな らこれは直播 の技術及び普及上の問題 であ

り, 危険性 を下げるといった改善の余地が残 されて いるか らである.

さて, ここまで直播導入の判断過程をシ ミュ レー トしてきたところ, 結果的に

収量激減の危険性 に行 き着 いた. その回避策についてソフ ト面か ら考察 したい.

1章 で記 した とお り, 現時点では, 直播の技術は試験場 レベルではある程度確

立 して きているといわれている. ところが3.5.3 (3) で述べた ように, これは農家

レベルでは遂行 しやすい技術ではな く, この ことが 「収量激減の危険性」の原因

となっている.

したがって,「 収量激減 の危険性面 を回避す るためには, 農 家に とってよ り導

入 しやす い技 術が開発 されていることと, そ うした技術を農家に対 して指導や援

助で きる指導機関が存在 していることとが求め られる.

前者は試験研究機関 レベルでの課題である. 敢 えて例 を挙げれば, 発芽性 や耐

倒伏性 が優 れ, かつ食 味のみな らず ブラ ン ドイメー ジもコシ ヒカ リに負けな い

(牧 山 ・山路, 1998) 品種の開発な どになろう.

一方, 後者 こそが, 本論 の対 象であ る農家 レベ ルで行え る 「収 量激減 の危険

性 面の回避策である. これには各地域 の農業普及セ ンターな どがあたるべ きであ

ろう. しか しそのためには, 指導機関 自体がサ ポー ト体勢 を整えている ことが前

提 とな る. したが って, 試験研究機関 との連携強化, および普及職員の一層の資

質 向上 (平 成10年 度版 農業 白書 (農 林統計協会, 1999)よ り) *3-9といった形で

の, 指導機関の育成が求め られ る.

*3-9 ここで普及職 員の資質向上 とは, 技術を確実に修得 し, それ を耕作者に指導するの

は もちろんだが, それだけでな く, 気象 の変動等 に臨機応変に対応でき, 農家 に対 して

確実なア ドバ イスを与 え られるな どの能力 を身 につけることも含むと著者は捉 えている.
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3.6 直 播 稲 作 の 導 入 事 例

序章お よび1章 にて, 県 ごとの直播普及度が散逸的である旨を述べた. それに

ついてさ らに細か く市町村別の普及度 を見てみたい. もしも直播普及の既定要因

が気象条件 であるとすれば, 直播面積率が高い市町村 に近接する地区で も普及度

が 類 似 す る と考 え られ る. と ころが, 例 えば 埼 玉 県比 企 郡 吉見 町 (下 記 の

【事例3-10】) は, 1997年33ha, 98年45ha, 99年64ha. 2000年64haと, 直播 が多

くの面積 で安定的に実施 されているが, 近接す る市町村, 吹上町, 鴻巣市, 北本

市, 川島町, 東松山市 では直播 が一切行われていなかった. 同様の例は各地で見

られ る. こうした実情 を考 えると, 現在の普及への規定要因は, 市町村単位や集

落単位な どでの基盤の整備状況, および普及への行政 的取 り組み, 導入への農家

レベルでの取 り組みにあると考え られ る.

このよ うな ことを踏 まえて, 基盤や各種 の取 り組み に着 目した以下の ような整

理 を試み たい.

直播稲作の導入 ・定着が有効なパ ター ンは, 経営類型 を鑑み ると, 規模の大 き

な順 に以下のように整理 できる.

1) 大区画化 圃場整備 を契機 にした り, 担 い手の育成 を 目的 とした経 営の大規模化 ,

法 人化,

2) 増収 を 目論んでの, 数戸 による連携 (機 械の共同利用組合や, 勉強会の発足な

ど),

3) 個人単位での経営規模拡大,

4) 世代交代や相続, 定年帰農, 機械 ・設備 の更新 といった個人的な変化 ,

によって生 じる. この ような変化 をきっかけ として, 直播 を経営 に組み込 もうと

いう農家側の体制が整 って い くのだと考 え られる.

以 下, 1) に相 当 す る事 例 (【事 例3-4】 ～【 事 例3-9】), 2) に相 当 す る事 例

(【事例3-10】 ～【 事例3-12】), 3) に相当する事例 (【事例3-13】), 4) に相当する

事例 (【事例3-14】) につ いて紹介す る.
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3.6.1 圃場整備な どによる経営大規模化を契機 に した導入

【事 例3-4】 日本におけ る最 も著名 な大区画化圃場整備 のひとつ の例であ る角

来地 区の例. 印旛沼沿岸の低地 だったために洪水の多発地区 だったが, 湖底土

を浚渫盛 り土 して嵩上げ し, 同時 に大 区画化圃場 整備 (1979～), 用排水路の

地下埋 設な どを行った (兼 坂, 1988). その後, 区画の拡大 と同時に集団化が

進 展 した. 結 果 と して農 作 業 が2名 の オ ペ レー タに集 積 され た. 面積 規 模

(23ha) 的に も, 一部 に直播 を導入する ことは必須だったと言えよう.

ところが, 耕作者 の1人 であ るS氏 は, 均平 を中心 とした基盤面 に問題が残

ってお り, 均平 に関す る許容性が高い乾 田直播 でな いと上手 く耕作で きないと

述べて いる. この ことか ら, ソフ ト面での合意は充分に行 えて も, まだハー ド

面の課題 は解決が不十分 であることがわかる.

【事例3-5】 茨城県新利根町 の太 田新 田営農組 合は, 今 日では約30ha (う ち組

合員6戸 の 自作地が19ha) を経営 (加 えて作業受託が10ha以 上) していて, さ

らに拡大 していこうという意欲が強 い (目 標 は50ha). 3人 のオペ レータが農作

業 に従事 してお り, また組合では レーザ ー レベ ラー, 8条 植 えの 田植機 などの

大型農業機械 を所有 して いる.

同地 区は, 周辺は泥炭土の低地で排水不良であったが, 1978年 に県営圃場整

備 が済み, 農地集 積, 大区画化 (最 大2.2ha) も進んで いる. また国営灌概排

水事業が1993年 に終了 し, 1997年 より乾 田化 された.

当初は麦 と大豆 が基幹作物 であったが, 転作作物の価格低下や 「新政策 」へ

の対応 を目指 し, 1994年 か ら米作主体へ と移行 した. 1999年 には水田16haに て

稲作 を行い, 他にイチ ゴの施設栽培 (20a) や大豆 と麦の二毛作 (10ha) な ど

を行 っている.

最初 (1994年) は, ある国立研究機関の研究 に圃場 を提供 する形で直播 を試

験的に導 入 した. 当初は湛水直播 と乾 田直播の両方が試験 され たが, 春先の降

雨に強い ことか ら乾田直播の, 中でも冬に耕起するのみの手法 (播 種直前には

耕起 しない手法) が選択 された. こうした技術選択 と, 同組合では育苗作業 と

イチ ゴの収穫時期 との競合 を回避す る目的, また稲作経 営を拡大 しようとす る

意向とか ら, 直播 の意義が大 きくな った こととが相俟 って, 今 日までに定着 し

てきてい る (1997年5ha→1999年8ha). ただ し, この まま直播面積率 を増や し
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続 けるの ではな く, 将来的に も危険分散 を考慮 して直播 と移植の面積比 を半 々

程度 として い く計画である.

なお, 直播導 入におけ る技術的特徴 としては除草や鳥害防止 の観点か ら均平

の維持が課題 となってお り, レーザ ー レベラーで毎年均平整備 を行っている.

また灌漑 の合理化のためのパイプライ ン径 の拡大や, 畦畔浸透抑制のための畦

シー トの適用な ど, 技術面での工夫 もな されている. その結果, 今 日では移植

とほぼ 同 じか若 干 よ い収 量 が得 られ て いる (1998年 は移植492kg/10a, 直播

515kg/10a (玄 米)).

【事例3-6】 福島県郡山市 日和 田地区では, 現在は専業農家7人 が組織 している

受託組合 を中心 に農業が行われている. なお, 圃場整備の際に, 担い手育成の

観点か ら農業法人 として 日和 田西部地 区農業生産組 合を設定 した. しか し, こ

れは意志決定の際に総会 の開催を要す るため, 機敏 な対応ができず, 実際には

土地利用調整以上の仕事 は行 えない. したがって実質的な担 い手 として, 受託

組 合が改 めて組織 され たとい う経緯がある.

1996年 以降の担 い手育成型 圃場整備 に伴 って担 い手 を育成す ることを目的

に, 1997年 か ら直播が導入 され た. 裏 の意図 として, これ まで農家が共同で何

かに取 り組む機会 がなか ったので, 福島県の政策の タイ ミングと合わせて新技

術 であ る直播 を取 り入れる ことで団結 を計ろうという考 えもあった.

導入2, 3年 目は収量が低下 した. しかし, 補助金 をもらっているために, 直

播 をやめ ることが できなかった. そのうちに散播か ら条播に切 り替えた ことも

あって収量 が上が り, 定着へ と向か うことになった. また, 各農家は他の地 区

に も農地 を持 って いるが, そち らで移植する分の育苗はで きても, 日和 田の分

の育苗はできなか った. それ も日和 田で直播がな くな らなかった要因と考え ら

れ る.

【事例3-7】 福島県の会津坂下農業普及セ ンター管 内では, 水田面積が6,000ha

弱あ り, その うち282ha (約5%) で直播 栽培 が行われてい る (2002年). 特に八

木沢地区 と会津 本郷町で直播が盛んに行われているが, その 目的は異 なる.

会津本郷町では, 1992年 か ら行われた基盤整備直後, 基盤が不安定で機械が

入れなか ったために直播 を導入 した. 機械が入れ るようになった1998年 には直

播面積が半減 した. ところが, 1999年 に町内に 「早炊き加工米 」の工場 を設立
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した. その原料 となる もち米を低 コス トで作 る ことを 目的 として, 直播 を再 び

導入 した. その後は年 々倍増す るペースで伸びて いる. 増加のペースが速すぎ

るため, 播種機等 の設備投資が追いつかないほ どである.

八木沢地 区 も, 会津本郷町と同様 に, 1995年 か ら行われた基盤整備が直播導

入 の き っかけ だ った. 当初 は1～2年 で止 め るつ も りだ った. だが, 初 年度

(1997年) に予想以上の高収量になった. また, 行政主導であった 「八木沢水稲

直播栽培実行委員会」の代表 を地元 にす ることで, 地元に主体性を持 たせ る努

力 をした.

その後, 1999年 の全 国直播サ ミッ トの開催 をに らんで, 行政主導 で1999年 は

直播実施面積の拡大を強行 した ものの, それは1999年 か ら2000年 にかけての直

播 面積 の大 幅な減少 (こ の減少 によ り福 島県全体の面積 も大 き く減少) という

形 になって現 れた.

さらにその後, 2000年 以降 はコシヒカ リを作 る試みが行われ, 直播面積が増

加 している. 専業農家への集積 も進みつつあ り, 現在では地区内のほぼ全水田

で直播が行われ ている.

【事例3-8】 栃木県鹿沼市の事例. 大規模 な受託作業 を行 っている第3セ クター

(市 とJAが 共 同出資) が存在する. 市内の, 主に都市化の進展に伴 い経営の

継続 が困難 となった農家 が所有する水 田での作業 を一括 して受託 している. す

なわち 「農業公社による大規模農業経 営」という新 たな取 り組み と言える.

ここでは移植栽培を基 本としているが, 育苗で きる量の限界 を超 えると, そ

れ以上 は直播 を行っている.

なお, 近年では育苗施設が拡充 され たことか ら, 直播面積は減少 している.

【事例3-9】 山形県長井 市の例. 当地 区は1991年 ごろ, 全国で散播が広 ま り始

めた頃か ら増 えは じめ, 1995年 (第2回 全国棚 田サ ミッ ト (現 地開催の第1号)

が開催) に ピー ク (41ha), その後減少 し, 2002年 現在は15ha程 度で, ほぼ底

を打 った と見 られ ている. 当初は散播 中心 だったが, 今 日で条播, 点播が主 に

行われている.

直播 を導入 したのは, 育苗の省力による受託 の拡大を 目的 とした中規模以上

の農家が多 く, 一部の農家はその流れに乗 っての試験的な導入であった.

さて, 大幅増 の理 由 と しては, 1993年 の 「低 コス トモデル事 業」(全 国7ヶ
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所) に よる農協 のカルパーコーテ ィングのセ ンターの設立, 直播推進組合によ

る機械の共同購 入 といった形で設備 が充実 した こと, そして当時のコメの輸 入

自由化に伴 う低価格化が, 勢いを加速 したものと思われ る. また, 地元の研究

会 に, 指導 が細 か く, 信頼 を得 ていた (聞 き取 り調査 よ り) 普及員が加わ って

いた*3-10ことも関係す るだろう.

今 日では面積 的には大幅に減少 したが, 現在 でも直播 を続けている, すなわ

ち定着 したと考 え られ る農家 は, 専業 の大規模稲作農家, しか も自身が経営 し

ている農地の全面積で直播を行 っている農家ば か りである. 春作業受託 との組

み 合わせが直播 の定着に関与 している ことが考 え られる.

なお, 梅本 (1999) は この地 区について, 大幅 な面積減 に着 目しての調査 を

行っている. しか し, もともと試験的導入の農 家が多かった*3-11こと, 導入が

技術 レベルが未確立 な時期だったことがその大きな理由だと著者は考 える. そ

のため, 面積減 に着 目す るよ りも, む しろ飛躍的 に面積 が増 えた ことに着 目

し, その理由を検証す ることの方が重要であろう.

3.6.2 数戸単位の組合 ・勉強会を母体 とした導入

【事例3-10】 埼玉県吉見町では, 南部地域の大規模稲作地域 (す でに団地化 さ

れ ている), お よび東部地域のハ ウス野菜 中心 の複 合経営農家において, 直播

が実施 されている.

当初 は1993年 の試験的な手播 きか ら始ま り, 1995年 に機械の共同利用組合 を

設 立, 1997年 に国営の事業 を導 入 し, 2000年 に栽培農家数30戸 で, 栽培 面積

59.0ha (最 大). 今 日はムギ作の畑 が団地化 された ことか ら, 稲作面積が減 っ

た ことによ り, 直播 面積 も減少 して いる. 機械 は共 同利用組合 と農協がそれぞ

れ所有 してい る.

*3-10 なお, 山形 県置賜町 の面積の急減, 同県長井市の面積増の理由の一つ として, こ

の普及員が長井市 の地区に異動 した ことも指摘できる.

*3-11 聞 き取 り調査 を行 った地元JA担 当者 の話に よれば , 試験的な導 入を行 った農家

は, 所有 して いる農地の中で も, 排水性や水回 りがあまりよ くない圃場 に導入 したため,

なお さ ら定着 しなかったのではないかとの ことであ った. 試験的導入に恵まれた水 田を

新技 術導入 に使用 しないのは, 農家な らではの危機管理策 だと解釈で きる.

―76―



3章 直播稲作の実施が有意義な農業経営類型

【事例3-11】 栃木県 西方町は, イチ ゴを主幹 とした農家が多 い (町 の農業生産

額の うち, 半分が イチ ゴ). また水量が豊富な 「小倉堰 」によって, 水利 にも

恵まれ ている.

当地 区では1992年 か ら動 力散布機 による直播が導入 され, 今 日では条播, 点

播 が主流 とな って いる. これはイチ ゴとの作業競 合回避 (イ チゴは10月 ～6月

がず っと忙 しい) を 目的 として いる. 近年, 直播 面積 が拡大 して いる. それ

は, 生産調整の拡大によ り, イチゴ栽培 の面積が増加 し, その労働量の確保の

ために移植か ら直播への移行が加速 したか らである. 県営圃場整備 が1978年 か

ら1996年 に実施 されたが, 圃場整備は担い手育成や営農集 団への集積 を意図 し

た ものではなか ったため, 圃場整備事業 とのセ ッ トでの直播導入ではない.

また, 面積 規模 の小 さい農 家 が多 い (平 均 農地 面積1.2ha, 兼 業農家 も多

数) ことか ら営農集団を結成 し, そこで農機具 を共有 していた. そのため, 直

播機械 の共有組織 (直 播推進協議会) が設立 しやすか った ということもプラス

に影響 した. 今 日で は同協 議会は, 直播機械の共有 の他, 勉強会 を行 ってい

る. 過去 には噴霧用のラジコンヘ リを所有 して いたが, それは2002年 よ りJA

の管轄 に切 り替 えられ た. またカルパーの被覆作業 もJAが 所有 している機械

で行っているが, こうしたJAが 補佐 している例は, 愛知県南陽町, 山形県長

井 市など, 全国に多い.

【事例3-12】 山形県長井 市に隣接す る置賜町の例. こち らは春作業受託ではな

く, ブ ドウとの作業競合 回避のために直播が導 入 された. 導入は1992年 か らだ

が, 当時は失敗が 目立 ち, 本格的な普及へ と至 ったのは1995年 に発足 した直播

機械の共有組 合を兼ねた勉強会 (普 及所がバ ックア ップ) の存在が大きい.

普及員の指導 を得 ても若干の抜け落ちは さけ られない ことか ら, 最初か ら補

植 を行 うことを覚悟す ること, また15%の 転作 カウ ン トが あることか ら, 収量

が15%く らい落ちて もか まわないと考 えるな ど, 農家は低収量性 に対 して開 き

直 りとも言 える強い意志 を持 っている. こうした感覚の成熟には勉強会 が大 き

く寄与 している.

―77―



3章 直播稲作の実施が有意義な農業経営類型

3.6.3 個人単位の大規模化を契機 に した導入

【事例3-13】 茨城県河内町のA氏 の例を紹 介す る. 同地区は1980年 代に区画,

水路 の整備は済んでいる. A氏 は同地区 を中心に, 1999年 現在 で水稲22ha, ム

ギ29haの 大規模経営 を行 ってお り, 加 えて稲作については春作業10ha以 上, 秋

作業20ha以 上 を受託 している.

A氏 はさ らな る稲作経営規模 の拡大 を目指 し, また同県の転作カウ ン ト10%

をも考慮 して, 1998年 よ り自主 的に直播 を試行 し始 めた. 導入は 自主的な もの

で, メーカや普及機 関の主導によるものではな い (近 隣の試験機関 (以 下 「C

機 関」) か らのア ドバ イスは仰 いでいる). 5年 程度 を目途 に慎重 に定着を図っ

てお り, 徐 々に規模拡大 (1998年48a→1999年76a) しなが ら, 適正な直播 手法

を模索 している段 階である (1999年 までは背負 い式動力散布機 (ミ ス ト機) に

よる湛水散播→2000年 か らは代 かき同時湛水点播 を導入). 将来的には 自作の

農 地 を中心 とした水 田数枚, 計1.5ha程 度 までは直播 を定着 させ たいと考 えて

いる.

1999年 は, 直播 に失敗 し, 結果 として代か きし直 した上 での移植 を余儀 な く

され た. これは ミス ト機での播種では種子が土壌 中へ埋没す る深 さ (以 下 「埋

没深 」) を確保 しに くい こと, またその ことに加 えて早期 に落水 して しまった

ことか ら, 発芽直後 に田面お よび表層播種 された種籾が水面上に露出 して しま

い, 鳥害 に遭 ったためであ る.

さて, ここで ミス ト機 に一般 に共通 する埋没深の問題 につ いては考 えず, 鳥

害 の主要 因と考え られ る落水が早す ぎた点につ いて考えたい.

落水が早す ぎた原 因には, 1999年 に直播 を行った水田はモ グラ穴な どによる

漏水 が多 く (代 か き直後であ るに も関わ らず, 日浸透量が1cm程 度), 水管理

が 困難であ った ことが挙げ られ る. それ に加えて, B氏 が直播での水管理 に関

して適切な知識 を有 していなか った.

この うちの前者は, 圃場管理上の問題である.

後者については, A氏 自身 も地域 の研修会な どを通 じて様 々な知見 を集 めて

は いたが, 肝心 な部分はC機 関 に技 術指導 を頼 る形 となった. しかし著者がA

氏並 びにC機 関へ聞 き取 り調査 を行ったところ, C機 関がA氏 に対 して指導 し

た技術の内容 の中に, 代か き数 日後 に播種 し, 播種直後 に落水すべ きであるな

どと, ミス ト機 に関す る一般の知見 とは異な る点が何点か認め られた. これは
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C機 関 自身 が直播技術 を十分 に把握 で きて いなか ったためである と考 え られ

る. 具体的には, ミス ト機での散播では表層播種にな りやす く, また近隣の水

田で直播 を行 って いない ことか ら, 早期落水 した場合には鳥に集 中的に狙われ

る ことは容易に予期 できる. この点 をC機 関が指導時に考慮で きなか った点 を

指摘 してお きたい.

3.6.4 世代交代などの個人的な変化 を契機に した導入

【事例3-14】 茨城県 内原町のある農家は, 相続 に伴 う新規就農 と同時に直播 を

開始 した. 本研究では直播 を, 移植 を従 前の技術 と考 えた上での新技術 と位置

づけている. すなわち この農家の場合に とっては直播がオ リジナルな技 術であ

る. 例外的なケース といえよう.

3.7 3章 の 摘 要

本章では, まず直播 におけ る低 コス ト化は主 に省力化 され た時間の活用 によっ

て得 られ るものであることか ら, 省力化 こそが主 目的かつ意義深 いことを示 した.

その上で, 農 家類型 を省力化 する際の労働の利用 目的に応 じて 「稲作拡充型 」,

「複 合経 営拡 大型」,「第2・3次 産業拡充型」,「余暇増加型」の4類 型 に分類 し,

それぞれの直播の導 入意義 に関 して営農 の観点か ら検討 した. 結果 として 「稲作

拡 充型 」「複 合経 営拡 大型 」の農家 にとっては直播導入 の有効性が高い こと, 逆

に 「第2・3次 産業拡 充型 」の農家にとっては, 農外所得機会が労働の季節差が少

ないために労力配分 の効果が低 いことか ら, 直播導入の意義は低い ことを示 した.

続 いて大規模稲作農家が直播の導入 を判断す る過程 について, 従前の栽培法に

問題 が存在 して いることを前提に して,(1) 春先の省力化に よって所得機会が増大

で きる場 合に直播 を必要 だと発想 し,(2) 地域条件 を踏 まえて導入が可能であると

判断 し,(3) 直播の経 済性 を評価 し, 特 に最大の リスクであ る 「収量が激減する危

険性 」が回避可能 と判断す る, の各段階がすべて クリアされる必要があることを

整理 した. この うち最大 の障壁は直播の低収量性, 特 に技術の困難 さによる収量

大幅減 の危険性 と考 え られ た.
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さらに直播 を導入する契機 となる農家の経営上の変化につ いて, 圃場整備な ど

を契機 とした経 営の大規模化 ・法人化, 数戸単位での連携, 個人単位での規模拡

大, 世代交代 や相続な どの個 人的 な変化の4者 に分類 し, それぞれ につ いて事例

を紹介 した.

(3章 おわ り)
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4章 苗立密度の不均一性から見た田面均平の意

義

4.1 本 章 の 目 的

4.1.1 本 章 の 着 眼 点

直播, 特 に湛 水 直播 で は移植 以上 の 田面均 平 が求 め られ る ことが, 古 くよ り指

摘 され て い る. 例 えば 山崎 (1971) では, 乾 田 ジカ マキ, 移 植, タ ン水 ジカ マキ

の 順 に, 平 均 値 ±7.5cm, ±5cm, ±2.5cmが 必 要 だ と して い る. だが, 均 平 整 備

が 不 十 分 な場 合 に直播 イ ネの 生 育 に どの よう な問題 が 生 じ るか につ い ては, 序 章

で述 べ た三 石 らや 佐 々木 らの 他 に は, 具体 的 な指摘 は ほ とん ど為 され て いな い.

一方, 前章で問題視 した 「収量激減の危険性 」につ いては, その大 きな理 由と

して苗立密度の不均一性が挙げ られ る.

そ こで, 著者は苗立密度の観点か ら田面均平の重要性 について論 じることとし

たい.

4.1.2 本 章 の 目 的

上記に向けて, 本章では苗立密度 が1枚 の水 田内にお いて不均一になって いる

実態を把握す ること, 苗立密度が生育 ・収量 にどのような影響 を及ぼすかを検討

す ることを第一の 目的 として, 最 も苗立密度の不均一が生 じやす いと考 えられ る

湛水土壌表面散播 を行った水田にお いて現地調査 を行 う. また この結果を用 いて,

生育に とって適正な苗立密度 およびそれ を得 られ る適正播種量 を算出する.

続 いて湛水土壌表 面散播や湛水土壌中散播の ような苗立密度が不均一にな りや

すい手法 に着 目し, その苗立密度 の均一化 に対 して水 田均平整備が有す る重要性

について考察する こととす る.

4.1.3 湛 水散 播 へ の 着 目

本研究では本章以降 の章において, 湛水土壌表面散播, および湛水土壌 中散播

に注 目す る. 理由は以下の通 りである. すなわち, これ らの湛水条件下への散播

手法 は, 中小規模面積 向けの背負い式動力散粒機 か ら, 乗用管理機 に散粒機 を付

設 したもの, 無人 もしくは有人ヘ リコプタなどを用 いた大面積 向けの ものまで,
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多種 多様 な播種機が用 いられ る. そのため小面積への適用性か ら個人農家への定

着の可能性 (姫 田, 1995), また大面積 での高い播種作業効率 (農 業研究セ ンタ

ー, 1997) な ど, 様 々な可能性が期待 される. 特に後者については, 省力性 を重

視 した直播栽培の手法 の中でも, 散播は大面積に対す る省力性が最 も高い手法の

ひ とつ として注 目され る.

なお, 湛水土壌表 面散播 と湛水土壌中散播 との区別は, 前者は播種 した種子の

埋没は意 図 してお らず, 過去においては多 くの場合に酸素供給剤の被覆 を要 さな

か った*4-1のに対 し, 後者は酸素供給剤 を被覆 した種子 を土壌 中へ の埋没 を意 図

して播種す る方法である.

4.2 湛水土壌 表面散播 での苗立密度 の不均一 と適正 苗立密度

4.2.1 現地 調 査 の方 法

現地調査は, 湛水土壌表 面散播 (不 被覆での湛水散播) が行われている千葉県

佐倉市の水田 (【事例3-4】, Table 4-1) において行った. 収穫直前期, 田面の任

意 の箇所 にお いて, 50cm×50cmの コ ドラー ト (木 枠) を用 いてその枠 内に生育

しているイネの個 々の位置座標 と分げつ数 (測 定時期 を考 えると, 有効茎数 とほ

ぼ 同値 と考 えられ る) を測定 した (Fig. 4-1に 測定例 を示す).

Table 4-1 苗立密度測定 圃場 と播種方法

※) 共 に播 種 量 は5kg/10a, 品種 は コ シ ヒカ リ, 酸 素 供 給 剤 を粉衣 せ ず

*4-1 近年では酸素供給剤被覆の 自動化機械 が開発 され , かつて問題視 されていた作業競

合の問題 は軽 減 した. その ため, 乾 田直播 で も酸素供給剤の被覆 を行 うケースが見 られ

るほどで, 湛水直播で被覆 しない ものは以前 よりも減少 していると見 られ る.
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疎 密

Fig. 4-1 株 の位置座標 と分げつ数の測定方法 と結果の例 (定 幅散布

機に よる湛水土壌表面播種 水田にて, 1995年)

4.2.2 苗立 密 度 の不 均 一 の存 在 とそ の生 育 ・収 量 へ の影響

各測定点 におけ る苗立密度 と茎数の合計 との関係 をFig. 4-2に 示す. これ より,

Table 4-1の 播種法 では両手法 ともに苗立密度に4～5倍 の格差 が存在 していた.

また苗立密度が高 い方が個体あた りの茎数が少な くなる傾向があることが確認 さ

れた. また, 年度や圃場が違 うために一概には言えないが, ラジコンヘ リ散播の

方が動力散布機 よ りも密度の不均一性が大きい. この結果か ら, ヘ リ散播 では均

一な密度 で播種する ことが よ り困難である ことが推察 される.

続 いて この結果 をよりミクロに検討 し, ある個体の生育がその周辺の個体の生

育に影響 を与 えているか否かについて考える. Fig. 4-3はU地 区のデ ータを用 いて,

注 目した個体 (「中心個体」 と呼ぶ) の茎数 とその個体か ら半径15cm以 内に位置

する個体 (「周辺個体 」 と呼ぶ) の数 との関係 を, 全個体 につ いて示 した もので

ある. またFig. 4-4は 中心個体 を含ん だ半径15cm以 内の個体数 と茎 数の総和の関

係を表 した ものであ る (そ れぞれサ ンプル数は729). ここでイネの個体 に着 目

す ると, 周辺個体数が 多いときを苗立密度が高い, 周辺個体数が少な いときを苗

立密度が低 いと言 うことができる.
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Fig. 4-2 苗 立 密度 と面 積 あ た り総茎 数 の 関 係

(◆: N地 区=ラ ジコ ンヘ リ, □: U地 区=背 負 い式 動 力散 布 機)

Fig. 4-3 中心個体の茎数と周辺個体の個体数の関係
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Fig. 4-4 中心個体 の半径15cm以 内に位置する個体数 と茎数の関係

Fig. 4-3, Fig. 4-4か ら, 以 下 の2点 が 推 定 さ れ る.

1) Fig. 4-3よ り, 苗立密度 が低 いときには中心個体の茎数が多 くなる傾向がある

が, その数はば らつきやす い. 逆 に苗立密度が高いときには中心個体の茎数は

少な く, またば らつ きに くくなる.

2) Fig. 4-4よ り, 苗立密度 が低 いと面積 あた りの茎数 も少な くな る. 逆に苗立密

度 が高 いと面積 あた りの茎数 も多 くなる. これ らの増加はいずれ も頭打 ちにな

る.

以上 に加 えて, ここで測定 した茎数は有効茎数 とほぼ一致 していることか ら,

面積 あた りの茎数の増加はそのまま収量 の増加 と考 えることがで きる. また茎数

がば らつ いて いると穂揃 いが悪 くな って玄米品質が不揃 いとな る (例 えば星川,

1975).

さらに, 次節で述べ るように, イネは苗立密度が高 くなって も, 面積当た りの

収量が頭打ちになるだけで, 低下は しな いと考 え られる.

これ らの ことか ら, 茎数 が頭打ちにな る直前でかつできる限 り高 い苗立密度が,

生育の不均一 を生 じず, かつ多 くの収量 を安定的 に得やすい, 適正な苗立密度で

あると考 えられ る.
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4.2.3 適正苗立密度および適正播種量の算出

4.2.3 (1) 適 正 苗 立 密 度

茎 数が頭打 ちにな らず, しか も個体あた りの茎数 の不均一 を生 じさせないよう

な苗立密度が存在す ると考 え, それ を 「適正苗立密度」 と呼ぶ.

苗立密度の高低が広 く分布 しているU地 区のデータを用いて, 以下の ような検

討 を行なった.

まずFig. 4-2に つ い て, 苗 立 密度 と茎 数 との 関 係 を詳 細 に 見 る と,「0.25m2あ た

り25個 体 」 と い う数 値 を境 に, 面積 あ た りの全 茎 数 は, 100本 以 上 の値 を安 定 し

て とっ て い る.

ま た, 各 測 定 箇所 に お け る各個 体 の茎 数 のば らつ きを標 準偏 差 で 示 したFig. 4-5

か らは, や は り0.25m2あ た り25個 体 を境 と して標準 偏 差 が 小 さ くな っ て い る.

これ らの結 果 か ら, 苗 立 密 度 が25個 体/0.25m2以 上 で 面積 あ た りの 収 量 は 安 定

しやす くな って い る と言 え る.

以 上 か ら, 本報 で は適 正 苗 立 密 度 と して25個 体/0.25m2以 上, す な わち100個 体

/m2以 上 を用 い る こ とを提 起 す る.

Fig. 4-5 苗立 密 度 と個体 あたり茎数 のば らつ き
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4.2.3 (2) 適 正 播 種 量

適正苗立密度 を満たす ような播種量 (以 下 「適正播種量」 と呼ぶ) を, 以下の

ように算 出 した.

まず, 日本 で 多 く用 い られ て い る種 籾 の1000籾 重 は, 一 般 に20～25g程 度 で あ

る.

また圃場 全体 か ら見 ると苗立密度は不均一 となっているが, その ような状態の

下で苗立密度 の低 い部分が適正苗立密度以上 となるためには, 播種量を多 くする

必要があ る. その ことを踏まえて, 生存率 を大 き く決定づけ る出芽 ・苗立ち率を

60%と す る.

これ らを もと に適 正 播種 量 を (4.1) 式 の よ うに算 出 した.

(4.1)

したが って10aあ た りの 播種 量 と して は3.3～4.2kg以 上 が 必 要 で あ る. この結 果 か

ら, 適 正播 種 量 は 「10aあ た り4kg以 上 」 と表 す ことが で きる.

なお, こ こで提 示 し た適 正 苗 立 密度100個 体m-2以 上 お よび4kg 10a-1以 上 は, 1

章 で述 べ た既 往 の報 告 と遜 色 な い.

4.3 苗立 密 度が 過 疎 な箇所 の 問題 とその 制御 の ため の水 田整備

の重要性

4.3.1 苗 立 密 度の 過 密 ・過 疎

4.3.1 (1) 苗立 ち密度が過密な箇所での収量の安定性

水稲 の生育において, 栽植密度 がある程度以上になれば収量はほぼ一定 とな る

ことは, 山田 (1963) らな ど多 くの文献で述べ られている. しか し, これ らの既

往の研究は1株2～3個 体植 えで行なわれて いる. そ こで湛水散播の ように個 々の

株が1個 体ずつ の場 合に もこれが成立す るか否かについて, 以下の ような試験 を

行なった.

試 験 は 東 京 大 学農 学 部 構 内の ライ シ メ ー タ (2.4m×1.2m) 2基 を用 い て, 16cm

間 隔 (256cm2/株) か ら5cm間 隔 (25cm2/株) の6種 類 の実 験 区 に, 葉 齢3の コ シ ヒ

カ リを1個 体 ず つ移 植 し (1995年5月19日), 9月28日 に収 穫 した.
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Fig. 4-6に 各実験 区におけ る中央付近 の約30株 につ いて測定 した穂重お よびそれ

を面積 あた りに換算 した結果 を示す. 株 あた りの穂重は栽植密度 が高 くなるに従

って概ね少な くな るが, 面積 あた りに換算す ると7cm間 隔区を除 いて300kg/10a前

後*4-2でほぼ一定値 となった. この結果か ら, 山田 らなどの既往の研究は1個 体植

えの場合に も適用 できると考 え られる.

また, 生育初期の苗立密度 が過密な箇所では, イネが 自ら競合 ・淘汰す ること

によって苗立密度 を是正する可能性が考 えられ たが, 5cm間 隔の過密 な実験区で

も収穫期 までに競合 によって抜け落ちた ものは皆無であった. このことか ら, 個

体 同士が接触 しているような超過密条件でなければ, 競 合に よる苗立密度の調節

は生 じに くいであろう. したが って生育初期 に決定 された苗立密度は, 収穫期 ま

でほ とん ど変化 しない ことが推察 され る.

Fig. 4-6 株 あた り1個 体植 えでの栽植密度 と収量 との関係

*4-2 収量が標準値 に遠 く及んでいないのは, 本試験はライシメータ設置場所の制約か ら,

全般 的に 日射量が少なかったためだと考え られ る.
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4.3.1 (2) 苗 立 密 度が 過 疎 な箇所 にお ける 収量 につ いて

逆 に苗立密度 が低下 した場合には, ある程度 の密度 までは面積 あた りの収量が

維持で きるが, その密度 よ り低下 した場合にはその箇所 における収量は低下する

と考 え られる.

例 えば鳥害の場合, 播種 され た種子や発芽直後の乳苗が, 局所的 ・集中的に食

害 され る.【 事 例3-13】 のような田面全体 で被害 に遭 った例は特殊だ と思われ る

が, 数m2～数10m2に 渡 って食害 を受けた例は著者 は何例 も見 てきた. その よう

に して部分的に苗立密度が過疎 にな った場合, その部分は面積あた りの収量は低

下す る.

この ように, 苗立密度が過疎 にな る箇所がで きることが, その水 田におけ る収

量の低下の要因のひとつ になっている. さらに こうした過疎 となる箇所 が広がっ

た場合 に,「 収量の大幅減 」が生 じるのだ と考 えられ る.

なお, 苗 立密 度 の 下 限値 につ いて は, 前述 の とお り佐 々木 ら (1999) が24～46

本m-2と して い る.

4.3.2 苗 立 密度 の 不均 一 を生 じる要 因

湛水散播における苗立密度 の不均一 は, 以下の要因によって生 じると考 え られ

る.

1) 播種段 階におけ る播種密度の不均一,

2) 発芽 ・出芽 ・苗立ち (い わゆる初期生育) の不均一,

3) 主に生育初期 におけ る, 外的要因 (風 ・波など/鳥 害 ・貝害 など) による個

体数減少.

以下で これ らを個 々に検討 し, 苗立密度の不均一 を抑止す る対策 について考察

す る.

4.3.2 (1) 播 種密 度 不 均一 の 制御

第一に考 えられ るのは, 播種密度の不均一性がそのまま残 って苗立密度 に影響

す る ことであ る. 特 に播種密度が薄い箇所は, 面積あた り茎数を分げつのみで確

保す ることは困難であ るため, 収量の減少を誘発 しかねない.

播種密度の不均一は, 播種作業者の技術に もよるが, 多 くは播種機械 の精度 に

起因す るもの と思われ る. したが って, 均等な密度で播種で きるような機械技術

の開発が必要である. 他に も, 播種密度が過 疎な箇所を作 らないように播種量を

若干多めにする こと, また, 特 にヘ リコプターによる散播の場合には, 薄 目の密
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度 での播種 を数回繰 り返す ことなども効果的だと考 えられ る.

4.3.2 (2) 発 芽 ・出 芽 ・苗 立 ち の 制 御

出芽 ・苗立ち を決定づけ るのは, 気象条件 と圃場条件 である. 以下の考察か ら,

これ らは 「気象条件 による圃場全体 の平均的発芽 ・苗立 ち率の低下」 と 「圃場条

件に よる局所的な苗立ち率の低下」とは明確 に区分 して議論す るべ きだと考 え ら

れ る. 以下 にそれぞれの主な因子 を挙げる.

1) 気象 条件

例 えば (宮 坂, 1973) は湛水散播 は年平均8℃以 上 の地域であ ることが必要 と

して いる. 播種時期の気温が低 い場 合には苗立ち率は激 し く低下す る. このよう

な気象条件 による発芽 ・苗立ち率の低下 は圃場全体 に一様 に影響す るものであ り,

人為的な対処が とりに くい. したがって播種密度 をあ らか じめ高めてお くこと,

低温発芽性 の強 い品種を使用す るなどの対応が求め られ る.

2) 圃場条件

序章にて既述 のとお り, 湛水直播では根の土壌中への進入 を目的 として, 発芽

後 にいったん落水す る 「落水出芽法」を行 うのが今 日では一般 的になってきてい

る. その場 合, 均平が悪い場合には, 落水期 間中に も局所的な凹地に湛水が残 り,

その ために根が表層か ら出 る (タ コ足状態) 浮き苗が生 じる. したがって速やか

かつ湛水残留の微少 とな るような, 高い精度の地表排 水が求め られ る. 1章 にて

前述 の ように, 地表 排水は均平精度 と凹部の連続性 に依存す る (例 えば 丸山,

1975な ど) が, この ことか ら類推 して, 圃場 内の凹凸を極力減 らし, 明渠 を設け,

さらになおかつ排水路側に向けて緩傾斜 をつけるな どといった整備 を行なう必要

が生 じる.

さらに, 湛水土壌 中散播の場合には種子が適切な深度 に埋没する必要が ある.

その ためには, 播種機械の精度 も必要だが, 水田表面土壌の軟弱度や, 湛水によ

る抵抗な ども均一化す る必要がある. この点でも田面均平の重要性が示唆 され る.

これ らの ような圃場条件による発芽 ・苗立ちの低下は局所的に生 じるものであ

り, また極端な場合 には水 田内の大 きな面積で苗立ち不足が生 じる危険性がある.

これへの対応は播種密度 を高めるだけでは不十分 で, より厳密な均平精度の確保

や排水性の向上 など, 水田管理条件の向上が強 く要求 され る.

4.3.2 (3) 外 的 要 因の 制御

まず, 発芽直後の稚苗の段階にお いて, 根づ きが弱 いために風や波によって生

じる抜け落ちが考え られ る. 湛水散播の場合は種子の埋没深が浅 くな りやす いこ
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とか ら, 適正 な埋没深 を得 る ことが望まれる. また, 特に大 区画水田では波 の影

響が大 きいが, 湛水深調整 の意味 も込めて波板な どを利用 している地域が存在す

る.

次に考 え られ るのが, 発芽直前 ・直後の種子が鳥害 に遭 うことである. ハ トや

スズメは水面か ら露出 した箇所の種子 を, カモは水没 した箇所の ものを好んで食

うとされる. 鳥害の抑制 のためには,種 子の適切な埋没が必要である. また先述

の ような局所的 ・集中的な被害 を回避す るためには, 湛水深 の均一化が有効 だと

考 えられる.

さ らに近年 では, 九州地方 を中心 にスク ミリンゴガイによる食害が大 きな問題

とな っている. この貝は特 に1～2葉 期のイネを好むため, 移植 イネは食害に遭 い

に くい反 面, 直播 イネは被害 に遭 いやすい. 著者の調べ*4-3では, 2002年 現在で

被害地域 は東海地方以西の太平洋岸 に当たる. これを抑制する方法 としては, 貝

が移動 しに くくな る浅水での管理が有効だ とされ る. すなわち, ここでも湛水深

の均一化が重要である.

以上のように, 外的要 因による苗立密度の低下について も, 埋没深 の確保, 湛

水深の均一化 といった水 田管理 が関係する ことが指摘で きる.

4.3.3 直播での苗立密度の制御 に対する水田管理の重要性

ここまでの考察は, 以下のよ うに整理 できる (Fig.4-7).

1) 期待 できる苗立密度の最大値 は, 播種密度である.

2) 苗立密度は, 気象条件 (人 為的な制御は不可能) に由来する水 田全面での一様

な苗立 ち率の低下 と, 圃場条件 (人 為的な制御が可能) に由来する局所 的な苗

立ち率の低下および苗立ち数 の減少によって決 まる.

3) 直播 での収量低下の問題の うち, よ り重大な問題 だと考え られ る 「収量激減」

は, 局所的な苗立密度の過疎化がその大きな要因だと考え られ る. そのため,

直播 での収量低下 の問題に対 しては, 水田管理水準の向上が寄与 できると考 え

られ る.

* 4-3 北海道 , 北東北地 方を除 く全 国 の農 業 改 良 普 及 セ ン ター へ の郵 送 ア ンケー ト

(2002年12月 実 施, 回収 率77%; 調 査結 果 は巻末資料6に 掲載) に よ っ て把 握 し

た.
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Fig.4-7 直播 で苗立密度低下 に起 因す る収量低下が生 じる過程の概念 図
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4.44 章 の 摘 要

安定的かつ均一的な苗立密度 を確保す る観点 か ら, 田面均平精度の問題につい

て論 じた. 湛水土壌表面散播圃場での調査によ り, 苗立密度の不均一性の存在を

把握 した上で, 直播の面積あた り収量の低下は こうした苗立密度が過疎 とな る箇

所が原因 となって生 じること, さ らに苗立密度 が過疎 となる箇所が拡大す ること

によって, 収量 の大幅減が生 じることを示唆 した. また, 散播 での適正 な苗立密

度 および播種量 につ いて, それぞれ100本m-2, 4kg 10a-1という数値 を算 出した.

これは既報 とほぼ一致する結果である.

続 いて, 苗立密度が過疎 となる要因につ いて整理 ・検討 し, 播種 した種子の適

切 な埋没や, 落水出芽法に よる根の土壌進入の促進, 鳥害 ・貝害の回避の点で,

田面均平精度 の向上が関与す ることを考察 した.

(4章 お わ り)
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5章 代かき後の水田における表層土壌硬度の

分布 と変化過程

5.1 本 章 の 目 的

5.1. 着 眼点の整理

5.1.1 (1) 埋没深への着 目

前章で, 直播の収量低下 に対 して, 田面の均平精度の 向上 や, 水管理の方法で

対処 し得 る ことを論 じた. それ らのうち, 本章では播種 した種子の埋没に注 目す

る. これ は以下の理 由による.

まず1点 目と して, 種子 を適切な深 さに埋没 させ る ことは苗立密度 の確保に重

要な因子 であることが挙 げ られ る. 具体 的には, 埋没深が深過 ぎる場合には不出

芽を生 じる. また浅す ぎる場合には栽培初期の鳥害や抜け落ち, 栽培後期の根転

び型倒伏な どを生 じる. この ように不適切な埋没深は, 収量の局所的な低下, さ

らには収量激減に対す る直接的な原因になる. したが って埋没深 を適切に制御す

る ことが期待 され る. に も関わ らず, 埋 没深の制御につ いては, 起伏*5-1の関与

は推察 され るものの, その詳細はわかって いない. またその他の因子の寄与につ

いても明 らかになっていない.

2点 目として, 埋 没深は圃場管理 の状態 を敏感に受けやすい因子であ ることが

挙げ られ る. す なわち埋没深 を精緻に制御できる圃場条件は, 他の因子 をも満 た

せ る圃場管理条件 とな ると考 えられ る.

5.1.1 (2) 湛水土壌中散播で埋没深に関与する因子

前章では湛水土壌表面散播 と湛水土壌中散播の両者 を対象 としたが, 本章 では

この うち, 湛水土壌 中散播 を対象 とす る. 前章で述べ たとお りあ らゆる面積規模

の水田に適用可能な こと, 大区画水田に対 しては省時間性が高 いことといった利

点はある. しか しその反面, 姫田 (1995) も指摘 しているとお り, 湛水土壌 中散

*5-1田 面 の凹凸 の程度 を示す用語 としては 「均平度 」「微地形」が用 い られるケースも

あ るが, 本章 では 田面の凹凸 を ミクロにかつ直接 的に表 した 「起伏」 を用いる. なお,

本研究 では 「均平精度」 も用 いて いるが, これは 田面全体の起伏の状態 をマクロに示 し

た指標である.
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播 では 「埋没が不完全」にな りやすい.

さて, 湛水土壌中散播での埋没深に関与する要因 としては,

・播種方式, 特に種 子を落下 させ る高さ,

・被覆種子の大 きさおよび重量,

・土層 による抵抗, 主 に表面付近の土壌硬度,

・湛水 による種 子への抵抗, これは湛水深で決 まる.

の4つ が挙 げ られ る (Fig.5-1).

5.1.2 本章の 目的

本章 では, 湛水土壌 中散播における種 子の埋没深 に関係す るに も関わ らず, 従

来は面的分布の測定 が困難 だった代か き後の水田の表面土壌硬度 につ いて, その

分布 と変化の過程 を, 田面の起伏や湛水の残留に着 目しなが ら現地試験 を行 う.

Fig.5-1 湛水散播 での埋没深 に関与す る諸因子
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5.1.3 語句説 明

5.1.3 (1) 湛水土壌 中散播

姫 田 (1995) *5-2は この直播方式 を,「 代か き後浅水状態 とす るか または落水 し,

被覆量 を増加 して重 くした種子 を土中に落下 させ, 種子の 自重によ り (土 中に)

埋没 させ る播種法 」 としている (括 弧内は著者注). すなわち, 土中への埋没 を

期待 して代 かき後の水田に散粒する手法である.

本章以下では, この手法のみ を 「湛水散播 」と簡略化する.

5.1.3 (2) 湛水散播 における種籾の埋没深

種子の埋没の程度 を示す指標 としては, 一般 には生長後の苗を土か ら引 き抜 い

て測定す る 「播種深度 」が用い られ る. ところが本研究では種子が埋没 した深 さ

を直接測定 して いる ことか ら, 新 たに 「埋没深 」を定義す る. これは覆土厚 を想

定 し, 土層表面か ら埋没 した種子の上面までの垂直長 さとす る. また 「不埋没」

とは, 種子の上 面が土層表 面よ り上にあることを示す.

湛水散播では埋没深が確保 しに くいため, 寒冷地では発芽 ・苗立ちの安定化を

もた らすが, その反面, 浮 き苗や転び型倒伏 を引き起 こす. 特に不埋没の場合に

は これ らばか りでな く, 鳥害 に遭 う原 因とな り,「 局所的 な苗立ち率低下 」の大

きな要 因とな る. したが って不埋没の回避 を先決事項 として考 える必要がある.

なお, 序章で も触れたとお り, 湛水直播 での適正な播種 深度は, 寒冷地 や暖地

の早播 では0.5～1cm, 暖地の普通期播では1～2cmと され る (姫 田, 1995). 適正

な埋 没深 も播種深度 とほぼ 同等 と考 えられることか ら, 本章では気候条件 を考慮

せず, この両者 を併せ た0.5～2cmを 適正な埋没深 と考 える.

なお, 気候条件 を考慮 しないことで適正 と考 える埋没深の範囲 を拡大 した こと

にな ったが, それ にも関わ らず, 以下の結果 に見 られ るように適正な埋没深 を得

ることは難 しか った.

*5-2 最 も新 しい直播方式の整理である農業研究セ ンター (1997) に よれば , 湛水土壌中

散播は 「湛水直播 ・耕起代か き表層播種 」に含 まれ る. ところが, これ は姫 田 (1995)

な どでは 区別 され ていた 「湛 水土壌 中散 播 」と, 埋没 を期待 しな い 「湛水土壌 表面散

播」 とを統一 した ものである. 似 た語句で 「湛水直播 ・耕起代か き土中播種 」が見 られ

るが, これは条播, 点播のみが想定 されてお り, 散播は含まれていない.

以上の理 由によ り, 本章 では少 し古 い呼称 だが, 姫 田 (1995) によるものを用 いるこ

ととする.
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5.1.3 (3) 被 覆種 子

これ も前述 の とお り, 直播 (特 に湛 水 直播) に 際 して は, 埋 没 の た めの重 み 付

け と, 埋 没 し た際 の 酸 素 供 給 を 目的 と して, 種 子 を被 覆剤 で コー テ ィ ング (粉

衣) す る. 一 般 に用 い られ て い る被 覆剤 は, 商 品 名 「カ ルパ ー粉 粒 剤16」(主 成

分 は過 酸化 カ ル シ ウムCaO2) で あ る. 実 際 の 直 播稲 作 で は, 種 子 の2倍 重 の カル

パ ー 粉粒 剤16を 被 覆 した もの (す なわ ち, 種 子: カル パ ー粉 粒 剤16=1:2) が 一

般 に使 われ る. 地域 に よ って は被 覆 剤 を加 減 した り, 土 を混 ぜ た りして い る.

以下 では この 作 業 を 「被 覆 す る」 とい い, 被 覆 され た種 子 を 「被 覆 種 子 」 と呼

ぶ.

5.1.4 水 田表面の土壌硬度

5.1.4 (1) 水 田表面の土壌硬度

直播 に関係す るのは代か き後数 日間におけ る軟弱な水田の, しかも表 面付近の

硬度 である. 本研究では これを以下に示すように, 測定法 に応 じて 「表面土壌硬

度 」「水田表 面硬度」 と呼ぶ こととす る.

5-1-4 (2) 水 田表面の土壌硬度に関する既往の研究

水 田の土壌 硬度 に関す る既往の研究は, 例 えば 田渕 (1966) な どの ように, 機

械使用の観点か ら行われて いる ものが多い. そのため移植時期 よりも収穫時期に

おける報告が多 く, また耕盤・ 心土 までを含めた硬度の深 さ方向への変化 を追っ

ているものが多い.

しかし, 代か き後数 日間の軟弱な表面硬度については, 測定が困難な ことも関

係 す る と思 わ れ るが, 研 究 例 が見 られ な い. 例 えば 現 場 レベ ル で は多 田 ら

(1967) が コー ンペ ネ トロメータで測定 してい るが, 表層の地耐力は0と 記 され

ている. 雷 ・多田 (1987) は実験室 レベルでフ ォールコー ンに よる測定 を行 って

いるが, ハ ス田を想定 している ことか ら, 後述 の表層の水面上へ の露出につ いて

は考慮 していない.

直播 に関連 しては, 表層硬度の簡便な 目安 として, 下 げ振 り貫入深やゴルフボ

ール落下露 出高 が用 い られ る ことが ある (例 えば農業研究セ ンター , 1997). し

か し この 方法 は 目安 に しか な らず, 定量 的 な 測定 に適 さな い. な お, 澤 田

(1989) は下 げ振 り貫入深やゴルフボール落下露出高 と散播での種子の貫入深 さ

の関係 を次元解析 によって検討 しているが, 本研究で後述す る湛水の抵抗 につい

ては考慮 していない.
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5.2 現 地 試 験 の 方 法

5.2.1 現地試験の 目的

代か き後の水 田において, 表層硬度 を如何に して 田面全体で適正な範囲内に維

持す るかに注 目した.

表層硬度について考 えるためには,

1) 湛水下での硬化,

2) 減水 (代 か きしたば か りなので浸透は微少, 蒸散 は0の ため, 蒸発が主因 と考

えられる) によって表層が水面か ら露出 した後の硬化,

3) 表層硬度の分布,

につ いて検討す る必要がある.

1) には代か きか らの時間経過 による硬化, 2) には露出 してか らの硬化, 3) には

起伏 に基づ く湛 水残留の有無が関与する と考 えられ る. そ して これ らを検討する

ためには, 起 伏に伴 って湛水が残留 している箇所の時間変化 を追 う必要がある.

そ こで, これ らを以下の現地試験 によって検討 した.

5.2.2 現地試験の方法

現地試験 には埼玉県北葛飾郡鷲宮町の沖積水 田 (長 辺78m, 短辺28～22m, 面

積19a, 表 層 はSiL室 内実験 で用 いる土壌 は, 作土, 耕盤 ともに この水 田の土

壌) を用 いた.

この水 田は隔年休耕で, 水稲作 をする年は湛水土壌 中条播 を行っている. 経験

則 によ り, この水 田で表層硬度が播種 に適当にな るのは代かき2日 後である.

当試験は休耕年の1999年 に, また水利権の都合で8月 中旬に行った.

試験 に先立 って8月6日 に荒代 かき, 13日 に植代か きを行 い (鷲 宮町農業セ ンタ

ーのオペ レータに依頼), 地表排水 させず, 主 に蒸発 によ り減 水 した (小 型蒸発

計, 東大式漏水量迅速測定 器による測定では, 蒸発量は5mm/day, 浸透量は0).

表層 が露 出 し始 めた8月16日 か ら20日 (代 かきの3日 後 (測 定1日 目) か ら7日 後

(測 定5日 目)) の5日 間, 24時 間お きに, 田面に等間隔 (8m×6m) に設定 した

グ リッ ドポイ ン ト (Fig.5-2に 試験水田の概況 とグ リッドポイ ン トを示す) にてコ

ー ン進入深 を測定 し, また湛水残留箇所 をスケ ッチ した (Photo 5-1).

なお, 試験期 間中の降雨 は植代 かき翌 日の約50mmの みであった. これによっ
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て表層 の露 出までの 日数は延 びたが, 表層の凸部 さえもまだ水面上 に露出 して い

な い段階へ の降雨 であった ことか ら, 表層硬度に対 しては影響 しないもの と見な

せ る.

その後, 水 田が完 全に乾燥 した10月4日 に, 2mグ リッ ドでの レベル測量を行 っ

た.

5.2.3 現 地 試 験 に お ける土 壌 硬 度の 測 定方 法

軟 弱 な 表 層 硬 度 を現 場 で 測 定 で き る装 置 と して, フ ォール コ ー ンを応 用 した

「土 壌 表 面 硬 度 計 」(林 ら, 1998: 大 起 理 化 よ り市 販) に注 目し た.著 者 は これ

を よ り軟 弱 な 土層 に も対 応 させ るべ く, コー ンを小 さ く軽 く改良 した (も との コ

ー ンは 先 端 角44.5度, コ ー ン断 面積16.0cm2, 自重115gf. 改 良 後 は 先 端 角 同 じ,

コ ー ン断 面 積5.39cm2, 自重46.0gf). この 装 置 (Photo 5-2) を 「水 田表 層 硬 度

計 」 と名 付 け る. コ ー ンが 自重 に よ って土 中 に進 入 す る深 さ を数 回測定 し, そ の

平 均 値 を 「コー ン進 入 深 」 とす る (Fig.5-3). な お, この コ ー ン進 入 深 は, 表 層

が柔 らか いほ ど大 きな 数値 を示 す.

コ ー ン進 入 深 と埋 没 深 との 関係 の 確 認 の ため, 以 下 の予 備 実験 を行 った. 土壌

は 現 地 試 験 水 田 の作 土 (SiL) を使 用 した. これ を60cm×40cm×30cmの 容 器 内

で 念 入 りに練 り返 し (代 か き をイ メ ー ジ), 表 層硬 度 は練 り返 しか らの経 過 時 間

で 制 御 した. そ こに 被 覆 種 子 (2倍 重被 覆, 品 種: 日本 晴, 平 均0.096gf, 標 準 偏

差0.030gf) を 落下 高 さ1mで 播 種 して埋 没深 を測 定 し, ま た コ-ン 進 入 深 を測定

した. なお, この 実験 に お いて は, 湛 水 の抵 抗 の影 響 を除 くべ く, 残 留 水 を排 除

した.

結 果 をFig.5-4に 示 す. 水 田表 層 硬 度 計 は, 適 正 な埋 没 深 を得 られ る表 層硬 度 を

測 定 可能 な範 囲 と して ほぼ 含ん で い る. 具体 的 には, 寒 冷地 及 び暖地 の 早播 に適

当 な 表 層硬 度 は コ ー ン進 入深2～3.5cm程 度, 暖 地 の普 通 期 播 に は3.5～5cm程 度 で

あ る. ま た, 図 に は 示 さな いが, コー ン進 入 深1cm以 下 で は 大 半 が不 埋 没 とな っ

た.

以 上 か ら, 水 田表 層 硬度 計 が 本 試験 にお け る測 定 の 目的 に対 して 妥 当で あ る こ

とが 確 認 され た.
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Fig.5-2試 験水田の概況

Fig.5-3水 田表層硬度計の測定法の概念
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Fig.5-4 コ ー ン進 入深 と埋 没 深 の 関係
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Photo 5-1 現 地 試 験 の 様子

Photo 5-2 水 田表 層硬 度 計
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5.3 現地試 験の結果 と考察

5.3.1 表層 硬 度 の 変化 過程

Fig.5-5に 試 験 水 田 の コ ン タ ー マ ッ プ (平 均 値+2.9cm～-5.5cm, 標 準 偏 差

11mm) を 示 す.

各 測 点 に お け る コ ー ン進 入深 と湛 水残 留 箇 所 の 日変 化 をFig.5-6に 示 す. 湛 水残

留 箇 所 がFig.5-5の 起 伏 に ほぼ 一致 して い る こと を確 認 した上 で, 以 下 につ いて 見

て い く.

Fig.5-5 試験 水 田の起 伏
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測定1日 目 測定2日 目 測定3日 目 測定4日 目 測定5日 目

凡例:

・上図の数字はコーン進入深 (cm).

・下図は網掛け部分が湛水残留箇所, 白い部分が地表が露出した箇所.

Fig.5-6 代か き後 の水 田におけるコー ン進入深 と湛水残留箇所 の分布 と日変化

―104―



5章 代か き後の水田における表層土壌硬度 の分布 と変化過程

まずは表層硬度 の変化過程 について, 表層が露出する前後に着 目して考 える.

Fig.5-7に 露 出前 々 日か ら露出2日 目までの間の各測点 のコー ン進入深の変化 を,

またTable 5-1に 露出前 日に対する露出前々 日, 初 日, 2日 目それぞれのコー ン進

入深の比 を示 した. これ らか ら, 代 かき後の表層硬度 は湛水下 では硬化が徐 々に

進む もののその変化量は小 さいのに対 し, 露 出後には大 き く硬化が進む ことが見

て取れ る (概 念図 をFig.5-8に 示す). 例 えばFig.5-4で 述べ たコー ン進 入深2～5cm

は, 湛水が残留 して いれば代か きか ら数 日間は維持 され るが, 露出後 は長 い時間

は維持 できない.

露出前々 日 露出前 日 露出初 日 露出2日 目

Fig.5-7 表層の露出前か ら露出後におけるコー ン進入深の変化
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Table 5-1 露 出 前 日の コー ン進 入深 に対 す るそれ ぞれ の 日の コ ー ン進 入深 の 比

Fig.5-8 代か き後の表層硬度が変化す る過程 (概 念 図)

なお, Fig.5-7 な どで 「露出初 日」と表現 したが, 各点が露出 してか ら何時間後

なのかは, 今 回の24時 間おきの測定 ではわか らなかった. 露出か らの経過時間と

硬度変化の関係 に関す る詳細な検討は, 今後への課題 となる.

5.3.2 表層硬度の不均一性 に対する起伏の影響

次に, 起伏 に基づ く露出の時間差 が田面全体での表層硬度の不均一性 にどう影

響す るかにつ いて見 る.
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Fig.5-6 を見 ると, 湛水下にある測定1日 目, 2日 目にも, 田面全体での表層硬度

は不均一 である. この原 因 としては, 代か きが均一に行 えなかったなどに よる表

層硬度の初期値の違 いな どが考 えられ る. しか しその不均一性 も, 値 の幅は小 さ

い.

と ころが, 測定3日 目以降, 水面か ら露出 した箇所 と湛水下 にあ る箇所 とが共

存す るよ うになると, 前者 は硬化が大 き く進むのに対 し, 後者 は変化 が小 さいた

めに, 両者 間の表層硬度 の差が大 きくな る. 結果 として田面全体での表層硬度の

不均一性 は拡大す る. 起伏が大 きければ大 きいほど露 出す るタイ ミングの差は拡

大す ることか ら, この値の幅は さらに拡大す ると考 え られる.

5.3.3 埋没深制御 のための均平精度向上の重要性

本章の視点 である湛水散播での埋没深の制御のためには, 表層の硬度が 田面全

体で一様に適切 な値で分布す ることが望 まれる. そのための方策 としては, 田面

の均平精度 を高 め, 露出までの時間差 を小 さくす ることの重要性が この試験 の結

果か ら指摘 され る.

具体的 には, 露 出後1日 を経過す ると硬度が大幅に増す (コ ー ン進入深が半減

; Table 5-1よ り). そ こで露出か ら1日 程度が散播 され た種子が埋没す ることが

可能 となる限界値 だと考 えると, 日減水深 を考慮 して, 水面か らわずか数mmの

部分 までに限 られ ることになる. この ことにつ いては, 7章 にて詳細に考 えるこ

ととしたい.

5.4 5章 の 摘 要

湛水土壌 中散播での種子 の埋没に対 して田面起伏 ・均平精度が及ぼす影響につ

いて掘 り下 げた.

散播での種子の埋没深は, 落下速度 (落 下高 さ), 種 子の質量の他, 代 かき後

の土壌硬度, 湛水 による抵抗 といった田面起伏 に関与す る要因に影響 され る. そ

こで本章では代か き後の水 田における土壌 の硬化過程 とその田面起伏 との関係 に

つ いて現地 にお いて測定 する こととした. 軟弱な土壌 の硬度評価については過去

に例がないが, ここでは測定 には簡易なフ ォールコー ンを利用 した. その結果,
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湛水下 にお いては表層硬度はゆっ くりと硬化 していき, 代 かきか ら数 日間は種子

の埋没が可能な硬度 が保 たれ るのに対 し, 表層が水面か ら露出 した後の硬化は急

速 で, コー ンの土中への進 入深 は露 出か ら1日 程度 でほぼ半減 した. 散播 された

種子 の埋没深 を制御す るためには表層硬度の均一化が必要だが, 以上の結果か ら

田面起伏 に伴 う湛水残留の有無, お よび露出 までの時間差の ために表層硬度は不

均一 にな ることが把握で きた

(5章 おわ り)
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6章 湛水土壌中散播の種子埋没深に関する実験的検討

6章 湛水土壌中散播の種子埋没深に関する実

験的検討

6.1 本 章 の 目 的

前章では湛水散播で埋没深 に影響するのは土壌に よる抵抗 (主 に土壌の硬度 に

関 係), 湛 水に よ る抵抗, 種 子の質量 と大 き さ, 水面到達速 度 (落 下 高 さに関

係) である と整理 し (Fig.5-1), その上で散播での種子 の埋没の可否に代 かき後

の 田面起伏が及ぼす影響 につ いて検討 した.し か し,土 壌硬度 の測定法 (6.2.4

にて後述) やその再現性, また種子 が埋没す る深 さの直接的な測定や, それに種

子の質量 などの上記 の諸 因子が どう影響す るか といった課題が残 されている.

こうした背景 をもとに本章では, 湛水散播 における種子の埋没深に, 湛水深お

よび土壌 の硬度, 被覆種子 の質量 と大 きさの違 い, 落下高 さといった諸因子が ど

の ような影響 を及ぼすかにつ いて, 室 内実験 にて検討 を行 うことを目的 とする.

6.2 室 内 実 験 の 方 法

6.2.1 室 内実験の 目的

散播 における種子の埋没深に, 湛水深, 土壌 の硬度, 被覆種子の質量 と大 きさ

の違 い, 落下高 さといった諸因子が どのような影響 を及ぼすかについて, 定性的

な検討 を行 うことを 目的 とする.

6.2.2 土層の作成

土壌 は埼玉 県北部の沖積 水田の作土 および耕盤 (と もにSiL) を用いた. 2mm

ふ るい通過後, 実際 の水田の状 況に合わせて作土は固相率29%で15cm, 耕盤 は

固相率43%で4cmの 深 さでカ ラム (断 面積320cm2, 断面は円形) に充填 した. 耕

盤の下には川砂 を1cm敷 いた.

続 いて, 下方か らの浸潤によ り1cm湛 水 した後, 先端 を切 った泡立て器で深 さ

10cmま で1秒 間 に カ ラ ム1周 の 割 合 で練 り返 し (代 か き を想 定) を行 っ た

(Photo 6-1). 練 り返 しは実験 開始2日 前 (荒 代か きを想定) に10秒 間, 実験開
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始時 (植 代か きを想定) に20秒 間行った. 設定 する湛水深が1cm以 外の場合には,

実験 開始6時 間後 (土 粒子が概ね沈下 した と目視 され た) に測定する湛水深, す

なわち0cmか ら3cmま で1cm間 隔の4通 りに設定 した.

その後, 蒸発はカラム上面 をラ ッピングフ ィルムで覆 って, また降下浸透 はカ

ラムに排水 口を設けない ことで, ともに抑制 した. また, 時間が経過す るに した

が って土層 は沈下 し, それに伴 って湛水が増 えることにな る. そ こで湛水深 は,

播種 を行う直前 ごとに注射器 を用 いて水を吸 い出す ことによって微調整を行 った.

6.2.3 被覆種子 と播種方法

6.2.3 (1) 被覆種子について

被覆種子 は, 種子: カルパ ー粉粒剤16=1:2の 比で被覆 した もの (以 下 「2倍

重 」) を主 とし, この他に1:1と1:3の 比で被覆 した もの (そ れ ぞれ 「1倍重」,

「3倍重 」) を用 いた (Photo 6-2). 種子の品種 は 日本晴を用いた. 実験 に用いた

被覆種子すべ てにつ いて, 質量, および形状 を回転楕 円体 と見 なした上で, 長径

と短径 を測定 した (Table 6-1).

被覆種 子の播種法 は, 背負 い式動 力散粒機 に よる播種 を想定 して, 落下高 さ

1mか らの 自由落下 を基準 とした. 比較のために落下高 さ2mも 用 いた.

各湛水深 のそれ ぞれの表 面土壌硬度 に対 して, 被覆種子は20粒 ずつ播種 した.

6.2.3 (2) 埋没深の測定法

実験 に際 しては, 埋没深は以下のように直接測定 した. すなわち, 播種 した種

子 がカラムの どの位置に落下 ・埋没 したのかを 目視によって確認 し, 直後にその

位置 に縫 い針を, 種子に接触す るまで静かに刺 し入れ, 針が土壌表面か らもぐっ

た深 さを0.1cm単 位 で測定 した.

Table 6-1 被覆種子の質量 と大きさ (平 均 ±標準偏差)
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Photo 6-1 カ ラム の練 り返 し (疑 似代 か き) の方 法

Photo 6-2 被 覆 種 子 (左 か ら3倍, 2倍, 1倍 重被 覆 種 子)
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6.2.4 室内実験における土壌硬度の測定方法

表面付近 の 「極度 に軟 らかい」土壌硬度 を詳細に測定すべ く, S社 のデ ジタル

フ ォー スゲージ (分 解 能0.001N)(Photo 6-3) を, 以下の ようにコー ンペネ トロ

メータのように用 いて測定 を行った (Photo 6-4). すなわち, 先端にコー ン (頂

角60度, 断 面積0.2cm2) を取 り付 け, そ れ を土壌 の表 面 か ら1cmま で, 秒 速

0.5cm/秒 の割 合で等速で貫入 した. コー ンへ の抵抗 力 (N) が一定 間隔 (0.12秒

ごと) で測定 され るが, その平均値 をコー ン断面積 で除 し, kPa単 位に換算 した.

それ を同一カ ラム内で10点 以上測定 し, その平均値*6-1を 「表面土壌硬度 」 とし

た.

表面土壌硬度の制御は, 実験開始か らの経過時間によって行 った. 具体的には,

土壌が極めて軟弱 な状態か ら, 播種 した種子が埋没 しな くな るまでの間, 5～9回

の測定 を行った.

なお, 室 内実験 と現地試験 とで表層硬度の測定法 を使 い分けたが, それは以下

の理 由に よる. す なわち, 現地試験 で用 いた簡易なフ ォールコー ン (水 田表層硬

度計) は, 測定法 が簡便で, 現場 での測定 には適す る. しか し, 大 きいときで

5cm程 度 土壌 中に進入す るため, 湛水散播での埋 没深 に強 く関与 すると考え られ

る表面付近 の硬度は十分に評価で きない. 一方, 本章 で用 いるデ ジタルフ ォース

ゲージ (表 面土壌硬度測定機) は, 湛水散播 での埋没深 に強 く関与すると考え ら

れ る表面付近の硬度が定量的に評価できる. また, 本章の趣 旨のためには, 水田表

層硬度計の測定限界 よりもさらに軟 らかい土壌の状態を評価する必要がある.

*6-1 硬 度 は カ ラ ム 内 で 一 様 で は な く, 本 実 験 で も 概 し て 変 動 係 数0.1～0.2 (10～20%)

程 度 の ば らつ き が 見 られ た.
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Photo 6-3 表 面 土壌 硬 度 測定 機 (S社 デ ジ タル フ ォー スゲ ー ジ)

Photo 6-4 表 面 上壌 硬 度 の 測定 法

―113―



6章 湛水土壌中散播の種子埋没深に関する実験的検討

6.3 室 内実験 の結果 と考察

6.3.1 室内実験の結果

6.3.1 (1) 湛水深 および表面土壌硬度 と埋没深の関係

2倍 重の被覆種子 を落下高 さ1mか ら播種 した ときの埋没深 をFig.6-1に 示す (図

中での表 面土壌硬度 の表示 には対数 目盛 を用 いた; 以下 の図 も同様). 湛水が深

くなるほど, また土壌が硬 くなるほ ど埋没 しに くくなって いる.

次 にそれぞれの湛水深 において, 適正 な埋没深 を得 られ る表面土壌硬度の幅に

つ いて考える. 湛水深0cmで は土壌硬度が軟弱な時点では埋没 しす ぎる傾 向にあ

るが, その後1kPa程 度 まで適正 な埋没深が得 られ た. それに対 し, 湛水1～2cm

で適正 な埋 没深が得 られ るのは0.5～0.6kPa程 度 までで, 1kPaを 過 ぎる ころには

ほ とん ど埋 没 しな くな った. また湛 水3cmで は適 正 な埋 没深 が得 られ るの は

0.3kPa程 度 までで, 0.6kPa程 度でほとん ど埋没深 しな くな った.

以上のように, 湛水が深 くなれば,土 壌が極度 に軟 らか くな い限 りは種子は土

中に埋没 しな いことがわか った. すなわち, 埋没深 に対する湛水の抵抗の関与が

大 きい ことが明 らかにな った.
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表面土壌硬度 (kPa)

表面土壌硬度 (kPa)

表面土壌硬度 (kPa)

表面土壌硬度 (kPa)

Fig.6-1 湛水 深お よび表 面土壌硬度 と埋 没深 (平 均値 と標 準偏差) の関係

(湛 水深0～3cm, 2倍 重種子)
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6.3.1 (2) 被覆種子の質量 と大きさと埋没深の関係

被覆種子の大 きさは湛水散播 での埋没深に関係す ることが予測 できる. そ こで

埋没深に関与 すると考 えられる被覆種子の質量, 密度, 断面積 あた りの質量につ

いて考 える.

まず, 短 径 と長 径 か ら換 算 した体積 と質 量 を比 較 す る と, 高 い正 の相 関

(r=0.96) を持ち, そのために被覆種子の密度 は1.8Mg/m3程 度 でほぼ一定 となっ

た. ま た, 断 面積*6-2あた りの質 量 も, 質量 との 間 に高 い正 の 相 関が あ っ た

(r=0.95). これ らの ことか ら, 被覆種子の質量 および大きさの関与については,

質量について考 えれば まずは概要 を把握 できると判断で きる.

そ こで被覆種子の質量 に注 目して, 1倍 重か ら3倍 重の被覆種子の個 々の質量 と

埋没深の関係 につ いて測定 した. 結果の うち, 湛水深0cmと3cmで 土壌表面硬度

0.1kPaの もの をFig.6-2-1, Fig.6-2-2, に, また湛水深3cmで 表面硬度0.3kPaの もの

をFig.6-2-3に 示す. いずれ も有意な正の相関が見 られ る. 同様の実験 を他の湛水

深, 土壌表面硬度 で10数 通 り行ったが, いずれにお いて も有意な正の相関が見 ら

れた. この ことか ら, 被覆量を増やす ことに よって埋没深 を増やせ る効果がある

ことがわかった.

ところが, Fig.6-2-3の よ うに, 湛水 が3cm程 度 あって, しか も表面土壌 がわず

かなが らも硬化 している場 合には, 埋没深は全般的に小さ くな り, また種子の被

覆量 を増や した効果 も顕著には表れなか った. すなわち, 湛水条件下 にお いて,

種子の質量を増す ことに よって埋没深が制御 できるのは, 土壌が極度 に軟 らかい

場合のみに限 られ ると考 え られる.

*6-2 目視での観測によれば, 種子のほとんどは落下時, 水中沈下時 ともに, ラグビーボー

ルを横にした平たい形で動 いていた.
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Fig.6-2-1 被 覆 種 子 の 質 量 と埋 没 深 の 関 係 (湛 水 深0cm, 表 面 土壌 硬度0.1kPa)

Fig.6-2-2 被 覆 種 子 の 質 量 と埋 没 深 の 関 係 (湛 水 深3cm, 表 面 土 壌 硬 度0.1kPa)

Fig.6-2-3 被 覆 種 子 の 質 量 と埋 没 深 の 関 係 (湛 水 深3cm, 表 面土 壌 硬度0.3kPa)
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6.3.1 (3) 落 下高 さ と埋 没 深 の関係

2倍 重 の 被 覆 種 子 の 落 下 高 さ2mで 得 た埋 没 深 の 結 果 の う ち, 湛 水 深0cm, 3cm

の み に つ いて, 落 下 高 さ1mの もの と比 較 した もの をFig.6-3に 示 す. 空 気 抵 抗 を

無 視 す れ ば, 落 下 高 さ2mの と きの 水 面到 達 時 の 運 動 エ ネ ルギ ー は, 1mの ときの

2倍 に な る. そ の た め よ り深 く埋 没 す る ことが予 測 され た. しか し, そ の影 響 が

見 られ るの は表 面 土壌 が0.4kPa程 度 以下 の 軟 らか い時 点 のみ に 限 られ た.

Fig.6-3 落 下 高 さ と埋 没 深 の関 係 (2倍 重種 子, 湛 水 深0cm, 3cm)
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また湛水深3cmに ついては1倍 重, 3倍 重の被覆種子 につ いて も埋没深 を測定 し

た(Fig.6-4). やは り0.6kPa程 度 以上の表面土壌硬度 にな ると, 落下高 さの影響

並びに質量 を変 えることの影響が見 られな くなった.

以上 か ら, 湛水が数cmあ る場 合, および表面土壌 があ る値 (湛 水深 による.

例 えば湛水深3cmの 場合 には0.5kPa程 度 が 目安 と考 え られ る) よ りも硬 くなった

場合 には, 種 子の質量や落下高 さを増 して も*6-3, 適正 な埋没深 は確保 しに くい

ことがわかった.

Fig.6-4 各被覆種子の落下高 さと埋没深の関係 (湛 水深3cm)

*6-3 落下高 さ, す なわち播種方法は, 圃 場規模や経営形態, 所 有機械などによって異な る

ものである. 埋没深制御を意図 して使い分けるようなことは, 実際にはない.

―119―



6章 湛水土壌 中散播の種子埋没深に関す る実験的検討

6.3.2 室 内実 験 に関 す る考察

6.3.2 (1) 湛 水 の抵 抗

埋 没 深 には, 種 子 が 土 壌表 面 に到達 した際 に保 持 して い るエ ネル ギ ーが 関 係 す

る. よ って 水 面 に到 達 した 段 階 で持 って い るエ ネル ギ ー が, 湛 水 の抵 抗 に よ って

どれ ほ ど減 少 す る かが 重 要 で あ る.

澤 田 ・花 井 (1992) は散 播 に お け る湛水 の 抵抗 につ いて検 討 して い る. それ に

よれ ば, 水 面到 達 時 の 速 度 が5.6m/秒 だ った種 子 が, 水深1cmで 沈 降 速度 は3.16m/

秒 (水 面 到 達 時 の56%) に, 湛 水深2cmで1.72m/秒 (同30%) に減 少 して い る.

この ことか ら, 沈降 速 度 は湛 水 深1cmあ た りで55%程 度 低下 して い る と考 え た

上 で, 落 下 高 さ1mの 場 合 (空 気抵 抗 を無 視 す る と水 面到 達 時 の 速 度 が4.4m/秒)

で も これ が 当 て は ま る と して 運 動 エ ネ ル ギ ー を概 算 す る と, 湛 水1cm, 2cm,

3cmで は そ れ ぞ れ 水 面到 達 時 の30%, 9%, 3%程 度 に低 下 す る. す なわ ち, 湛 水

深3cmで は運 動 エ ネルギ ー はほ とん ど無視 で き る よ うにな る.

Fig.6-5 土壌表面到達時の種子のエネルギーに対す る落下高 さと湛水深 の影

響 (推 算)
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さて, 運動 エネルギーに関係するのは被覆種子の質量 と落下高 さであ る. そこ

で, 被覆種子の質量 と水 面到達速度 によらず, 水中ではエネルギーが前述 同様に

湛水深1cmあ た り55%に 失われ ると仮定 し, 空気抵抗 を無視 して比較する. 例え

ば2倍 重の被覆 種子 で落 下高 さ1mの ときの水面到達時 の運 動エ ネルギ ーを基準

(100%) とす ると, 3倍 重, 落下高 さ1mの 場合の湛水3cmで の運動エネルギ ーは

4%, 同 じ く2倍 重, 落 下 高 さ2mで は6%と な る. また, 3倍 重 で落下高 さ10m

(有 人ヘ リコプターな どを想定) だ として も, 湛水3cmで は40%と なるが, 湛水

4cmで12%に 減 少 す る (Fig.6-5).

以 上 が, 種 子 の 質 量 や 落 下 高 さを増 した と して も, 湛 水 が3cm程 度 あれ ば, そ

の抵 抗 が 排 除 で きな い こ との大 きな理 由だ と考 え られ る.

6.3.2 (2) 軟 弱 な土 壌 表面 へ の種 子 の埋 没

Fig. 6-1な ど よ り, 湛 水 が3cm程 度 あ る場 合 に も, 土 壌 表 面 が0.2kPa以 下 な どの

極 め て 軟 弱 な と きに限 って, 種 子 は土 中に埋 没 す る. こ こで 「極 め て軟 弱 な土 壌

表 面 」 に つ いて 考 え る.

練 り返 され た土層の沈下 には降下浸透が強 く関与 し, 降下浸透がない状態 だと

土層の沈下は大幅 に遅れ る (例 えば雷 ・多田, 1987). と ころが, 今回の実験で

は降下浸透 を考慮 しなかった. そのため, 特 に湛水下 において, 土粒子の沈降は

目視 された ものの, 土層の沈下は進 まず, 表面土壌 の硬化が進んでいな い状態が

維持 された. それが表面土壌硬度 が0.2kPa程 度以下の極度に軟弱 な土壌表面の状

態である.

こ こで練 り返 しか らの時 間 と埋 没 深 との関 係 に つ い て考 え る. Fig. 6-6に, 今 回

の 実験 で の土 壌 を練 り返 して か らの 経過 時間 と表 面 土壌 硬 度 の 関係 を示す . 湛 水

0cmで は 速 や か に 硬 化 が進 ん で い るの に 対 し, 湛 水 下 は硬 化 が 極 め て遅 い. 例 え

ば0.5kPaに な るの に, 湛水1cmで は2日 程 度, 湛 水2cm, 3cmで は と もに4日 程 度 か

か っ た.

次 に, それぞれの湛水深での表面土壌硬度 と埋没深の関係 にFig. 6-6を 考 え合わ

せ, 練 り返 しか らの時間 と埋没深 の関係に関す る図を作成 した. その結果のうち,

湛水深0cmお よび3cmに ついてFig. 6-7に 示す. 散播は一般 に代か き翌 日～2日 後 に

行 うことが多いが, 実験結果 のみか ら考 えると, 湛水条件で もその 日数 までは適

切な埋 没深が得 られ ることにな る.
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Fig. 6-6 各湛水深 での表面土壌硬度の練 り返 しか らの 日変化

Fig. 6-7 練 り返 し後 日数 と埋 没深 の 関 係 (湛 水深0cm, 3cm)
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と ころが, 実際に散播が行われている水田では, 湛水条件 への播種 で埋没 しな

いケースが多 々見 られ る (例 えば 【事例3-13】 にて前述). これは田面が水 面上

に露出 した ことの影響 もあ るが, 湛水下 については降下浸透があるために土壌表

面の硬化が進む ためだ と考 え られる.

すなわち, 実際の水田においては, 湛水条件下で も, 降下浸透 によって土層が

十分 に沈下 する前であれば, 散播によって適正 な埋没深 を確保す ることは可能 だ

と考 えられる. ところが, 実際の水田で降下浸透 をな くす ことは不可能である.

したが って土層 が十分に沈下す る前に播種するための方法 としては, 代か き直後

に散播 を行 うことが挙げ られ る.

6.4 6章 の 摘 要

本章では散播 での種 子の埋没深に表面土壌硬度, 湛水深, 被覆種子の質量 と大

きさ, 並 びに落下高 さが及ぼす影響 につ いて, 室内実験に より検討 した. その結

果, 湛水 の抵抗が埋 没深 に対す る大 きな要因であ ること, 並 びに湛水条件下 で種

子が適 切な埋没深 を得 られ るのは, 表面土壌 硬度が0.2kPa程 度, すなわち練 り返

された土層が十分に沈下せず, 硬度が極めて軟弱な ときのみであ ることを把握 し

た. また湛水条件下で被覆種子の質量や落下高 さを増す ことによって埋没深 を増

す ことができるの も, 同様に表面土壌が軟弱な ときに限 られ ること, 逆 に言 えば,

湛水条件下 にお いて表 面土壌が硬化 した後 には, 種子の質量や落下高 さを増 して

も埋没深確保 には効果 がほとん どないことがわかった. その ため, 代かき後, 土

層 が十分 に沈下す る前に播種するように作業体型 を見直す ことが考 え られるが,

その場合は埋没深が深 くな りす ぎる恐れがある.

(6章 おわ り)
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7章 均平整備による種子埋没深制御の可能性

7.1 本 章 の 目 的

これまで見て きた とお り, 散播 での種子の埋没深 には, 湛水深の抵抗や, 表層

の露 出後 におけ る表層硬度の不均一性 といった起伏の寄与す るところが大 きい.

これを制御す るためには, 可能 な限 り田面の起伏 を小 さくす ることが必要である.

さて, 水 田1枚 単位で見 ると, 「起伏 の縮 小」は 「均平精度の 向上 」と言 い換

え られ る. そ こで本章では, 均平精度の向上が散播 での種子 の埋没の制御に どの

程度寄与す るかについて考 える.

ここでは埋没深制御の前段階 として, 凸部 での鳥害, 凹部での抜け落ちや根の

土壌進 入不足 による根転 び型倒伏の要因 となる 「不埋没の回避 」に着 目する こと

とした. まず, 種子 の埋 没が可能 となる部分 の水 田全体に対す る面積率 (以 下

「埋没面積率 」) が均平整備 によって どの ように変化するかを考 える 「埋没面積

率モデル」を作成す る. そ こにこれまでの結果 を適用 し, 均平精度の向上によっ

て埋 没面積率が どう変化 するか を示す. 以上 を通 じて, 湛水散播のための均平精

度の指標 を用意す ることを本章 の 目的 とす る.

7.2 埋没面積 率モ デルの作成方法

7.2.1 モ デ ル の 考 え 方

これ までに述べ てきた ように, 散播 された種子の埋没 を妨げる主な要因は, 水

田表面が水面か ら露出する ことによる急速な硬化 と, 湛水が深す ぎた場合のその

抵抗にある. 逆 に言 えば, 前者については, 湛水表 面か ら露 出 してか らわずかな

時間 しか経過 していない水田表面においては, 散播 され た種子 は埋没す ると考 え

られ る. また後者 につ いては, 湛 水深*7-1が浅 い箇所 においては埋没 すると考 え

*7-1 なお, 湛水残留箇所には凹部 どうしの連結 や排水路 との連結の有無な ども関係す る

ことか ら, 水 田全体 で見た場 合の標高の凹部 とは必ず しも一致 しな い. だが, 本章では

それ らにつ いては考慮 しない こととす る.
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られ る.

代か きを行 ってか ら数時間～数 日後におけ る水面の標高は, その間の蒸発や降

下浸透, 地表排水 による水位低下, またときには降雨による水位上昇によって変

動す る. 上記の 考えに よれば, 散播時 におけ る水面の標高 か ら見 て上方 向に数

cm, 下方 向に数cmと いった 「あ る標高 の範 囲」にある水田表面は, 散播 され た

種子が埋没す るということになる。

ところで, 山路 (1989) は水田標 高の分布は正規分布で表せ ることを示 してい

る. これに沿 えば, 水面の標高 を設定 し, そ こか ら上下方向に見た "埋 没可能な

水 田表面" の標高の範囲を決めれば, その範囲 内に含まれる割合, す なわち湛水

散播に され た種子が埋没 可能 となる部分の, 水 田全体に対する面積率が計算 でき

る.

この面積率 を 「埋没面積率 」と呼ぶ こととす る (Fig. 7-1). 以下, これの計算

法 について具体的に考 える.

Fig. 7-1 埋 没面 積 率 の考 え方
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7.2.2 散播 された種子が埋没可能 となる標高の幅の考え方

まず, 垂直上 向きを正 として標高の軸 を設定 し, 田面の平均標高 を原点と考え,

±0cmと す る. そ して散播時におけ る水 面の標 高をxcmと す る.

先に露 出部 分 (水 面か ら見て正の方 向) につ いて考 える. 表層は露出 してか ら

数時間程度で散播 され た種子が埋 没で きない硬度 に硬化する. その時間 をn時 間

とす ると, その間に水面は 日減水深 (cm/24時 間) のn/24だ け低下す る.

すなわち,

(7.1)

とす る と, 水 面xと, 現 時 点 か らn時 間前 に露 出 した標 高x+P1と の間 は, 露 出に よ

る水 田表 面 の 硬 化 が軽 視 で き る, よ って そ の 標 高 がxか らx+P1ま で の範 囲 にあ る

田面 に お いて は, 散 播 され た種 子 が埋 没 す る.

続 い て湛 水 の 抵抗 (水 面か ら見 て負 の方 向) に つ いて 考 え る. 湛 水 の抵 抗 に よ

って 不埋 没 とな る湛 水 深 をP2以 上 とす る. つ ま り湛水 深P2以 内 は, 湛 水 に よ る種

子 へ の 抵 抗 が 軽 視 で き る範 囲 で あ る. よ って 標 高 がxか らx-P2ま で の 範 囲 に あ る

田 面 では 種 子 は埋 没 す る.

以 上 か ら, 種子 が埋 没 す る標 高 は, x+P1か らx-P2ま で の間 であ る と考 え られ る

(Fig. 7-2).

Fig. 7-2 湛水散播で種子が埋没する標高の幅 (概 念図)
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7.2.3 埋 没 可 能 な標 高 幅の設 定

7.2.3 (1) P1の 設 定

P1に つ い て, 先 述 のn時 間 が ど の程 度 の 時 間 な の か は, 露 出 直 前 の水 田表 層硬

度 とそ の変 化 の様 子 に よ っ て異 な るの で厳 密 に は 言 え な い. だ が, Table 5-1で

露 出 初 日に コ ー ン進 入深 が半 減 して い る こ とを考慮 し, こ こでは24時 間程 度 と考

え る こ とにす る.

また, 散 播 時 の 減 水深 は, 蒸 散 が な く, 代 か き後 ゆ え に降下 浸 透 が少 な い こと

か ら, 蒸 発 が主 で あ る. 中川 (1966) に よれば, 6月 上 旬 の北 海 道, 東北, 北 陸

地 方 の 蒸 発 散 量 は0.34～0.38cm/24時 間 で あ る. 湛 水 散 播 の播 種 時期 は 地 域 ごと

に異 な るが, 4月 下 旬 か ら5月 中 旬が 一般 的 で あ る ことか ら, そ の ころ の 日減 水深

は0.2～0.3cm/24時 間 程度 と考 え られ る.

以 上 か らP1=0.2cmと す る.

7.2.3 (2) P2の 設 定

P2に つ いて は, Fig. 6-1で は測 定 点 が 多 くな い こ とか ら判 断 が 困難 で あ る. そ こ

で 改 め て湛 水 深, 表 層 硬 度 ご との不 埋没 率 につ いて実験 に よ って把 握 した. ここ

に不 埋 没 とは 埋 没深 が マ イナ ス, す な わ ち種 子 の上 端 が 土壌 表 面 よ り上 に 出て い

る場 合 の ことで あ る. 播 種 した種 子 の粒 数 に対 す る不 埋 没 とな った種 子 の数 の 割

合 を 「不 埋 没 率 」 とす る.

この実 験 で は水 田表層 硬 度 計 (簡 易 フ ォール コー ン) を用 いた. 5章 の試 験 水

田 で は, 前 述 の とお り湛 水 条 播 を代 か き2日 目に実 施 して い る. この こ とを考 慮

し, 表 層 硬度 は代 か き3日 目 (測 定1日 目) よ りも さ らに柔 らか い, コ ー ン進 入 深

6cm以 上 (水 田 表 層 硬 度 計 の 測 定 限 界 よ り柔 らか い), 5.5cm, 5.1cm, 4.5cmの4

種 類 と した. 練 り返 しか らの経 過 時 間 に よっ て これ らの表 層硬 度 を これ らに制 御

し た後 に, 湛 水 深 を0cmか ら4cmの 間 の0.5cm刻 み の9通 りに 設 定 し, そ れ ぞれ に

50粒 の 被 覆種 子 (2倍 重 被 覆) を1mの 高 さか ら散 播 して, 不埋 没 率 を測 定 した.

結 果 をFig. 7-3に 示 す. 湛 水 深2cmま で は, 硬度 に 関係 な くほ ぼす べ て の 種子 が

埋 没 して い る. と ころ が2.5cm以 降 は 硬 度 間 に差 が あ る もの の不 埋 没 率 が 上 昇 し

始 め, 3cmで 約20%, 4cmで は60%以 上 が不 埋 没 と な っ て い る. また そ れ ぞ れ の

湛 水深 に おけ る表 層 硬 度 の 差 の影 響 につ いて 見 る と, 湛 水 深4cmの と きのみ 差 が

大 きいが, そ の他 は 有 意 な差 は な い.

以上 の 結 果 を考 慮 して, P2=2cmと す る.
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Fig. 7-3 各湛水深における水田表層硬度と不埋没率 との関係

7.2.4 均 平 精 度の 表 現 法

山路 (1989) は正 規 分 布 で 表せ ると した 田面 標高 につ いて,「 平 均値 ±xcm」

と い う均 平 精 度 は, 変 動 幅 の 範 囲 を99% (2.58σ) と して,「x=σ×2.58」 とな

る標 準 偏 差 σで 評 価 で き る こ とを提 案 して い る.

本報 で も これ に倣 い, 均 平精 度 を変 動幅 を標準 偏 差 σで 示 した正 規 分 布 で表 し,

そ の変 動 幅 を σ×2.58と す る*7-2, 例 えば我 が国 の 土地 改 良事 業 計 画設 計 基準 にお

け る水 田 の 圃場 整 備 基 準 で あ る 「田面 標 高 の 平 均 値 ±3.5cm」 の場 合, 田面 の99

% (2.58σ) が そ の範 囲 に入 る と考 え る と, σは1.4cmと 考 え られ る.

こ こに, 現 在 の 水 田 圃場 整備 基 準 の 均 平 精 度 目標 で あ る 平均 値 ±3.5cmと, 旧

来 の基 準 で あ る ±5cm, そ して そ れ との 比 較 の た め に ±6cm, ±2.5cm, ±1.8cm

を加 え た5通 りに つ いて 考 える. そ れ ぞれ の 標準 偏 差 σは, ±6cm, 5cm, 3.5cm,

2.5cm, 1.8cmの そ れ ぞ れ を2.58で 割 っ て, 順 に2.3cm, 1.9cm, 1.4cm, 1.0cm,

*7-2 1章 にて前述の とお り, この範囲を95%と 考えるか99%と 考 えるかには諸説 ある.

ここでは旧来の圃場 整備 基準にあ る 「全測点 が～」 の表現 を鑑みて, よ り厳密な99%を

採用す る.
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0.70cmと な る.

7.2.5 埋 没 面積 率 の 計 算方 法

以 上 で 設 定 した数 値 の うち, P1, P2を 定 数 と し, 散 播 時 の水 面 の位 置xを 変 数

と して, そ れ ぞれ の 均 平精 度 に対 す る埋 没 面積 率 を算 出 す る.

計 算 方 法 に つ い て, σ=1.4cm (均 平 精 度=平 均値 ±3.5cmを 想 定) の場 合 を例

に と って説 明す る.

水 面 の 標 高xcmが 田面 標 高 の 平 均 値 ±0cmに あ る と きに つ いて 考 え る. 水 面 か

らP1 (0.2cm) まで の 間 の 面積 率 は, 0.2cm÷1.4cm=0.14σよ り, 0+0.14σの 間 の

面 積 率 だ か ら, 数 表 等 を 参 照 して6%と な る. 同 様 に 水 面 か らP2 (2cm) まで の

面 積 率 は, 2cm÷1.4cm=1.4σよ り0-1.4σと な る. この 面 積 率 は42%で あ る. よ

っ て この標 準 偏差 で この 水 面 の位 置 の場 合 の 埋 没 面積 率 は , 6+42=48%と 計算

で き る.

次 に, 水 面xcmが 標 高平 均 ±0cmよ りも0.5cm高 か った と き, す な わち 水 面 の標

高x=+0.5cmの と き に つ い て 考 え る. 水 面 か らP1 (0.2cm) ま で は, xcmか ら

x+0.2cmだ か ら, 0.5cmか ら0.7cmま で の 範 囲 に な る . 同 様 に水 面 か らP2 (2cm)

ま で はxcmか らx-2cmだ か ら, +0.5cmか ら-1.5cmで あ る. す な わ ちP1か らP2の 間は,

0.7cmか ら-1.5cmま で の範 囲 とな る. 0.7cm÷1.4cm=0.5σ, 1.5cm÷1.4cm=1.1σよ

り, これ は-0.5σか ら+1.1σの 間 の 面積 率 とな る. 数 表 等 を用 いて, この場 合の

埋 没 面 積 率 は56%と な る.

この よ うに, あ る標 準偏 差 σに 対 して, まず 田面標 高 か ら見 た水 面 の位置 を決

め, そ の ときの 埋 没 面積 率 を算 出す る. そ して 水 面 の位 置 を変 化 させ て , それ ぞ

れ の と きにお け る埋 没 面積 率 を逐 次 算 出 す る. そ の変 動 を グ ラフ に示 す . この 計

算 過 程 を, 標 準 偏 差 を2.3cm, 1.9cm, 1.4cm, 1.0cm, 0.70cmに つ いて く り返 し行

っ た.
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7.3 結 果 と 考 察

埋 没 面積 率 モ デ ル に よ る計算 結 果 をFig. 7-4に 示 す.

7.3.1 埋 没 面積 率 の ピー ク

埋 没 面 積 率 が ピー ク とな るの は, 標 高 の 範 囲 がx+0.2cmか らx-2cmの 間 で あ る

とい う設 定 か ら, 水 面 の標 高xが 田面標 高 に比 べ て0.9cm高 い と きにな る. この と

きの埋 没 面積 率 は, 旧来 の 圃場 整 備 基 準 で あ る±5cmで は40%強 で, ま た現 行 の

圃場 整 備 基 準 の ±3.5cmで は増 えて いる もの の60%弱 で しか な い.

標高 の平均 から見た水面 の位置 (cm)

Fig. 7-4 均平精度 と散播 における種子の埋没面積率 との関係
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この ように, 現 行の均平精度基準は旧来 よ り精緻化 しているが, それでもなお少

な くな い面積 での不埋没を覚悟する必要があることが指摘できる.

続 いて均平精度 を さらに向上 させ た場 合, 例 えば ±2.5cm, ±1.8cmで の埋没面

積率は, それぞれ80%弱, 約90%弱 という高率 を占めている. この ことか ら, 均

平精度の向上が埋没面積率 を大 きく向上 させ る可能性があ ることがわかる.

7.3.2 湛水深管理について

7.3.2 (1) 湛水深管理の重要性

続 いて ピーク値 以外 に注 目する. 散播時の水面の標高が十分に調節で きなかっ

た場合には, 埋没面積率は低下す る. その低下 の程度は, 均平精度が悪 い±6cm

な どの場合 には, ピーク時 に比べ て10ポ イ ン ト程度低下するだけに過 ぎない. そ

れに対 して均平精度 が高 い場合には, 容易 に予 想できることだが, 埋没面積率が

大幅に低落す る. 例 えば散播時の水面が田面標高 の平均値 よ りも0.4cm程 度下が

ると, 均平精度 による差は見 られな くなる.

こうした ことか ら, 均平精度の向上のみでな く散播時の水面の標高 (す なわち

散播 時の湛水深) の制御 にも配慮す る必要が あることが指摘 できる. ところが現

実的には, 散播時の湛水深 をmm単 位で制御す ることは容易ではない. 特 に均平

精度が上 がれば平均値近傍の面積率が上がる ことか ら,そ の分 だけ湛水深の管理

のわずかな ミスが大き く影響する.

また前述の とお り, 播種時期は代か き直後の ため, 減水深 はたか だか2～3mm

だ考 えられ る. この時期に代か きか ら数 時間～数 日程 度で湛水深 を田面標高+

1cm程 度にす るためには, 環境への負荷 を考 えると代か き排水は行 うべ きではな

い (例 えば 田渕, 1998) ことか ら, 代か き段階においてすでに湛水深が深 くな く,

田面の一部が水面か ら露出 して いる状態で代 かきを行 う必要があることも指摘で

きる.

7.3.2 (2) 湛水深管理 の目安

ここで具体的 に湛水深管理の 目安 について試算す る.

散播時 の水面の標高 を, 埋没面積率がほぼ ピー ク値 とな る田面標高平均+1cm

に管理 した場 合について考 える. 例 えば均平精度 が±2.5cmの 場合には散播時 に

おいて田面の16%程 度が水面か ら露出 しているという計算になる. 同様 に均平精

度が ±1.8cmの ときには8%程 度 が露出す ることになる. すなわち, 農家はある程

度高 い均平精度 が確保で きていることを把握 もしくは認識 した上で, 散播時には
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田面 の10～15%程 度が水面か ら露出 していることを確認 すれば よいということに

なる.

次 に代 か き時の湛水深について試算す る. 代 か きか ら1日 後に湛水深が平均値

+1cmの 状態 に散播す る として, 減 水深 を0.3cmと 考 える と, 代 か き時の湛水深

は平均値+1.3cmと い うことにな る. これは均平精度 が平均値 ±2.5cmの 場合, 代

か き時には田面のお よそ9%が 露出 している状態 だと試算 で きる. 同様に平均値

±1.8cmの ときにはおよそ3%の 田面が露出 していることになる.

7.3.3 湛水散播 における埋没深制御のための均平精度基準

以上で見 てきたように, 田面の均平整備 に配慮 することと同時に, 散播時の湛

水深 を精緻 に管理す ることによって, 埋没面積率の向上に大 きな効果 を生 じるこ

とが示唆 された.

以上の結果 を踏まえる と, 湛水散播における種子埋没深を制御するための田面

均平精度の基準 としては, より多 くの埋没面積率 を得 られる平均値 ±2.5cm以 上,

で きれば ±2cm程 度以上 を確保す ることが望ま しい ことが提示できる.

なお, ここで平均値 ±2.5cmや ±2cmと い う値 を用 いたが, これ らの妥当性 に

つ いて注釈 してお きたい. 岩手大学農地造成研究会 (1980) は, 熟田にな るにつ

れて均平精度が 向上す る ことを指摘 し, その均平精度 として平均値 ±2.0cm, σ

=1.0～1.4cmを 挙 げている. また, 著者のS社 (機 械 メーカー) への聞 き取 り調

査 によれば, 2002年 現在 では施工段階 における レーザ ー レベラーによる均平整備

の技術的限界 は平均値 ±1.5cm程 度 であ るとの ことである. これ らを踏 まえると,

水 田の均平精度の ±2.0cm程 度は達成可能であると考 え られる.

7.3.4 均平精度向上の限界 と課題

均平精度 を向上 させ るためには, 圃場整備以後, 耕転や代かきな どの営農努 力

による均平整備が重要である. 例 えば長利 ・矢治 (2000) は田面標高をそ ろえる

ためには耕転整地 よ りも運土 を意図 して代か きを行 うことの方が有効だと指摘 し

て いる.

しか しなが ら,実 際には均平精度 の向上には技術的, 経済的な限界 がある. す

なわち, 営農段階 におけ る均平整備並 びに管理のための手法を改善 し, 確立する

ことが, 次 なる課題 として指摘 され る.

また長利 (1985) な どでは田面は水平な ものではな く, 傾斜成分 と凹凸成分と
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に分けて評価す る方が妥当であ ることを述べて いる. さらに近年では大区画水田

な どにおいて, 地表排水性 の向上のために敢 えて圃場面に緩傾斜 をつけ る施工法

が行われ る ことも多い. すなわち, 多 くの水 田には潜在的および顕在的に緩傾斜

が付 いていると考 えた方がよい. 中でも特 に人為的に付 した緩傾斜 については,

排水性 向上 には有効であるが, 本章 までで述べて きたような湛水散播での種子埋

没深制御の観点か ら見れば必ず しも有効 ではないと考え られ る.

7.4 7章 の 摘 要

本章では埋没深制御 の初歩的段階 として, 不埋没の回避 につ いて検討 した. 具

体的には, 現地試験, 室 内実験の結果 を踏 まえて 「埋没面積率モデル」を作成 し,

散播 され た種子が土中に埋没する箇所の面積率が均平精度 に応 じて如何に変化す

るかにつ いて検討 した.

その結果, 現行の均平精度基準 ではある程度の不埋没 を覚悟する必要があるの

に対 し, 均平精度 を平均値 ±2.5cm程 度以上, で きれば ±2cm程 度以上に向上 さ

せ, さらに散播時における湛水深 を適切 に管理することによって, 埋没面積率が

70%以 上の高率 となる ことを示 した. すなわち, 湛水散播 で苗立密度が極度に低

い箇所 を作 らな いよ うにす るためには, 均平精度 だけではな く, 同時に精緻な水

管理 が重要 であることがわかった. 具体的 には, 均平精度が高い ことを前提 とし

た上で, 散播時において田面が完全に水没 しているのではな く, 田面の10～15%

程度 が水面か ら露 出して いる程度 が, 計算上 は理想的な湛水深 だといえる. また,

播種時期は減水深 が少 ないので, 代かき段階において浅 めの湛水深で作業 を行う

ことが望 ましい.

その ような均平管理, 湛水深管理 を行 うためには, 運土 を意図した代か きを行

う ことや, 代 か きの段階か らすでに浅水で作業 を行 うことな ど, 営農段階, 特 に

代か き作業 におけ る農家 の工夫や努 力が求め られる.

(7章 おわ り)
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終章 研究の結論

終.1 研 究 の 結 論

日本型直播稲作は, 移植栽培体 系での経営規模拡大の限界 を打破す ることを目

的 として普及の需要が唱え られている. しかし, 期待 に反 して普及が進んでいな

い.

その理 由としては, 以下の2点 が考 え られる.

1) 一般に指摘 されて いる 「直播の需要」に対 し, 個 々の農家 は直播の需要をそれ

ほど大き く感 じていないのではな いか?,

2) 技術的に不完全で, 需要 に応 え切れていな いのではないか?,

そ もそ も日本型直播においては, 我が国の零細分散錯圃の特質 を鑑みれば省力

性 と同時に土地生産性 も重視 される. しか しそれが達成で きない技術水準では,

導入効果 は低減す る. そ してメ リッ トが小さければ, 需要を感 じる農家 も必然的

に減 少す る. 我が国における直播 の普及の伸 び悩みは, そ ういった構造によるも

のだ と考 え られ る.

そ して技術水準については, 農林水産省による 「技術的にほぼ完成 している」

との既述 も見 られ るが, 既往の研究 を概観 して も作物学の分野 を除けば蓄積は不

足 して いる. 中で も基盤 となるべき水 田につ いては, 用排水 に関するものを除け

ば農業土木 の分野か らは さしたる検討は行われて来てお らず, 半ば経験則的 に均

平精度 の重要性が指摘 されているのみであった.

こうした ことに加えて, 直播の導入はその多 くが大区画化 圃場整備 と同時 に行

われ ることが 多いことを踏 まえて, 本研究は 日本型直播稲作の導入お よび安定的

な実施 に向けて, 水 田工学の立場か らの検討を行 った.

上記 の うち1点 目につ いては2章, 3章 にて検討 した. 近年の技術進歩や助成

策 な どが相侯 って, 農業経営の拡大 を意 図している農家に限 られるが, 直播の導

入は有効であ ることを再認 した. その一方で, 収量が大幅 に減少する危険性が,

導 入に際 してのネ ックになっていることが把握 できた.

2点 目につ いて, 収量の安定化のための苗立密度の均一化, ひいては初期生育

の安定化の観点に対す る田面起伏 ・均平精度の寄与について, 我が国において定

着 の可能性が高い と目され る湛水直播 の中で も, 様 々な圃場規模への適応性が高
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く, また最 も省時間的な手法である湛水土壌中散播 に着 目し, その生育低下の主

因の一つ と考 え られ る種子の埋 没深 に着 目して検討 を行 った. 現地試験, 室 内実

験, 並 びにモデ ル計算 を通 じて, 均平精 度 を平 均値 ±2.5cm程 度, で きれば ±

2cm程 度以上 に向上 させ, さらに播種時 における湛水深 を適切 に管理する ことに

よって, 種子が埋没できる田面の面積率が70%以 上の高率 となることを示 した.

このように本研究では, 普及度評価や需要, 導入 され る過程について確認す る

ことで, 日本型直播 に関す る現状 および問題点 を整理 した. その上で, 従来の直

播技 術の検討の 中で欠如 していた湛水直播 の生育に関す る水 田基盤整備の関与に

つ いて検討 した. その結果, 直播での収量低下の大 きな要因 と考 えられ る, 苗立

密度が過疎 となる箇所の回避, すなわち初期生育の安定化に対 して, 従来は仮説

的 ・経験則 的に指摘 されていた田面均平精度の 向上と, それに加 えて湛水深管理

の精緻化 による種子埋没深 の制御によって寄与で きる旨を示 した. またそれに必

要な 田面均平精度水準 につ いて示唆 した.

以上か ら, 需要 を有する大規模経営農家が, 高度 な技術 を持 って適切に水田基

盤 を整備 する ことに よって, 我が国における直播は有効 に導入 され得 ると結論づ

け られる.

終.2 今後 への課題

以上の ように, 本研究では直播稲作の生育安定化 に対す る水 田基盤管理の寄与

につ いて, ひ とつの回答 を示す ことがで きた. 本研究 で示 した均平や湛水深管理

の精度は, 現実的な運営はまだ容易ではない レベルである. 本研究が次な る技術

開発への一助 とな ることを望みたい.

本研究においてはその過程で, 日本型直播 の需要 と課題, 従来用い られていた

全国面積 をは じめとした数値のみを用 いた普及度評価法 に対す る批判, 同 じく年

間 トータルでの労働時間のみに着 目した直播 の省力性 に関す る従来の議論法 に対

す る批判, 兼業農家には直播導入の意義が低 い点, 技術導入に際 しての圃場整備

などの契機 となる動 きの重要性,収 量大幅減 の危険性 の指摘 や, 収量低下の要因

に関す る分類 や検討な ど, 従来は さほど注 目されて こなか った点 について新たな

指摘 を行った. また軟弱土壌の現場 および室 内における硬度評価法 について提案
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した. これ らの ことは, 直播研究の さらなる発展へ と寄与する ことが期待 され る.

さて, 本研 究 を通 じて見出された今後への新 たな研究課題 として, 著者は以下

の点 を提示 してお きた い.

1点 目と して, 本研究の4章 の一部は, 明確 に推定できる事項 ではあるものの,

実測データではない. 具体的 には, 栽培初期 における田面凹部での生育不良につ

いては, 現場 レベ ルでは足立 (1993), 佐 々木 ら (2002) の他に実測値 は見 られ

な い. 湛水散播水田での これの把握は今後の必須課題である.

2点 目として, 3章 に関連 して, 農家が直播 を受容す る過程について, 集落単

位な どの広範 で長期的, 詳細な調査が挙げ られ る. 特に圃場整備や担 い手育成 と

の絡みで新技術 として直播 を導入す ることに対 して, 個 々の農家の意 向が如何に

収歛 してい くかの過程 について興味深 い.

3点 目と して, 5章, 6章 の 内容に関連 して, 代か き後 の土壌 の沈降, 硬化過

程 について, よ り基礎的な見地 か らの検討が必要 である. この課題 については古

くか ら多 くの検 討が為 されてお り, また近年では降下浸透の影響 についての雷 ・

多田 (1987) などが挙げ られる. だが, それに加 えて代 かき強度の影響や湛水深

の影響, また土性 による差異 などを把握する ことが, 直播における表面土壌硬度

の制御に とってのみな らず, 近年では不要論 さえ唱え られている代かきの意義 を

再認識する意味 でも必要だ と考 えられ る. また, そのためにはさらに精密な硬度

測定の技 術開発 も求め られ る.

そ して4点 目として, 7章 では不埋没の回避 に着 目したが, これは埋没深制御

に関す る検討 の初歩的な段階で しかな い. したがってその方 向へのモデルの深化

が求め られ る.

終.3補 遺

終.3.1本 研究の論点の確認

本稿を締 めるにあたって, 著者の直播に対す る捉 え方について改めて確認 して

お きたい.

多 くの場合, 直播はす でに経営規模 を拡大 した農家が さらに省力化す るための

手段 として捉 え られている. すなわち, 直播の導入のためには大規模経 営である
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ことが前提 となってお り, 逆に言 えば零細分散錯 圃の性 質を残 した今 日の我が国

の農地所有の構造 では, 直播 の意義が見 いだ しに くいと考 えられて いる.

ところが著者の考え方 は これ とは異なる. すなわち, 経営規模拡大のための手

段 として, 春先の労働 ピークカ ッ トに有効な直播 を導入 しようと捉 えている. 換

言すれば, 経営規模拡大の進展 のためには直播 の技術確立が前提 とな るという考

え方 である.

こうした考 えか ら本研究は, 近 い将来 に向けてますます増大する農業経営規模

拡大 の需要に 向けて,そ のための準備 と して, 直播の課題や技術 について検討 し

ようという立場 か ら行 った.

終.3.2 直播普及のためのもうひとつの要素

本研究では直播 につ いて需要 と技 術との観点 か ら論 じた. しか し, 現在の直播

普及の進捗 の遅れ には これ らのみでは十分に説明ができない要素が含まれている.

例 えば現在 の農業の中枢 が戦 中 ・戦後派で, 食糧難 の時代を生 き抜 いて きた人

たちであ ることか ら, 農家 は労 力を惜 しんで収量 を落 とす よりは, 手間を惜 しま

ず に少 しで もよいコメを少 しでも多 く作 りたいと考えてお り, 労働生産性重視の

直播は風土 に合わな い側面がある. また, これは技術的な問題であるが, 農業は

年に1度 のチ ャンスで1年 分 の収入 を得なければな らない. そのため第2・3次 産業

に比べて失敗 に対す る許容幅は低い. その他, 特異的 に高価 で取 り引きされてい

るコシヒカ リが弱稈のために直播 に適 さないな ども問題点 として指摘で きる.

こうした事情 に基づ き, 伝統的に根付いている移植作業体系に対 して, 直播 を

導入 して農業経営構造 を変 えて いこうとい う取 り組みは,我 が国においては一種

の革命的な出来事だ と捉 えることもで きる. その"革 命"を 外力的に起 こして失

敗 した例 と して 【事例3-3】 を挙げた.類 似 したケースは他に もあ ると思われ る.

実際, 近 年の直播面積の増大は 目を見張 るものがあ るが (巻 末資料5参 照), 著

者は地域 によっては多少な りともこの事例 と似た ことが起 こるのではないかと危

惧 する.

2章 で1970年 代 におけ る岡山県 以外の直播の急減 につ いて,「 農家 に技 術的な

素地 がな いままに導入 を図 った ことによ り, その反動で急激 に減少 した可能性 」

について指摘 した. ここでは技術的素地 にのみ着 目していたが, その指導 力, 経

営規模拡大の可能性, さ らにそれ らに加 えて本項で指摘 した農家の精神的な部分

などの下地が確立 したところに導入 されて, 初 めて直播 は根付いて いくのであろ
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うと考 えて いる.

終.3.3 日本型直播稲作の将来像

最後 に直播の今後の姿について考えてお きたい.

先に遠 い未来について考 えてお こう. 旧来の零細分散錯 圃の構造 は解消 されつ

つあ るが, 今か ら数10年, 数100年 後にはその構造 は完全に消えている可能性 が

あ る. そ うした場合, 我が国において も新大陸型の粗放的な直播が行われている

のではないだろ うか. ただし山がちの我が国で, 傾斜地 水田 (1/20以 上の傾斜の

水 田は, 全水 田面積の8%存 在す る) において も直播が行われて いるか どうか に

つ いては, 現在の技 術では否定的 に考え ざるを得 ない.

続 いて近 い将来 につ いて検討 したい. 直播が最 も大 きなメ リッ トを持つのは,

数10ha規 模の経 営を行 って いる場合である. 現状 では担い手育成型 の圃場整備が

行われてお り, 新 たな経 営感覚や新技術に対す る許容力 を持 った若い大規模稲作

経営農家 が育成 され る途 上にある. こうした動 きが さらに進展 し, 我が国の水 田

農業に新たな時代が訪れ る10数 年後 (団 塊 の世代が引退す るころが最大の転換期

にな ると著者 は考 えて いる) には, 直播は数%の レベル まで増 えているのではな

いか と思 われ る. 簡易 に試算す ると,「 第4次 土地改良長期計画」(1993年) に準

じて低平地水 田の 多 くが大 区画化 され, その3割 程度 に直播が導入 されるとすれ

ば, 我が国の稲作面積の10%程 度 に直播が導入 される計算 になる.

その ように考 え, 技術開発やそのためのソフ ト面の整備 といったいわゆ る 「下

地作 り」は, 数年単位でな く, 10数 年単位の長 いスパ ンで行って い くべ きだ と著

者 は考 えている.

直播研究に水田工学の見地 を投入す る試みは, まだ初歩段 階でしかない. 今後

に向けて さらなる検討が必要である.

(終 章 おわ り)
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資 料.1 論文 の内容 の要 旨

「日本型直播稲作に関する水田工学的研究」

本研究は我が国におけ る直播稲作, いわゆ る 「日本型直播稲作 」の課題 に対 し

て, 水 田工学的な観点か ら検討 した ものである. 以下 のように序章, 1章 か ら7

章, お よび終章の全9章 にて構成 される.

今 日の我 が国では, 稲作の省力化, 低コス ト化 を目的 として, 稲作経営規模拡

大の需要 が唱 え られている. しかしなが ら現 行の移植栽培の作業体系では, 個々

の農家が経営可能な水 田面積規模には限界がある. 特 に春先の短期間は育苗, 本

田準備, 移植作業な ど, 多 くの労働 を要する労働 ピークとなってお り, これが経

営面積の規定条件 となっている. その規模拡大への壁 を打破す るためのキ ーテク

ノ ロジーとして, 直播稲作 の導入が着 目されている.

ところが, 我 が国は零細分散錯圃の農地条件ゆ えに,将 来的 に規模拡大 しても

1戸 あた りたかだか10数ha程 度, 水 田面積 も1～2ha程 度が多 くな ると考 えられ る.

そのために合衆国な どで行われているような省力性が極度 に高い直播の導入は困

難 な ことか ら, 所得 の確保のためには土地生産性の維持が求め られ る. さ らに降

雨の多さな どの気象条件や, 良食味品種のみが高価 で取引 され る市場条件 な どの

特性 を踏 まえると, 我が国独 自の 「日本型直播稲作 」の技術確立が求め られ る.

なお, 現状で は直播面積は全国で1万haを 越 える程度 (2001年) で, これは稲

作 面積の0.6%に 過 ぎな いが, 微増傾向にあ る. 特 に東北 地方 ・北陸地方 におけ

る湛水直播 の普及が見 られ る.

さて, 直播稲作の導入 は, 多 くのケースにお いて大区画化圃場整備 と同時 に行

われ るべ きだと考え られ る. そ こで本研究は大区画化圃場整備 と直播導入 との連

携 につ いて考えるべ く, 直播 を組み入れ た農家の経営形態の確立 について, 並 び

に直播導入の ための圃場整備水準についての2点 を検討す る こととした. すなわ

ち, 第一 に 日本型直播 の現状 と需要 を把握す ることを目的とした.具 体的 には 日

本型直播お よびそれ に深 く関わる田面均平について既往 の研究を概観 した上で,

日本型直播 の面積変化 と技術進捗 との関係につ いて, お よび個 々の農家の省力化
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の必要性 に注 目しなが ら各経営類型 ごとの直播の需要の有無 につ いて整理 した.

また農家 が直播 を導入するための課題 ・問題点について把握 した.第 二に湛水土

壌中散播 の収量低下に対する水 田工学的対処の可能性について検討す ることを目

的 とした. 収量低下の要 因のひ とつが苗立密度の過疎にある ことを考察 し, また

それは田面起伏に強 く影響 される ことを指摘 した上で, そうした箇所 を回避する

観点 か ら, 湛水土壌 中散播での種子の埋没深に着 目した. そ してそれに田面起伏

および均平精度 の向上が及ぼす影響につ いて, 現地試験, 室内実験, モデル考察

によって検討 した.

結果 を以下 に示す.

1章 での既往の研究の整理 に続 き, 2章 では直播 の面積の変化につ いて検討 し

た.全 国および県 レベルで直播面積の動向につ いて検討 した結果, 全国 レベルで

の直播面積 の変化のみでの普及状況の議論 を行 うのには限界がある ことをまず明

らかに した. その一方で, 特異的に直播面積が卓越 している岡山県 を例に,県 別

あるいは地方別に面積変化 を分析す ることに よって,年 代 ごとの技術水準につい

て検証で きる可能性 を示 した.さ らに近年では岡山県, 福島県 などを除けば県 内

の稲作面積 に対す る直播面積の割合が1%を 越 える県 は少 ないが,概 して直播面

積は増加傾 向にあ る. その ことにつ いて, 東北 ・北陸地方の面積増が大 きいこと,

またその要 因として, 落水出芽法 や冬季代か き乾田直播, 湛水点播 といった技術

の進歩 に加 えて, 基盤整備の進捗 とそれを契機 とした直播 の導入, 転作カウ ン ト

の存在,初 期投資に対す る行政的な助成 など, 直播 を導入 しやすい環境が整 って

きている ことを挙 げた.

3章 では, 最初 に直播導入に際 しては省力化が第一 目的で, 低 コス ト化は省力

化 されて生 じた余剰労力 を活用 した結果 として得 られ るものであ ることを指摘 し

た. 続 いて, 省力化 する際の労働の利用 目的に応 じて農家類型を 「稲作拡充型 」,

「複合経営拡大型」,「第2・3次 産業拡充型」,「余暇増加型 」の4類 型 に分類 し,

それ ぞれの直播の導入意義に関 して営農 の観点 か ら検討 した. 結果 として 「稲作

拡充型 」「複合経営拡大型 」の農家に とっては直播導入の有効性が高 いこと, 逆

に 「第2・3次 産業拡充型」の農家に とっては, 農外所得機会が労働の季節差 が少

ないために労 力配分の効果が低い ことか ら, 直播導入の意義は低 い ことを示 した.

次に大規模稲作農 家が直播の導入 を判断す る過程 について, 従前の栽培法 に問

題が存在 して いることを前提に して,(1) 春 先の省力化によって所得機会が増大で

きる場合に直播 を必要 だと発想 し,(2) 地域条件 を踏まえて導入が可能であると判
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断 し,(3) 直播の経済性 を評価 し, 特に最大の リスクである 「収量 が大幅に減少す

る危険性」が回避 可能 と判断す る, の各段階がすべてク リア される必要が あるこ

とを整理 した. この うち最大の障壁は直播の低収量性, 特に技術の困難 さに よる

収量大幅減 の危険性 と考 え られた.

さ らに直播 を導入す る契機 とな る農家の経営上の変化 について, 圃場整備 など

を契機 とした経営の大規模化 ・法 人化, 数戸単位での連携, 個人単位 での規模拡

大,世 代交代や相続な どの個人的な変化 の4者 に分類 し, それぞれについて事例

を紹介 した.

以上が第一の 目的に対す る検討 である. これ らの結果 を受けて,以 下では我が

国においては乾田直播 に比べて適地が多いこと, その一方で初期生育に課題が残

され ていることを踏 まえて, 対象 を湛水直播 に限定 した上で, 第二の 目的につい

て検討 した.

4章 では, 安定的かつ均一的な苗立密度を確保する観点か ら, 田面均平精度の

問題 について論 じた. 湛水土壌 表面散播圃場 での調査 によ り, 苗立密度の不均一

性の存在 を把握 し, また特 に苗立密度が過疎 となる箇所において収量の大幅減が

生 じる ことを示唆 した. さ らに散播での適正な苗立密度および播種量 について ,

それぞれ100本/m2, 4kg/10aと いう数値 を算 出 した. これは既報 とほぼ一致す る

結果で ある.

続 いて, 苗立密度が過疎 となる要因につ いて整理 ・検討 し, 落水出芽法に よる

根 の土壌進入の促進, 鳥害 ・貝害の回避の点 で, 田面均平精度の 向上が関与す る

こと, また種子を適切に埋没 させ ることで これ らの多 くが制御可能であることを

考察 した.

以下では湛水直播 の中でも最 も省時間的で, また区画規模に も汎用性 が高 いが,

その反面 で種子の埋没深 の制御は困難な湛水土壌 中散播 に さらに対象 を限定 し,

その手法での種 子の埋没 に対 して田面起伏 ・均平精度 が及ぼす影響について掘 り

下 げた. なお, 湛水散播 での種子の埋没深は, 落下速度 (落 下高 さ), 種 子の質

量の他, 代 か き後の土壌 硬度, 湛水による抵抗 といった田面起伏 に関与す る要因

に影響 される.

5章 では代 かき後の水田における土壌の硬化過程 とその田面起伏との関係 につ

いて現地 にお いて測定 した. 軟弱 な土壌硬度の定量的評価 につ いては過去 に例が

ないが,こ こでは測定 には簡易 なフ ォール コー ンを利用 した. その結果, 湛水下

においては表層硬度はゆ っ くりと硬化 していき, 代か きか ら数 日間は種子の埋没

―153―



巻末資料

が可能 な硬度が保たれるのに対 し, 表層が水面か ら露 出 した後の硬化は急速で,

コー ンの土 中へ の進 入深 は露 出か ら1日 程度でほぼ半減 した. 散播 された種子 の

埋没深 を制御 するためには表層硬度 の均一化 が必要だが,以 上の結果 か ら田面起

伏 に伴 う湛水残留の有無, および露 出までの時間差の ために表層硬度は不均一 と

な ることが把握で きた.

6章 では散播での種子の埋没深 に表面土壌硬度, 湛水深, 被覆種子の質量 と大

きさ, 並 びに落下高 さが及ぼす影響について, 室 内実験 によ り検討 した. その結

果, 湛水の抵抗が埋没深 に対す る大 きな要因であること. また湛水条件下で種子

が適切 な埋没深 を得 られ るのは, 表面土壌硬度が0.2kPa程 度, すなわち練 り返 さ

れた土層が十分に沈下せず, 硬度が極 めて軟弱な ときのみであることか ら, 湛水

深制御の重要性 を把握 した. さらに湛水条件下で被覆種子の質量や落下高 さを増

す ことに よって埋没深 を増す ことができるのも,同 様 に表面土壌 が軟弱な ときに

限 られる こと, 逆に言えば, 湛水条件下にお いて表面土壌が硬化 した後には, 種

子の質量 や落下高 さを増 して も埋没深確保 には効果がほ とん どないことがわかっ

た. その ため, 代 かき後, 土層が十分に沈下する前に播種す るように作業体型 を

見直す ことが必要だ と考 え られ る.

7章 では現地試験 お よび室 内実験の結果 を踏 まえて 「埋没面積率モデル」を作

成 し, 散播 され た種 子が土 中に埋没す る箇所の面積率が均平精度 に応 じて如何に

変化す るかにつ いて検討 した. その結果, 現行の圃場整備基準の均平精度 ではあ

る程度 の不埋没 を覚悟す る必要があるのに対 し, 熟田の均平精度 とされる平均値

±2.5cm程 度 に均平精度 を向上 させ, さ らに播種 時における湛水深 を適切 に管理

する ことに よって, 埋没面積率が70%以 上 の高率となることを示 した.

以上の ように, 本研究では普及度評価や需要, 導入 される過程 につ いて確認す

ることで 日本型直播に関する現状 および問題点 を整理 した. その上で, 従来の直

播技術 の検討の中で欠如 していた湛水直播 に関する水田基盤整備 の関与につ いて

検討 した.そ の結果, 直播での収量低下の大 きな要因 と目される苗立密度が過疎

となる箇所の回避,す なわち初期生育の安定化 に対 して, 従来は仮説的 ・経験則

的 に指摘 されていた田面均平精度の向上 と, それに加 えて湛水深管理 の精緻化 に

よる種子埋没深 の制御に よって寄与 できる旨を示 し, またそれに必要な 田面均平

精度水準 につ いて平均値 ±2.5cm程 度以上が必要で あることを示唆す る ことがで

きた.
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資料.2 日本 型直播稲作 の手 法の分類

本文 中Table序-1で, 例 えば北海道の無人ヘ リに注 目す る. 2haの み実施 とい

うことは, 1戸 の農家が1～2筆 の大 区画水 田でのみ実施 している ことが考 え られ

る. 多 くて も2～3戸 の農家 であろ う. 近畿地方 の乗用播種機 の0.6haも 同様であ

る (こ れは和歌山県で実施 されているのみ).

これ と同様 に, 極度 に小 さい面積で実施 されているケースが, さらに県単位で

見 ると多々存在す る. これ らも個人, 多 くても集落程度の規模でのみ導入 されて

いる例が多い もの と推 察 され る. 直播実施面積は全国的に見て も極 めて少 ないた

め, こうした1戸 程度 しか実施 して いない技術 もデ ータ上は無視 できな くなって

いる. その ことが以下の ような細かい類型化を要す る原因の一つである.

最近 の分類 として, 姫 田 (1995) によるもの (Table資-1), 農業研究セ ンタ

ー (1997) による もの  (Table資-2) を以下に示す.

姫 田の整理 につ いては, ムギ跡への乾 田直播は今 日ではあま り行われてお らず,

また 「折衷直播 」の語は今 日では用 いられ ない (播 種時に畑状態か湛水状態かで,

前者 を乾 田直播, 後者 を湛水直播 と2分 す るとい う農業研究セ ンターの整理が一

般に用 い られて いる) ことか ら, すでに古 い整理 と考え られ る.

一方, 農 業研究セ ンターの整理は詳細 ではあるが, 本文中で も指摘 したように,

"種
子の埋没を意図した" 湛水土壌中散播が適 合 しないなど, 問題 を残 して いる.

さ らに, いずれの整理 も, 冬季代か き ・乾 田直播 (い わゆる愛知式不耕起乾田

直播) のよ うな新 しい技術には適応 していない.
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Table資-1 姫 田 (1995) に よる直 播 手法 の分類

(山 路 (2002) の整 理 を引用)
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Table資-2 農 業 研 究 セ ンター (1997) に よ る直播 手 法 の分 類

★湛水直播
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★乾田直播
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(農 業 研究 セ ンター (1997) よ り, 一部 修正 お よび改変 して引用)
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資料.3 本 文 中で触 れなか った直播 技術

資.3.1 湛水直播の技術

播種方 式は3通 りに分け られ る. ば らま き式 の 「散播 」, 田面に筋を切 ってそ

こに播種 してい く 「条播」, 種子を田面に打 ち込む 「点播」である.

点播 につ いては本文中でふれ たので, ここでは散播 と条播につ いて触れ る.

資.3.1 (1) 湛水散播の方法

散播は, 代か き数 日後, 湛水を田面 ヒタ ヒタまで落水 し, そ こに播種す るのが

我が国で一般的に行われている方法である.

有人ヘ リコプター を利用す る大規模な ものか ら, 背負い式動力散布機 で畦や田

面内を歩行 しなが ら播種す る小規模の ものまで見 られるが, 今 日では乗用管理機

に よるものは石川 県に, 有人ヘ リは福井 県*資料-1と愛知県に見 られる他 は, ほと

ん ど見 られな くなった. 東北 ・北陸地方 では概 して無人ヘ リが, また背負 い式は

山形県 で卓越 しているものの, 傾向としては全国で広 く行われている.

この手法 の難点 としては, 本文中で触れた種子が土壌中に埋没 しに くい点の他,

発芽後は畝 間が存在 しないので, 田面内を歩 いての栽培中期以降の管理が困難で

あることが挙げ られる.

資.3.1 (2) 湛水条播の方法

条播 は6条 播 きな どの乗用管理機 を用 いる場 合が多い (地 域に よっては歩行式

の播種機 も未だ用 い られている) ことか ら, イメージ的には移植 に近い.

溝 を切 っての播種である ことか ら, 種子の埋没は制御 しやす い. また畝状 に並

ぶ ため, 田面を歩行 しての管理 も可能である. 溝 の切 り方 をM字 状 にして, 播種

後に土壌 が徐 々に崩壊 して覆土厚 を確保 しやす くす るな どの工夫 も見 られ る (作

溝 直播; かつては折衷直播*資料-2と呼ばれ た). 一方, 散播 に比べ ると播種作業 に

*資 料-1 福井県は, 土壌が粘質 であ り, また雪解 け水 もある ことか ら, 排水性の確保が

重要 な課題 であ る. そ こで 「トラムライ ン潤土直播」 と呼ばれ る手法が行われている.

これ は水田内にあ らか じめ明渠 を設置 し, そ こをコ ンク リー トで固め る. そ こを播種か

らその後の管理機に至 るまでの轍 として使用す る.

*資料-2 今 日では用 いられていな い用語である 「折 衷直播 」は, 乾 田状態でM字 溝に播

種 し, その直後 に湛水す る ことによって溝の崩壊→覆 土 を促進す る手法 であった. 今 日

では これは発芽前に湛水す ることか ら, 湛水直播 に区分 される.
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時 間がかかるため, 大面積への適用性は低 い.

また, 湛水直播 にお いて代 かきを省略 した 「無代かき湛水直播」 も行われてい

る. 乾 田直播 に近 い作業量 となるが, やは り圃場の保水性が要求 され るため, 適

地 は限 られ る.

資.3.1 (3) 酸素供給剤の費用 と労働時間

酸素供給剤の被覆 につ いては, 2点 の問題 が指摘できる. 1点 がそのための費用,

もう1点 がその作業時間である.

酸素供給剤 にかかる費用 は, 例えば水 田10aあ た りに被覆前の種子を4kg播 種す

るとす ると, 酸素供給剤は2倍 重 (種 子の重量の2倍 の重 さの酸素供給剤を被覆)

だと約6000円 かかる. 10aあ た り8俵 取れて10万 円の売 り上げがあると考えると,

利益率50%と 考 えて5万 円である. そう考 えると, 6000円 は決 して軽視で きる金

額ではない.

作業については, 被覆作業は播種の数 日前 に行 う必要がある. そのため代か き

と時 期 的 に 競 合 す る. さ らに 著 者 の 調 べ に よ れ ば, 中村 (1978) の 方 法

(Photo資-1) では熟練者3人 で10a分 の被覆に20分 以上を要する作業である. こ

の作業 を委託す る業者, ない しは 自動化が求め られ た.【 事例3-8】 の鹿沼市の第

3セ クターは被覆作業 を請け負 っている. また愛知県南陽町な ど, 今 日では農協

な どが被覆作業 を請 け負 うケースも数 多 く見 られ る. さらに1999年 にヤ ンマー社

な どか ら全 自動の酸素供給剤被覆機が発売 され た.
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Photo資-1 中村が提案 した酸素供給剤 を被覆する方法

Fig.資-1 直播の諸手法の気象 ・圃場条件 に対する適用性 (概 念図)
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資.3.2 乾 田直播の技術

資.3.2 (1) 乾 田直播の方法と特徴

無代か きで畑状態の圃場 に播種 し, 生育初期は未湛水の下で栽培 し, 数週間程

度後か ら湛水 を開始する栽培法.

低温や降雨の影響 を受けやす いことか ら, 気象 ・気候条件 が大 きく規定 され る.

また圃場の保水性お よび透水性 が優れている必要があるなど, 圃場条件の制約が

厳 しい. その ため実施 可能な地域は移植や後述 の湛直に比べて多 くはない. さら

に出芽直後の未湛水時期 に雑草が繁茂す る点や, 施肥の ためには砕土率 を高める

必要がある点な ど, 今後への課題 は多い.

利点 と しては, まず, 無代かきであること, 種子への被覆剤の被覆 を要 さない

(近 年では播種直後の降雨への対応 などを考慮 して, 被覆す る場 合もある) こと

か ら, 省力性ゆえに注 目されて いる直播の中で も, 湛直に比べて さらに省力的で

ある. また, 代 かき用水が不要な ことか ら, 春先の水利条件が悪 く, 用水の確保

に困難なために, 移植 よ りもむ しろ乾直が適 している地域, さらには乾直 しか実

施 で きな い地域 も存在 する. さらに種 子 を表層 か ら数cm深 の ところに播種で き

るために根 を張 りやす く, 湛水直播 に比べて生育初期以降の抜け落ち, 倒伏が少

な いことなどが挙げ られ る.

資.3.2 (2) 特殊な乾 田直播手法

代か きのみでな く耕起 まで省略 した不耕起圃場 で行な う直播が不耕起乾 田直播

である. 一般 の乾直 よ りもさらに省力性 が高 い. また, 生育が秋 まさり的である

な どの長所 も報告 されている. しか し, 不耕起水 田には漏水や除草, 均平管理,

表層の硬化な どの課題が指摘 され ることか ら, 適地幅は極 めて狭い.

資.3.3 湛水直播 ・乾 田直播の適応幅の概念図

Fig.資-1は, 以上の直播手法について, 気象条件, 圃場条件 をそれ ぞれ気温の

高低, 保水性 の良 し悪 しで代表 させ, それぞれへの適応性 に基づいて整理 したも

のである.
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資料.4 日本型直播普及 推進への具体 的な動 き

Table資-3「 農業生産の技術指針」(2001年, 農林水産省: 下線は著者)

(前 略)

(II) 作 目別

1 水稲

(1) 基本的留意事項

稲作 については,「 米政策改革大綱 」を踏 まえ, 米 を取 り巻 く環境の変化に

対応 し, 消費者重視 ・市場重視の考 え方に立 って, 需要に即応 した計画的 ・安

定的な生産の推進 を図 るとともに, 生産の大宗を担 い手が 占める構造への転換

を促進 しつつ, 効率的かつ安定的な水田農業経 営を早急 に確 立 して いく必要が

ある.(中 略)

イ 効率的かつ安定的な水田農業経営の育成及びこれに資す る新技術の積極的

導 入

効率的かつ安定 的な水 田農業経 営 を実現 し, 生産性の大幅 な向上 を図るた

め, この ような農業経営 を営む者への生産の集積等の構造政策 を強力に推進す

るとともに, 生産性の 向上に資す る新技術の開発 ・普及 を促進す る. さ らに,

生産部局 と農地流動化部局 との連携の下での担 い手への農地 ・作業の集積の促

進や規模拡大に対応 した営農技術体 系の確立, 大規模乾燥施設の整備等の取組

を計画的 ・重点的 に推進す る.

なお,日 本型 直播稲作技術 を始め, 乳苗移植技術, 不耕起又は部分耕起移植

技術等の新技 術につ いて, 省 力化や労働 ピークの平準化, 作期分散等 を図ると

と もに, その効果 としての経営規模の拡大, 複 合部 門の充実 等を図 る観 点か

ら, 積極的導入 を推進す る必要があ る.

その際, 地域の立地条件 に即 した普及性の高い技術体 系として早急に確立す

る観点 か ら, 当該技術 の普及対象 を明確 に しつつ, 試験研究機 関や普及組織の

指導 の下 で推進す る ことが重要であ る.特 に, 日本型直播稲作技 術について

は, 技 術的にはほぼ完成 されているところであ り, その普及に当たっては, 平

成22 (2010) 年度 の 目標 普及 面積 を5万haと し, その経 営的 評価 を実 施 しつ

つ,省 力 ・低 コス ト技術の導入 により大 きなメ リッ トを享受できる経営体 を対
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象 として重点化 して推進する.

さらに, 自動水管理 システム, 中間管理作業の機械化技術等 を組み合わせ る

ことによ り, 構造政策の推進 と合わせ, 大区画ほ場 や大規模経営等に適合 した

稲作技術体系の確立 を図る必要がある.(中 略)

(2) 栽培技術上の留意事項

ア 栽培様式

(ア) 直播栽培

直播栽培技術は, 稲作の飛躍的生産性の向上及び経営体の規模拡大に資する

キ ーテクノロジーとして位置づけ られるものであ り, その実施 に当たっては,

品種 の選定, は種, 施肥, 雑 草防除, 水管理等 について移植栽培 とは異なる技

術が必要 とな るため, 当該地区の試験研究機関や普及組織にお いて関係機関と

連携 して現地実証等を実施 し, その技術的 ・経営的特性 を十分踏まえ, 地域条

件 に適 した直播技 術体系の確立 と普及 を図る.(中 略)

ウ ほ場準備

(中 略) 大区画ほ場においては, 効果的な水管理が行 えるよう, 特 に均平化 に

留意す る. また, 近年, 直播栽培 をは じめ, 自動水管理 システム, レーザ ー均

平機等, 大区画 ほ場に対応 した技術開発が進んでお り, 試験研究機関や普及組

織の指導 の下, これ ら技術の積極的な導入 に努める.

不等沈下や減 水深の増 大等がみ られ る水田については, 代か き及 び畦塗 りを

入念に行 うほか, 必要に応 じて床締め等漏水防止対策を実施する.

エ 播種 ・育苗 ・田植

(中 略)

(イ) 直播栽培

直播栽培 では直接ほ場 に播種 するため, 出芽 ・苗立ち数の確保 に細心 の注意

を払 う必要が ある. 特 に, 低温時の播種 は, 出芽率の低下, 出芽の不揃 い等 を

招 くため, 極力避 ける.

品種 の選定 に当たっては, 低温発芽性, 耐倒伏性に優れた品種 を選定す ると

ともに, 種子 もみにつ いては, 十分な塩水選を徹底 し, 発芽勢 に優れた種子を

確保す る.

ほ場準備 に当 たっては, 特にほ場の均平に努 めるとともに, 播種 に当たって

は地域 の気象条件等 によ り適正な播種深を遵守する.

また, 湛水直播 にお いては出芽 ・苗立ち時の落水管理, 乾 田直播 にお いては
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水温上昇に従 った入水時期の設定等水管理の工夫 によ り苗立ち数の確保 に努め

る. 用水については, 事前に土地改良区等 との調整に より必要量の確保 に努め

る.

なお, その後の栽培管理については, 移植 栽培 と生育 ステ ージがずれること

か ら, 病害虫による被害集 中に留意 し, 必要 な発生予察及び防除に努 める.

Table資-4 全 国直 播稲 作 推 進会 議 設 置 要領 (1995.07.13付 け)

全国直播稲作推進会議設置要領

平 成7 (1995) 年7月13日

1 目的

我が国の稲作農業 については, ウル グァイ ・ラウン ド農業合意に伴 う国際化

の進展 に対応 し, 今後, 効率的 ・安定的経営体 を広範に育成す るとともに, 新

技術の開発 ・普及 ・定着 の加速化 を図 り, 生産性の向上, 体質強化 を強力に進

め ることが緊要 となって いる.

この ような中で, 直播栽培については, 現行の機械移植 による稲作の低 コス

ト化, 省力化 の壁 を打破す るためのキーテ クノロジー として特に有望視 されて

お り, 国 においては, 新政策で示 した望 ま しい稲作経営の早期実現に向けて,

直播栽培 に関する各種試験研究や現地実証等の施策 を講 じることとしているほ

か, 都道府県段階や農業 団体, 民間企業等において も直播栽培技術の確立へ 向

けて種 々の取組が始め られている. また, 不耕起栽培, 乳苗移植栽培等様々な

技 術につ いて も, 各地において提案, 取組 がな され ているところである.

この ような状況 を踏 まえ, 直播栽培 に関する全国的な推進方策の検討, 情報

交換, 相互連携等 を促進 するため, 全国直播稲作推進会議を設置 し, 生産者 を

は じめ試験研究機関, 普及組織, 農業団体, 民間企業, 行政機関等の横断的な

取組 を助長 し, 我が国におけ る直播栽培の普及 ・定着等によ り我が国稲作の体

質強化 を図る こととす る.

2 活動事項

全国直播稲作推進会議は以下の事項 について活動を行 うものとする.

(1) 直播稲作 に関する全国的な推進方策の検討
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(2) 直播稲作 に関す る関係団体等の情報交換及 び相互連携の推進

(3) 直播稲作の定着, 普及に関す る事項

(4) その他, 稲作の低 コス ト化, 省 力化 に資する技術 の定着, 普及に関す る

事項

3 構成 等

全国直播稲作推進会議 は, 試験研究機関, 普及組織, 農業 団体, 民間企業,

行政機関等の直播稲作関係者, 生産者及び学識経験者で構成す るもの とす る.

(以 下略)

Table資-5 全 国直 播稲 作 推進 会 議提 言 (2002.03.27付)

直播稲作の さらなる普及拡大に向けて (提 言)

平成14 (2002) 年3月27日

全国直播稲作推進会議

行政, 普及, 試験研究, 民間団体, 生産者等関係者一体 となった取組によ り

全国の直播面積 が1万 ヘ クタールを超 えた今, 我 々全 国直播稲作推進会議は,

さらなる普及拡大に向け, また, 我が国の普遍的な稲作技術 としてい くべ く,

本 日, 以下の ような分析 ・評価 ・提言 を行 う.

1 現状分析

・全国の直播 面積は, 昭和49 (1974) 年以降減少傾向にあった ものの, 落水出

芽法の普及, 高精度播種機の開発 等を背景 に, 平成9 (1997) 年度以降増加

傾 向に転 じ, 平成13 (2001) 年度 には1万 ヘクタールを超 えた.

・しか しなが ら, その取組 には地域によ り大きな差. 東北, 北陸地域では急速

に普及.

・直播技術 の普及に貢献 した大 きな要 因としては,「 春作業 の軽減 」,「規模拡

大 」,「コス ト低減」. 定着 ・普及の要 因として大 きな ものは 「単収 の向上 ・

安定 」,「機械作業体制の確立」,「関係団体の推進 」.

・現在, 36道 府県において, 普及 目標面積 の設定がなされ, それ を元に平成22

(2010) 年度の普及 目標を試算すると, 5万 ヘクタールを超える見込み.
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2 課題

・ コ シ ヒカ リな どの良食味品種 での対応が増加. ポス ト ・コシ ヒカ リとして直

播適応性が高 く, 多様な熟期の品種の育成が急務.

・ 多 くの地域 で除草問題 が課題 として残 されてお り, 除草剤の適用範囲の拡大

が 必 要.

・省 力化 のメ リッ トは顕著であるものの, 酸素供給剤, 除草剤等の掛増 しによ

り資材 費低減には限界. 低価格資材 ・高機能資材 (除草剤 ・生育促進剤の同時

施 用) の開発, 低 コス ト播種様式の開発が重要.

・直 播技術に対す る取組姿勢, 指導体制 に格差. 広汎な普及のためには, 地域

での指導 目標の明確化 ・指導体制の充実が必要.

3 今後の方 向

・ 大 規模経営体, 複合部門の拡大 を志 向する経営体, 労働 力配分の合理化 を指

向す る集落営農等直播のメ リットを享受 できる経営体及 び大区画水田等直播

に適 した基盤整備が進んだ地域に普及の対象を重点化

・行 政, 普及, 試験研究, 民間 団体, 生産者団体が一体 となった指導 ・支援体

制の確立

・生 産者間の交流の促進による技術レベルの高位平準化

・産 学官の連携による除草剤 ・低価格播種機等の開発の促進

・ よ り一層の省力 ・低 コス ト化に向けた直播技 術体系の開発, 特 に直播適性 の

高い良食味品種の開発の推進

Table資-5 において,「 直播の メ リッ トを享受 できる経営体及び大 区画水田等

直播 に適 した基盤整備が進 んだ地域 に普及の対象を重点化」 とある. これは同推

進 会議が発足 してか らこれ までの6年 半の間, 理想 どお りの直播推進策 が取れな

かった ことのあ らわれ だと解釈 できる. 我が国の稲作経営農家の大多数が中小規

模であ ることを鑑みれば, そうした状況は許容するべ きであると考 え られる. た

だし, 中小規模 の経営体や基盤整備 が不十分な地域に普及を図ったところで, 一

時的な面積増 は見 られて もそれが定着や普及に至 る補償 がないというのが現実 で

ある.

また, Table資-3で は 「技術的にはほぼ完成」 とあるが, Table資-5の 課題 を

見 る限 り, 直播技術 はまだ完成の域 に達 していないと解釈す るべ きである. その

ような状態で1万haや5万haと いった数値にのみ重点 を置 いた "ス ローガ ン先行"
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型の ア ピールが為されているのが現状である. 省力化のための手段 であるべ き直

播 が, それ を導入することが 目的へ とす り替わ って しまっている感がある.

また,「 普及 に貢献 した要因」 として 「春作業の軽減」 を挙 げているが, これ

は 「春作業軽減 のための技術である直播が普及 したのは, 直播 に春作業軽減の効

果が あったか ら」と述べているような ものであ り, 概念規定の曖昧 さが指摘でき

る.
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資 料.5 近年 の直播 面積の動 向

本論文の審査後に入手できた我が国における直播面積デ ータ, 2002年 確定値と,

と2003年 速報値 を記載す る. 湛水直播, 特 に点播の著 しい増加が注 目される.

Table資-6 各 地 方 の直播 面 積 (2002年 確 定 値, 単 位: ha)

(資料: 農林水産省生産局農産振興課)

Table資-7 各 地 方 の直 播 面積 (2003年 速 報 値, 単 位: ha)

(資料: 農林水産省生産局農産振興課)
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資 料.6 我が 国における スク ミ リンゴガイの分布

資.6.1 調査 目的 と方法

直播 に対 して大 きな被害を もたらす外来種, スク ミリンゴガイの繁殖状況につ

いては農林水産 省が県別に把握 したデータのみ しか存在 しない.

そ こで我が国 におけるスク ミリンゴガイの生息状況 とその水稲への被害 の程度

につ いて把握す るため, 全国各地の農業改良普及セ ンターに対 し, 往復はが きを

用 いてア ンケー トを行った.

ア ンケー トはが きは2002年12月 に発送 し, 2003年1月 に回収 した. 対象 とした

のは東京都 と, 寒冷地であ る岩手県, 青森県, 北海道 を除 く2府41県 の農業改良

普及セ ンター419箇 所で, その うち323箇 所 か ら回答 を得た (有 効 回答率77.1%).

資.6.2 調査結果

調 査 結果 の うち, 生息 状 況 と, 生 息 して い る地域 の被 害程 度 につ い て,

Fig.資-2に 示す. 一般 に知 られて いる知見である九州, 四国 に特に繁殖 している

こと, 北限が茨城県北浦であるということに加 えて, その繁殖は海岸沿 い, 特に

太平洋岸 と瀬戸内海沿岸に多い ことといった, 県別の調査では十分に把握できな

かった点 を知 ることがで きた.

また, 水稲への被害につ いては, 移植機械での補植 が必要なほ どの大 きな被害

は, 温暖で以前か ら問題 が指摘 されていた九州, 四国地方に も見 られ るが, 兵庫

県, 静岡県, 千葉県に も及んでいる. また手植 えでの補植 が必要な程度 の被害 は,

九州, 四国地方 に多 く見 られる.
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凡例 「スク ミリンゴガイが生息 している」 と回答 した農業改良普及セ ン

ターの うち,

●: 被害 な し, ▼: 無視で きる程度 の被害, ▲: 小～中 規模被害 (手

植 えでの補植が必要), ★: 大規模被害 (機 械での補植が必要)

Fig.資-2 ス ク ミ リンゴ ガ イ の被 害 分 布 (2002年12月, 全 国の 農 業 改 良普 及

セ ンターへ のア ンケ ー ト結 果 よ り)

(巻 末付録 おわ り)
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